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第一章 研究の背景・目的・研究領域 
1.1 はじめに 
1.1.1 研究の背景 
イタリアでは 1960 年代歴史地区の保全への取り組みが始まった。ボローニャ
等の保全計画実施には、建築類型学1と呼ばれる方法論が採用された。この方法
論はボローニャに代表される社会組織の保存を重視する社会的な都市保全施策
期のひとつである。しかし、民間による建物の再利用やダイナミックに用途変
更を行う 1970 年代後半以降の都心再生のプロジェクトには必ずしも適切な方
法論としては機能しなくなってきた。また、建築類型学に依拠する保存はプラ
ンタイプや建物のボリューム等に着目するあまり、修復にあたっての材料の選
択などのディテールを軽視する結果になる場合があるという批判もある2。 
1980 年代以降、各地の自治体は建築の用途を類型によって規定するのではな
く、修復工事の手法をマニュアルによって規定する方向へと保全の方法が変化
し、都市の保全再生はより戦略的に構想されるようになってきた3。 
では、アジア地域においてはどのような取り組みがあったのか。特に早くか
ら先進国に入っていた日本がどのように取り組んできたのかを見ておきたい。 
日本の町並み保存運動の背景には、高度経済成長の中で歴史的町並みが次第
に貴重な遺産となりつつあったこと、「開発か保存か」という二者択一を迫る世
論が影響力を持ったこと、民家を文化財の対象とする戦後の文化財行政が次第
に単体の民家のみならず民家群としての集落や町並みを対象とし始めたこと、
1970 年に始まる国鉄（現在の JR）のディスカバー・ジャパンの企画に代表さ
れるように、歴史的な都市自体を観光の対象とする観光キャンペーンが功を奏
したことなどがあげられる。 
歴史的な町並みを「面」4として地区指定する保全施策の早い時期の事例には
山口県萩城（城下町）が国の史跡として指定された事例がある。また富山県五
箇山の合掌造り集落も早くから国の史跡として指定された。「面」的なの町並み
保全を目的とした地方自治体による条例には 1968 年 4 月に制定された金沢市伝
統環境保存条例がある。以降、岡山県倉敷市、福岡県柳川市、兵庫県神戸市、
岡山県高梁市、岐阜県高山市、島根県松江市などが相次いで制定されている。 
                                                  
1 ピェール・ルイジ・チェルベッラーティ・他（1986）『ボローニャの試み』香
匠庵 P139-P151 
 建築類型学とは建築物を配置や間取り、用途との関係などから類型化しつつ都
市の構造を把握しその保全策を立案しようというもので、1960 年代後半から 70
年代前半にかけて確立されたものである 
2 陣内秀信（2001）『ティポロジアの批判』p197 
3 宗田好史（2000）「歴史的都市部再生を可能にした都市政策と計画制度」造景
別冊 1 号 P34-36 
4 ここでいう面とは地区の範囲を意味する  
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その後、日本の歴史的建造物の利活用をめぐる動きが活発化した。代表的な
ものには全国町家再生交流会である。町家の評価や活用を図った事例報告や課
題等について話し合うことを目的として、2005 年京都市で第 1 回が開催された。
その後、「ストックを活かすまちづくり」、「地域固有の文化や歴史の見直しの中
での町家再生」、「地方都市からの町家再生～つながり、ひろがる町家の暮らし
～」といったテーマで、市民活動団体や一般参加者、多くの研究者や行政担当
者が参加する交流が今も行われている。 
一方、中国では 1970 年代後半、鄧小平が唱えた経済改革・開放政策が実施さ
れはじめ、1980 年代に入り、その政策の本格化とともに沿海地域だけではなく、
内陸地区の諸都市においても、街路改造を中心とした都市整備が急速に進んだ。
それと同時に政府主導の大規模収用による街路拡充、都市のインフラの近代化
が進み、都心旧市街地に残存した多くの民家が取り壊され、町並みが失われて
しまった。その後、歴史的建造物を残すため保護政策を導入する検討がなされ、
歴史都市を広く保全するために「歴史文化名城5」という概念を構築して保護制
度が確立された。1990 年代後半になると、農村集落の民家群を利用した観光開
発の波が起こり、2000 年代に入って、「歴史文化名鎮名村6」という概念が構築
されて制度化への動きがみられるようになった。 
しかし、筆者ら（2012・2013）の歴史文化名村の事例調査によれば、経済重
視の観光開発に重きが置かれ、利活用手法による歴史的建造物の多様な価値を
見出す利活用という政策認識はみられなかった7・8。 
このように、歴史的建造物の保存制度と利活用がどのように芽生え、生まれ
てきたかを探ると、それぞれの国の保存政策とその特色は現在の町並みに反映
されているのである。 
 
  
                                                  
5 賈鴻雁（2007）『中国歴史文化名城通論』東南大学 
6 2002 年より実施する・歴史的建造物を保護するための制度 
7 魏小娥・加藤晃規（2012）「韓城党家村四合院住宅の複合的利用の実態調査・
歴史的四合院の利活用に関する研究」日本建築学会地域施設計画研究シンポジ
ウム No.30  P33-38 
8 魏小娥・加藤晃規（2013）「韓城党家村四合院住宅群を生かした集落観光の取
り組みー中国における歴史的四合院の利活用に関する研究」日本建築学会大会
学術講演梗概集 P213-241 
- 3 - 
 
1.1.2 研究の目的 
本研究では保存制度によって護られて来た歴史的建造物をこれからも持続的
に継承するための利活用手法を見出すことを目的としている。  
ここでは、重要伝統的建造物群保存地区（以下重伝建地区）の事例として歴
史的建造物が群として多く残っている奈良県橿原市今井町を取り上げ、その周
辺地域の重伝建地区の調査報告の資料収集、今井町に関する既往研究、筆者が
参与観察した事例における居住者に対するインタビュー調査とアンケート調査
及び来訪者に対するアンケート調査を行い、同時に、中国の歴史的建造物に関
する保存制度の現状について事例的な調査をした。 
これらの調査資料を基に、次の 5 点を明らかにする。 
1）日本と中国の歴史的建造物の保存制度とその現状及び利活用の問題点 
2）今井町の町家に関する保存制度の施行前後の動向と利活用に及ぼす影響 
3）今井町の少子高齢化がもたらす空き町家問題に対する施策とその課題 
4）今井町の町家の利活用に対する居住者の意識の現状 
5）今井町事例からみられる町家の利活用手法 
以上から得られた知見に基づき、今後の歴史的建造物の利活用手法について
論じる。 
 
  
- 4 - 
 
1.2 既往研究レビュー 
本節では、既往研究のレビューを行いながら本論文で取り上げる基本的概念
を設定する。 
1.2.1 歴史的建造物に関する既往研究 
国際憲章では、「歴史的記念建造物」には、単一の建築作品だけでなく、特定
の文明、重要な発展、あるいは歴史的な事件の遺跡が見出される都市及び田園
の建築的環境が含まれる。「歴史的記念建造物」という考え方は、偉大な芸術作
品だけでなく、より地味な過去の建造物で時の経過とともに文化的な重要性を
獲得したものに適用されると定義している9。 
日本の「歴史的建造物」とは将来世代に継承すべき歴史的価値10を有する建築
物、土木建造物その他の工作物をいう。こうした、歴史的建造物を「公物」と
「民物」に区分し議論した研究がある11。その中で、公物は公用物と公共用物に
区分している。具体的な公用物の例は官公庁舎や取水塔、公立学校などを指す
ものであり、公共用物は公会堂、博物館などである。民物は、一般民家、武家
屋敷などである。 
（1）日本 
日本の民家に対する既往研究は 1916 年に結成された白茅会12の活動から始ま
る13。戦前における寺・神社建築の研究が美術史を軸に 1890 年以来の蓄積を誇
っているのと比較すれば著しく遅滞していたといえる。民家に関する研究の大
部分は民族学的研究に限られており、建築的な関心も間取りの採取や平面類型
の分類にとどまっていた。1930 年代から始まる居住史研究においても、寝殿造
りや武家住宅が中心で、民家はほとんど取り上げられなかった。民家の構造を
分析した最初の研究者は石井（1931）である14。石井は、農村部を中心とする
民家の構法や架構形式などの構造的分析、意匠、利用、暮らしといった民族学
的分析から民家研究を行ってきた。また、小松（1977）による京都市の町家（以
下京町家と略す）の歴史に関する研究がある15。 
1960 年頃までに地域の民家の悉皆調査をしてそれに基づいて復原的ならびに
編年的な考察を行うという民家研究の調査方法論が確立された。その成果とし
                                                  
9「記念建造物及び遺跡の保存と修復のための国際憲章」第 2 回歴史的記念建造
物関係建築家技術者国際会議（1964 ヴェネツィア）1965 年イコモス採択 
10 国宝及び重要文化財指定基準は歴史的な時代区分が前提とされていることか
ら、当然に歴史的価値を有する文化財が指定対象とされており、近代建造物を
主たる対象とする登録制度でも 50 年が基準とされる 
11 越智敏裕（2011）「公物としての歴史的建造物の保存について」上智大学法学
論集 55 (2) P1-36 
12 白茅会とは民俗学者柳田國男・（農林官僚・政治家の石黒忠篤）らが創った民
家研究の会を意味する 
13 西村幸夫（2004）『都市保存計画』東京大学出版社 P115-116 
14 石井健治（1931）『日本農民建築の研究』伝統構法の構造 
15 小松茂美（1977）『年中行事絵巻』中央公論社 
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て太田の「民家のみかた調べかた」がある16。特定の地域をカバーする総合的な
初期の民家調査として、岐阜県白川郷17（1951）、奈良県今井町18（1956～1957）
などがある。日本の代表的な民家の一つである町家は様々な研究調査が行われ
てきた。例えば、京町家の空間を調査研究した上田（1976）19、民家と町並み
を調査した稲垣（1989）20、全国の町家を調査した藤島（1993）21、などの研究
が挙げられる。ここでは、藤島の町家研究をもとに、日本各地に点在する町家
を表 1-1 で示す。それによれば町家が全国に広く点在していることがわかる。 
  表 1-1 町家の分布 
 
                                                  
16 太田博太郎（1983）『建築史の先達たち』彰国社  P122-136 
17 文化庁（1951）「歴史的環境保全整備計画調査報告」 
18 建設省・文化庁（1956.1957）「歴史的環境保全市街地整備計画調査報告」 
19 上田篤（1976）『町家共同研究』鹿島出版社 
20 稲垣栄三（1989）『民家と町並み』世界文化社 
21 藤島亥治郎（1993）『町家探訪』学術出版社 
NO 都道府県・町家 NO 都道府県・町家 NO 都道府県・町家 NO 都道府県・町家
1 奈良・今西家 9 岡山・梶村家 17 長野・手塚家 25 埼玉・山崎家
2 京都・杉本家 10 広島・吉井家 18 長野・旧中村家 26 埼玉・星野家
3 京都・野口家 11 愛媛・上芳我家 19 長野・等々力家 27 福島・谷口楼
4 京都・奥渓家 12 佐賀・西岡家 20 長野・小野家 28 宮城・渡辺家
5 京都・滝沢家 13 石川・水毛生家 21 長野・武居家 29 宮城・佐藤家
6 滋賀・有川家 14 石川・青木家 22 長野・岡谷家 30 岩手・畠家
7 三重・長谷川家 15 岐阜・渡辺家 23 長野・岩波家 31 岩手・木津屋池野家
8 岡山・中西家 16 岐阜・大黒屋 24 千葉・宇田川家 32 秋田・河原田家
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（2）中国 
 茂木・稲次・片山（1991）は、“光・水・土22”という住まいを形成する基
本的な要素を持つ、中国の伝統的な民居を取り上げ、それぞれの特徴を紹介し
ている23。それらをもとに作成した分布図が図 1-1 である。図 1-1 から明らかな
ように、四合院は北京をはじめ、山西省、江西省、江蘇省、陝西省、雲南省な
どに広く分布していた。 
 
図 1-1 中国民家の分布 
 
劉（1976）は中国の民家分布・歴史、時代の分類に関する研究を行っている24。
劉の中国民家の研究成果から四合院住宅の変遷をまとめると表 1-2 で示すこと
ができる。 
表 1-2 四合院住宅の変遷 
 
                                                  
22 光とは、天井のある空間を指す；水とは、臨水民居の空間を指す；土とは、
客家土楼の空間を指す 
23 茂木計一郎・稲次敏郎・片山和俊（1991）『中国民居の空間を探る』建築資
料研究社 
24 劉敦楨（1976）『中国の住宅』鹿島出版社 
区分 王朝 時　期 四合院の変遷
商殷周
春秋戦国
秦漢から
三国
3 晋魏六朝 紀元265年－紀元589年 室内の配置と家具の出現
隋唐 門、壁などの装飾
五代遼 家具様式の多様化
5 宋、金、元 紀元960－紀元1279年 小、中、大型の四合院住宅の区別
住宅制度の出現
地域ごとに四合院の体系の形成
1 紀元前21年―紀元前476年 基本形式の出現
2 紀元前475年―紀元280年 前院と後院の区別
4 紀元581－紀元960年
6 明、清 紀元1271－紀元1840
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第 1 期「商殷周・春秋戦国」では、四合院の基本的な形式が出現した。 
第 2 期「秦漢から三国」では、院落を前院と後院に区別した。 
第 3 期「晋魏六朝」では、室内に家具を配置し始めた。 
第 4 期「隋唐・五代遼」では、門、壁などに装飾をし始め、室内に陳列され
る家具の様式の多様性がみられた。 
第 5 期「宋、金、元」では、四合院の規模を「小・中・大」 として区別され
ている。 
第 6 期「明・清」時代では、封建王朝に住宅制度が制定されたため、地域ご
とに四合院の体系が定着するようになる。そして、四合院住宅は今までなかっ
た発展を遂げたのである。 
アメリカ人宣教師の「北京の思い出」では、1926 年から 1938 年に北京に滞
在したときの四合院での生活風景を描写している25。また、清代の北京の四合院
で暮らす中国人の生涯の生活風景を描いた文献として「北京風俗全」26がある。
そこで日常の生活や行事と中国人の生活に対する考え方を紹介している。 
さらに、馬（1999）は、次の 3 つの視点で北京四合院を紹介している27。    
①四合院の歴史と基本構成・類型及び風水に関する内容、②北京四合院の構造、
内部の装飾、室内の陳列、各部位の彫刻に関する内容、③現代四合院の営造と
保存及び未来の展望、からなる内容である。このよう、北京の四合院が広く紹
介されると、各種の四合院の形式の中でも最も成熟度の高いものと言われるよ
うになった。 
この他、日本の研究者によるアジア諸国での調査も広くなされてきた。イン
ドネシア・ボロブドゥールで調査と保存修復を手掛けた千原28、西安の町並み保
存を手掛けた大西29、韓城市党家村四合院住宅群の初期保存の基礎調査を手掛け
た青木30、筑波大学と清華大学が実施した北京四合院の共同研究31、などが挙げ
られる。 
現在、こうした民家は歴史的建造物の一種として町並みを構成する重要な要
素であり、居住機能を基本としながら、人々の活動を支える重要な役割を果た
している32。従って、民家は、人々が最も身近な空間として日常的に利用し続け
ることから人々の活動の場としての役割を果たすことが求められる。 
また、歴史的建造物の価値は美的、芸術的、技術的、伝統的な創造力によっ
                                                  
25 アイダ・プルーイット（1990）『北京の思い出』平凡社 
26 羅信躍・他（1988）『北京風俗大全』平凡社 
27 馬炳堅（1999）『北京四合院建築』天津大学出版社 
28 千原大五郎（1986）『南の国の古寺巡礼アジア建築の歴史』日本放送出版協会  
29 大西国太郎・朱自煊（2001）『中国の歴史都市』鹿島出版社 
30 青木正夫（1992）『党家村中国北方の伝統的農村集落』世界図書出版社北京
支社 
31 北京四合院研究会（2008）『北京の四合院』中央公論美術出版 
32 文化庁は歴史的建造物を国宝、重要文化財に区分している。それらは宗教、
神社、寺院、住宅・民家、学校、官公庁舎、産業・交通・土木、住居、文化施
設、商業・業務などに区分される 
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て高められ、地域的特色、歴史的な重要性、希少性など個々の建造物が保有す
る新しい非使用価値としての存在価値をそこに見出すことができる。 
歴史的建造物の価値を新に付加するためには、①歴史的建造物の再利用や再
生などによって、劣化した使用価値を補うに足る新しい使用価値を付加する、
②間接的使用価値を評価しなおす、③非使用価値の一定部分を使用価値化する、
④建物の持つ芸術上の創造的価値を見直す、などの方法が指摘されている33。 
以上のように、日本の町家や中国の四合院は、「民物」の歴史的建造物を代表
するものとして、居住機能を基本としながら、人々のあらゆる活動を支える重
要な役割を果たしている。そして、戦後、このような民家の価値が認識される
と同時に、それらの個々の保存のみならず、地区全体の保存制度の導入に関す
る手法の研究、現代社会に即した多様な活用手法の検証などの研究が行われて
いる。 
 
1.2.2 歴史的建造物の保存に関する既往研究 
（1）歴史的建造物の保存手法 
重伝建地区において歴史的建造物の保存手法に関する研究が多く見られる。
例えば、重伝建地区の修景実態に関する研究34・35や、重伝建地区における住環
境整備36、重伝建地区に関する町並み保存の調査研究もある37。 
これらの調査研究は、重伝建地区選定前後における住民へのアンケート調査、
重伝建地区における保存修理事業の変遷と手法の分析、重伝建地区へのアンケ
ート調査による保存計画の枠組みと基準運用の実態調査による研究である。 
近年、修理事業実績と借家を調査した研究には黒川・他（2009）38、海老・
他（2009）39などがある。黒川・他は、保存地区の選定後、保存のための新し
い創意・工夫やファサード・軸組が変化した場合の変化要因を分析し、ファサ
ード・軸組保存の実態そ調査した。 
 
  
                                                  
33 西村幸夫（2004）「都市保全計画」東京大学出版社 P7-P9 
34 牛谷直子・他（2002）「重要伝統的建造物群保存地区における修景実態に関す
る研究」日本建築学会計画系論文集(561) P211-216  
35 岡本勉・他（2003）「地域特性を踏まえた歴史的整備の実態とその検証」日本
建築学会九州支部研究報告 P229-232 
36 公文暁・他（2002）「伝統的建造物群の保存修理事業の実態」日本建築学会計
画系論文集(552) P215-222  
37 西村圭悟・他（2009）「愛媛県内子町における町並保存に関する研究」日本建
築学会九州支部研究報告 P369-372  
38 黒川知沙・増井正哉・加藤直子（2009）「伝統的建造物保存地区における借家
に関する研究 その 2」日本建築学会大会学術講演集 P753-754 
39 海老原芳・他（2009）「伝統的建造物群保存地区における借家に関する研究そ
の 1、その 3」日本建築学会大学学術講演梗概集 P751-752  
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（2）歴史的建造物群の保存評価 
歴史的建造物群の保存評価の必要性、景観の評価、歴史的環境財の評価、と
いった視点で論じた研究がある。例えば、亀井（1992）40、西山・他（1995）41、
久保（2008）42・43などによる研究がある。 
亀井は、歴史的市街地の保存は、単に物的なものを残すということではなく、
歴史的なものを正当に評価し現代的価値観に立ち、過去に学ぶために行われる
べきとしている。また、歴史的環境を形成し維持発展させてきたシステム総体
の把握とその維持再生を図ることが要求されるが、生活の近代化が進行する現
代社会の中ではますます困難になりつつある。この課題を克服するには、「歴
史的環境の保存施策が都市政策、文化政策に位置づけられ、保存再生事業が社
会的に定着することが期待される。伝建地区制度や市町村の独自条例による「保
存地区の保全に関係する多数の推進者、理解者、協力者の存在が、大きな力に
なる」と亀井は主張している。 
西山・他は、白川郷荻町合掌集落を事例として、この合掌集落が保存地区に
選定されてからその地区の景観調査を行っている。 
久保は、保存地区の歴史的環境財の評価研究を行っている。例えば、今井町
を事例に、ヘドニックアプローチによって今井町のようなまちづくりを経済的
価値に評価し、規制による景観形成のプラスの効果がマイナス効果を上回り、
行政により行われた社会資本整備などの効果があったと主張している。 
この他に、権平・他（2010）の調査研究もある44。権平・他は、保存のため
の新しい創意・工夫やファサード・軸組が変化した場合の変化要因について、
修理事業の 32 件の実証分析を行った。ファサードや軸組を保存しながら生活を
向上させるための工夫がみられるが、玄関の前へ入れるガレージの設置や長屋
の分割などの現代の住要求から生じる変化がみられ、ファサードや軸組を保存
するうえで重要であるとした。 
 
（3）歴史的建造物の保存における住民意識調査 
歴史建造物の保存をめぐる住民意識調査について保存地区の選定をめぐる住
民意識の合意形成、住民参加の意識、居住者・店舗経営者の町家維持の継承意
向の意識調査、などがある。 
                                                  
40 亀井信雄（1992）「歴史的市街地の構造と保存の価値に関する研究」東京大学
博士論文 
41 西山徳明・三村浩史（1995）「伝統的建造物群保存地区における景観管理計画
に関する研究」日本建築学会計画系論文集 No.474 P133-141 
42 久保秀幸（2008）「歴史的町並みを活かした町づくりの持続性とその評価につい
て」都市研究 No.8 P121-143 
43 久保秀幸（2008）「歴史的都市のまちづくりの効果について：ヘドニックアプロ
ーチを用いた大阪府富田林の事例」日本都市学会年報(42) P76-83 
44 権平佳織・他（2010）「伝建地区における町家修理と内部空間の変容に関する研
究 その 2」日本建築学会近畿支部研究発表会 P533-536 
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例えば、岡崎・他（1995）45、宮木（1995）46、などの研究がある。 
岡崎・他（1995）は、重伝建地区の選定における合意形成の過程を分析した。
彼は住民組織や行政による普及・啓発、反対運動発生による紛争状態、反対住
民も含めた意見集約の各過程、その後、伝建地区指定に至った橿原市今井町を
事例にしている。この地区は、観光地に特化しておらず、かつ大都市圏都市部
の一般的な市街地として初めての伝建地区の選定事例であり、分析により合意
形成の促進及び阻害要因並びに合意形成の問題点を明らかにした。 
宮木・他（1995）は、岐阜県古川町における景観条例案策定の前段階として、
住民参加と啓発を図るために作成された「景観基本方針」について取り上げ、
その作成過程、影響などを考察した。景観条例案を普及するための PR 冊子とし
て、町内の各戸に配布する方法を紹介した。それまでの委員会での議論では、
公開ではあるものの実際に議論に参加した住民は一部であったため、条例施行
のための普及活動が大変重要であると主張した。景観基本方針の作成にみる古
川の景観保存の基本的な方向を住民に広く知らせ、住民の意識を高めることが
できるかどうかがポイントであるという。また条例案では罰則規定を設けるか
どうかの意見がわかれたが、それも今後の焦点であると指摘した。 
  
1.2.3 歴史的建造物の利活用に関する既往研究 
（1）歴史的建造物の空き家問題に関する既往研究 
重伝建地区における居住環境の実態と空き家の関係、一般市街地の低未利用
家屋の再生方策、空き町家の利活用などの研究がみられる。例えば、岡崎・他
（1998）47、山添・他（2001）48・（2002）49、などの研究がある。 
岡崎・他（1998）は橿原市今井町伝建地区内の長屋を抽出し直し、長屋建物
の特徴と区分変更の進行状況を把握し、景観及び居住環境の実態調査をおこな
った。それによると、景観面については屋根や庇の大幅な修理・修景が必要な
老朽化したものが約 6 割に上り、所有関係については元来借家として建設され
た長屋の持ち家化が進みつつある。また特に住戸では空き家率が高く、放置す
れば棟ごとが空き家化して除却される可能性が高い。多く除却跡地も住宅が建
つことは少ないという問題が明らかになった。住戸統合や増改築も含めた景観
に調和した長屋のモデルプランの提示や、修理・修景の個別相談、改善に伴う
                                                  
45 岡崎篤行・他（1995）「歴史的町並みを活かしたまちづくりにおける合意形成
過程に関する研究」日本都市計画論文集 P337-342 
46 宮木一寛・他（）「飛騨古川における住民参加による景観条例案の策定に関す
る研究」日本建築学会学術講演梗概集 No.263-264 
47 岡崎篤行・他（1998）「橿原市今井町伝建地区における長屋の利用形態と景観
の実態」日本都市計画学会論文集 No.33 P631-636 
48 山添紘司・他（2001）「歴史的まちなみ保存地区における空き家・空き地の実
態と活用その 1・その 2」日本建築学会学術講演梗概集 P849-852 
49 山添紘司・他（2002）「重要伝統的建造物群保存地区における空き家・空き地の
対策の動向と新規建物活用」日本建築学会学術講演梗概集 P485-486 
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家賃上昇に対する補助、借り上げ公的住宅として利用するなど検討を課題とし
て提示した。また、新規長屋の経営が可能な条件についても研究する必要があ
るという結論を導いた。 
山添・他は、（2001）重伝建地区保存地区における空き家・空き地の実態と活
用を調査した。その結果から多くの重伝建地区は、空き家についての問題意識
が存在し、公共の施設としての空き家活用の取り組みが比較的多く行われてい
ると指摘している。 
 
（2）歴史的建造物の再生 
 NPO 法人の活動による歴史的建造物の再生事例研究報告、大規模な調査から
町家再生の意義を明らかにした研究がみられる。 
例えば、大谷（2007）50、宗田（2009）51、米村（2010）52などが挙げられる。 
大谷（2007）は「NPO 法人京町家再生研究会」の京都における町家再生の活
動実績を総括して、再生町家の内容と活動手法の両面における現代的意義を分
析しその現代的意義を根拠に現代の都市住居の在り方を考察した。その中で、
京都において町家再生に関する総合的取り組みを続け、その成果を蓄積してき
た市民活動組織、NPO 法人京町家再生研究会と、京町家再生研究会を中心とし
た四つの会の連携組織である京町家ネットの活動実績を総括し、その成果を検
証と分析した。町家再生の活動とその理念及びその仕組みは、町家が有する現
代的意義であると指摘している。 
宗田（2009）は、京町家の現状調査を行い、その再生の論理を論じた。それ
によれば、京都市と財団法人「京都市景観まちづくりセンター」は、京都市の
都心 4 行政区（中京区、下京区、東山区、上京区）で「町家」の軒数調査、住
民への質問紙とヒアリングによる調査を行っていた。1998 年の調査では、京都
市内に「町家」が約 2 万 8 千軒あったが53。2003 年調査では 2 万 5 千軒になっ
ており、その 5 年間約 10％減ったと推定されている。2 万 5 千軒の多くが文化
財に未指定の町家、長屋であり、国と市の文化財に指定され、登録された京町
家の件数は 15 軒に過ぎないという54。 
米村（2010）は、2006 年地区内の有志により設立された NPO 今井まちなみ
再生ネットワークの活動や取り組みを報告している。特に空き家・空き地の利
活用の調査や、奈良県内の町家の空き家を連携するネットを強化するための体
制などの最新の動きをレポートしたものである。この NPO 法人は、今井町の周
                                                  
50 大谷孝彦（2007）『町家再生の現代的意義・NPO 法人京町家再生研究会の活動
実績の検証』住宅総合研究財団研究論文集 No.34 
51 宗田好史（2009）『町家再生の論理』学術出版社 
52 米村博昭（2010）『今井町における NPO 今井まちなみ再生ネットワークの取
り組み』住宅 No.10 
53 京都市都市計画局（2004）『京町家まちづくり調査の調査結果について』
http://www.city.kyoto.jp/tokei/todu/kohos/20040709-01.pdf2010 年 07 月 25 日閲覧 
54 国の重要文化財に指定された 2 件、京都市指定の 10 件、京都市登録の 3 件 
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囲地区や他の歴史的地区と共棲しながら、奈良県内の歴史的町並みのネットワ
ークの構築を目指して活動している。 
 
（3）歴史的建造物の利活用に関する既往研究 
歴史的建造物の利活用について、歴史的建造物のストック研究、京都の木造
建物の研究、NPO 法人の取り組みによって再生事例研究などがある。 
例えば、尹（1993）55、橋本（2002）56、久保（2009）57、吉川・他（2009）58
の研究が挙げられる。 
尹（1993）は、歴史的都心の“URBAN FABRICS”を実現してきた伝統的都
市住宅とその町並みを、現代の都心化計画において、どのように維持し更新す
べきか、ソウル市と北京市及び、京都市を対象として行った一連の調査分析と
提案をまとめている。まず、京町家の活用経営主体の事例分析を行った。京町
家が伝統産業等の事業所にとってどのような意義があるのか、活用状況から将
来の可能性があるか、そして、私設文化ホールとしての活用している事例を分
析した。また、伝統的町家、町並みを保存及び継承していくための現行都市計
画制度の問題点、京都流の形態規制、独自のまちづくり協定、木の建築文化を
活かせる地域防火規制、及び関連税制について、設計、行政、建築技術の専門
家の意見を求めて考察している。このような各課題における自治体行政の在り
方にも言及した。 
橋本（2002）は京都都心部の町家群を事例として、減少しつつある伝統的木
造建物の持続的な保全・再生方策及び計画手法に関する研究を行った。居住・
事業での建物利用需要の喚起、居住者への経済的・技術的支援に加えて、伝統
構法の特性・意匠を踏まえた構造・技術の開発、人的ネットワーク形成による
維持管理システムの再構築、地区・町内単位で計画を行うマイクロプランニン
グ手法からなる総合的方策及び計画手法が必要であることを指摘している。 
久保（2009）は、歴史的町内の保存について、従来の文化的、歴史的な観点
から考えるだけではなく、地域の観光や町おこしの資源として利活用する動き
がみられるようになったという。住民が楽しんで受け入れられる観光や、観光
客のためには、住民が犠牲にならない観光、住民が誇れる町＝観光客が訪れた
い町、町の歴史、文化・生活を感じる観光、よそもの・ばかもの・わかもの・
女性への取り組みなどが必要だと結論づけている。  
吉川・他は、滋賀の近江八幡の空き町家を利用し宿泊施設とする利用ニーズ
を調査した。空き町家を体験宿泊施設として活用し、参加者による評価及び実
                                                  
55 尹孝鎮（1993）「伝統的都市住宅・街区ストックの維持と更新方策に関する研
究」京都大学博士論文 
56 橋本清勇（2002）「伝統的木造建物の保全・再生方策と計画手法に関する研究・
京都都心部の「町家」群を事例として」京都大学博士論文 
57 久保淳史（2009）「今井町観光客アンケート調査から」松山大学修士論文 
58 吉川泰代・他（2009）「空き町家の体験宿泊施設としての利活用へ向けたニー
ズの把握に関する研究」日本建築学会近畿支部研究報告集 P577-580 
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施過程を考察した結果から、空き町家の体験宿泊施設としての利活用に向けた
ニーズの把握が必要であると指摘している。 
この他、白木・他（2007）は、北海道の地方都市における歴史的建造物の保
存再生を軸としたまちづくりに関する研究を行っている59。 
 
1.2.4 既往研究のまとめ  
以上の既往研究を踏まえて、歴史的建造物としての民家の保存制度とその実
態に関する既往研究からみられる研究動向をまとめる。日本建築学会、日本都
市計画学会で発表された論文及び博士・修士論文をもとに分類し、それを表 1-3
で示す。なお、本論文は歴史的建造物の利活用と関連する既往研究を中心に整
理するため、研究対象以外の建築空間構成や都市形成史については言及しない。
また、1992 年以前においては、利活用に関する研究は見られなかったため、1992
年以降の先行研究を主に整理することにした。表 1-3 から次の点が指摘できる。 
1）建築意匠・地区特性の調査等を通じて、建築歴史学における空間構成や民族
学的視点による研究資料の蓄積がなされている。 
例えば日本の町家に対する建築史、民族史、歴史形成、空間構成、その後の
保存地区の指定などの調査研究によって、その歴史的建造物としての特徴が明
らかにされている。奈良県今井町の町家、金沢の町家、京都市の町家（京町家）、
滋賀県近江八幡の歴史的建造物、愛媛県内子町の町家、福岡県八女福島の町家、
などの町家に関する既往研究が挙げられる。 
2）歴史的建造物の単体調査から町並みの全体調査まで、地区の民俗・祭礼研究
調査、行政と住民組織の関係、など、様々な視点を持って一つの地区において連続
的な調査研究がみられる。そして、1990 年から 2010 年掛けては、①まちづくり
と地域の伝統イベントに関する研究文献、②町家再生における NPO 法人の活動
実績と活動手法からみた都市住宅のあり方に関する研究文献、③空き町家の管
理と保存・活用についての検討とそのあり方を考察した文献が多い。 
3）町並みと景観に関する調査研究に基づき、都市形成史の視点から各自の建築
空間形成が明らかにされている。特に町家研究では今井町と富田林の比較、四合院
研究では西安と京都の事例研究、空き家の利活用研究、などの事例から保存制度と
利活用の比較研究がみられる。 
また、多くの日本人研究者がアジアの各地に出かけて、歴史的建造物に関す
る現地調査を行った実績がある。例えば、中国西安四合院住宅に関する研究調
査は大西が代表として推進してきた。韓城市党家村四合院住宅については青木
がリードして研究調査を促進した。また、筑波大学と清華大学が 10 年間合同調
査で北京の四合院に関する研究を行っている。こうして、多くの民家研究者が
生まれ、四合院住宅文化も日本の研究者に浸透し始めたが、これらは日中間の
協力研究から得られた一番の成果である。 
                                                  
59 白木里恵子・他（2007）『北海道の地方都市における歴史的建造物の転用実態
に関する研究』北海道工業大学研究紀要 No.35 
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こうした調査研究により再発見された悠久の歴史と多様性を持つアジアの建
築風土をどのように捉えればよいか、そこにどのような可能性と問題や課題が
あるのかについて、学会の年度大会でしばしば議論されている60・61。同様に、
日本都市計画学会発行の月刊誌では交流・連携時代の越境地域政策の必要性も
議論されている62・63。 
 
  
                                                  
60 日本建築学会大会・中国（1999）「アジアの歴史的都市・住宅研究にどう取り
組みか」特別研究部門研究懇親会 
61 日本建築学会大会関東（2011）「アジアの建築風土と日本の貢献」パネル討論 
62 日本都市計画学会（2011）「東アジア交流・連携時代の越境地域政策」都市計
画 No290 
63 国際的情報の収集・発信、他国学会との国際交流、学会員の国際的活動支援、
などを担当する常設委員会である 
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表 1-3 歴史的建造物に対する既往研究の分類 
 
 
1992
歴史的市街地の構造と保存の
評価に関する研究・今井町を事
例として
（亀井信雄）
1993
・中国における都市の祭祀集会
空間に関する研究・旧西安城を
事例として
（段煉孺）
町家居住者・営業者の
町家維持と継承意向
（尹孝鎮）
・伝統都市住宅・街区ストックの維持と更新
方策
（尹 孝鎮）
・地域開発における伝統的環境の活用と保
全
（新尾重彦）
1994
韓城地区の集落及び住宅の特
徴
（青木正夫）
西安・四合院住宅地区
の空間と町並み景観
の変化
（大西国太郎）
1995
四合院住宅の上房及び門房の
平面構成と住まい方の特徴
（周南・青木正夫・他）
・中国西安市歴史地域
にみる街並み景観の
変化に関する研究
（大西国太郎）
・白川郷・集落景観の
変容と維持
（西川徳明）
飛騨古川·住民参加に
よる景観条例策定
（川端章義）
・歴史的市街地の保存・誘導におけ
る地域制の不適合と課題
・白川郷・集落景観管理計画
・重要伝統的建造物群保存地区にお
ける住環境整備に関する研究ーアン
ケート調査の結果より
（簑田/他）
1996
・非日常生活から見た四合院の
空間使用
（平尾和洋・白林・他）
・中国伝統住宅における空間構
成及び生活との対応に関する
研究・西安四合院を事例として
（久保妙子・大西国太郎・他）
歴史的町並みを活かし
たまちづくりにおける合
意形成過程に関する事
例研究・今井町を事例と
して
（岡崎篤行・原科幸彦）
1997
中国西安市における四合院民
居及び集合住宅の屋外空間に
関する比較研究
（久保妙子・大西国太郎・他
中国における歴史的環境保全のため
の歴史文化名城保存制度
(葉華）
・歴史的建造物の保存と都市開発に関する
研究
（土井一秀）
・道内歴史的建造物の資料館施設への保
存活用に関する研究
（山下昌彦）
1998
橿原市今井町における長屋の
利用形態と景観の実態（佐野/
他・）
1999
阪神・淡路大震災における歴史
的建造物の保存・縦替えに関す
る研究
中国における「非一明両暗」型
四合院に関する研究
（周南・青木正夫・他）
・富田林寺内町地区町内保存事業
（富田林寺教育総務部文化財）
・歴史的建造物等の保存制度の動向
と歴史を活かしたまちづくりについて
 (苅谷勇雅）
2000
北海道における歴史的建造物保存事
業と行政の施策について
（中村友紀）
・横浜・歴史的建造物の再生手法（中田 悟
, 矢野 和之 , 大瀧 絵里 , 勝又 英明）
2001
「一明両暗型」四合院の平面構
成の特徴と住まい方について
（周南）
・京都都心分における町家分割利用の空間
的特徴に関する研究・事業所として活用さ
れている町家の利用実態を通じて
（橋本清勇）
・歴史的まちなみ保存地区における空き
家・空き地の実態と活用・その1・2
（棚田治久・山添絋司・他）
2002 北京四合院住区の現状と再生（上北恭介）
伝統的建造物保存地区
における居住実態と居
住者意識
重要伝統的建造物群保存地区にお
ける集景実態に関する研究
（牛谷直子・明智圭子・他）
ハルピン旧市街地
再整備における行
政の役割
(呉禾）
・伝統的建造物群保存地区における民家再
生の移築・再利用に関する設計指針
(友田博通）
・京都・伝統的木造建物の保存・再生方策・
計画手法
（橋本清勇）
・京都市における町家活用型店舗の特徴と
持続可能性
(小伊藤亞希子）
年　題目 建築意匠・地区特性の調査 町並みと景観の関係 住民参加・合意形成・意識調査
民間・行政組織の
役割 利用・利活用の手法保存・整備制度手法
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表 1-3(続き) 歴史的建造物に対する既往研究の分類 
 
 
 
2003
歴史的建造物点在地区におけ
る町並み整備の方向性に関す
る研究ー大阪市平野郷地区を
事例としてー
（松木昭・中村仁）
・橿原市今井町重要伝統建造物保存
地区の整備事業
（杉本佳史）
・中国の歴史文化名城の類型化と保
存課題
(鳴海邦碩）
山東省煙台市・歴史的建造物の保護
制度に関する研究
（林宜徳/他・）
伝統的建造物群保存地区における民家再
生公共建築に関する設計技法
（大沼正寛）
2004
重要伝統的建造物保
存地区における現状
変更に伴う景観変容に
関する研究
（牛谷直子・増井正哉・
他）
·郡上八幡の「大正町
公園おおきにまつり」の
実践·住民参加による
持続的まちづくりの手法
に関する研究
（今田太一郎）
·長野奈良井·歴史的
景観の変容
（大島規江）
2005
北京豊盛地区・四合院住宅の
共同居住の状況
（謝璞）
西安市における四合院
民居地区の保全再生に
関する研究居住者の意
向調査による新四合院
住宅のコンセプトの検証
(久保妙子）
五箇山相倉集落における茅葺屋根維
持システムに関する研究
（和田尚子・鈴木雅和・他）
・京都・木造民家の借家活用の可能性
（大内裕子）
・地方都市中心市街地における空き家の活
用意向と借家再生の可能性
（中園真人）
・改修を前提した長期借家契約方式と改修
計画策定手順の提案
（中園真人）
2006
・関東地方・1都9県における古民家の転用
（田中悟）
・福山市・鞆町低未利用家屋の継続要因と
再生方策
（リムボン）
2007
伝統的建造物群保存
地区における集落景
観と居住形態の変容
に関する研究ー福島
県下郷町大内宿を事
例としてー
（呉天虹・安藤邦廣・
他）
地方都市中心市街地に
おける空き家の活用意
向と借家再生の可能性
（村上和司）
北京・歴史的町並み保存事業におい
て日本的補助制度を導入する可能性
（路方芳）
京都・町家再生の
現代意義・NPO法
人の活動実績の検
証
（大谷孝彦）
・北海道地方都市における歴史的建造物の
転用実態に関する研究
（白木里恵子・林梢子・他）
・橿原今井町における観光まちづくりの研究
まちなみ保存型ツーリズムを中心に
（青木美季・藤田忍）
2008
伝統的建造物群保存地区の建
蔽率と容積率に関する研究
（メンドサ島田 オルガ恵子）
京都市における町家の
外観的特徴を考察した
景観整備方策に関する
研究
（久保）
徳島県脇町における伝建地区選定後
の地域変容に関する考察
（中林/他・）
・歴史的町並みを生かしたまちづくり
の持続性とその価値・今井町を事例
として
（久保秀幸）
空き家バングを議
論するためのシミュ
レーション手法の
開発・富山八尾
町·町づくり支援
活動
（パンノイ・ナッタポ
ン・江口久美・他）
・茨城・筑西下館地区歴史的建造物の利用
とその課題
（丸山美沙子）
・京都・町家活用型店舗の特徴・持続可能
性
（小伊藤亞希子）
2009
西安旧城・回族居住地区の住
居類型とその変容に関する考
察
（川井操・山根周・他）
愛媛県内子町におけ
る町並み保全に関する
研究ー伝建保存整備
事業の検証について
（西村圭悟・長野真理
子・他）
今井町観光客アンケート
調査から
（久保淳司）
重要伝統的建造物群保存地区制度
の評価・今井町を事例として
（久保秀幸）
歴史的町並みを生
かしたまちづくりに
おける市民活動の
多様な取り組みと
地方自治体の役
割·奈良町と今井
町に学ぶ
（川上光彦）
・空き町家の体験施設としての利活用への
ニーズの把握
(吉川泰代）
・関東地方を中心とした1都9県における古
民家の公共的活用に関する研究
（中田悟）
・重要伝統的建造物保存地区における空家
利活用方策に関する研究
・集落観光党家村を事例として
(周星）
2010
・伝統的建造物群保存地区に
おける借家に関する研究・空家
の現状
（海老原芳・他）
・郡上八幡における町家と町屋
敷の変遷について
（三浦卓也）
・広東台山・梅家大院（歴史的
建造物群）の形成過程とその現
状及び今後の保存の在り方
（菅野 博貢）
愛媛県内子町におけ
る町並み保全に関する
研究ー既往計画にみ
る景観目標と保存整備
事業について
（西村圭悟・長野真理
子・他）
伝統的建造物群保存地
区における借家に関す
る研究・借家所有者の
意向
（海老原芳・他）
伝統的建造物群保存地区における借
家に関する研究・修理実績
（海老原芳）
今井町・保存地区
におけるNPO法人
の取り組み
（米村博昭）
・大阪・観光交流の仕組みの可能性と意義
（菊池達夫）
・伝統的建造物地区におけるイベント型観
光の可能性・今井町を事例として
(根田克彦）
歴史的市街地における空家の管理と保存・
活用に関する研究
（藤平/他）
北海道地方都市における歴史的建造物の
転用に向けた活用実態に関する研究
（白木里惠子・久保勝裕）
2011
洛陽四合院の空間構成
(宗迅・福川 裕一）
西安伝統的四合院住宅の保全
と整備
（曹婷）
歴史的環境保全地区に
おける住民活動の機能
評価に関する研究·今
井町を事例として
（亀井由紀子）
2012
洛陽四合院住宅の居住の変容
と現状
（宗迅・福川 裕一）
東京神楽坂花道·景
観変容と計画的課題
（松井大輔・窪田亜矢）
・郡上八幡におけるまちづくりと郡上おどり
についての調査研究
（石田藤美）
・海外の伝統的住居を扱った市販絵本を活
用した家庭科での重教育の試み
（薬袋奈美子）
年　題目 建築意匠・地区特性の調査 町並みと景観の関係 住民参加・合意形成・意識調査
民間・行政組織の
役割 利用・利活用の手法保存・整備制度手法
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1.3 研究の視点と方法及び論文の構成 
1.3.1 研究の視点と方法 
1）研究の視点 
歴史的建造物に対する既往研究については、建築意匠・地区特性、町並みと
景観の関係、住民参加と合意形成、保存制度、民間・行政の役割、などが議論
されている。また、重伝建地区に関する既往調査研究については、修景手法、
保存評価、住民意識、空き家の問題、などが議論されている。さらに、近代の
都心化計画において、ストック研究、京都の町家の再生、町家群の持続的な保
存再生方策及び計画手法、なども議論されるようになっている。 
ここでは、前項で述べた既往研究を基に、本論文で用いる「歴史的建造物」「歴
史的建造物の利活用手法」という基本的視点を設定しておく。 
①歴史的建造物の位置づけ 
歴史的建造物に関する既往研究を整理した節では、日本と中国民家の研究歴
史、日本の町家の分布、中国の四合院の歴史と分布に関する概要を述べてみた。
本論文で取り上げるのは、重伝建地区の「民物」の中の民家であり、文化財と
しての総合的価値を持つ建造物を指す。 
②歴史的建造物の利活用手法 
大谷による「NPO 法人京町家再生研究会」の京都における町家再生の事例、
米村による「NPO 法人今井まちなみ再生ネットワーク」の町家の空き家におけ
る利活用の事例、などの報告があるが、しかし、重伝建地区にある歴史的建造
物の利活用手法についての研究が不十分であり、ソフト面の利活用手法に関す
る研究も少ない。 
本論文は、重伝建地区今井町を取り上げ、その歴史的建造物の利活用を、ハ
ート面とソフト面に分けてその利活用手法の研究を行うことにした。 
今井町は江戸時代に形成された町であり、開発と保存の選択の議論から保存
制度の導入をめぐって住民の反対、そして合意形成までの様々の過程を経て現
在の町並みが維持されてきた。江戸時代の今井町は、商業の町として栄えつつ
居住空間として使われてきた。しかし、その後の時代の変化に伴い、このよう
な町家に施行された保存制度はどのような影響を与えているのか、今後、町家
のような歴史的建造物をどのように利活用していくべきか、あるいはその町家
の利活用手法をどう議論すればいいか、という問いがある、 
ここでは、次のような 4 つの研究課題を設定した。 
1）歴史的建造物の保存に関する法制度の展開を時系列的に描きだし、それら
の歴史的建造物の利活用の動きとその利活用における影響を提示する 
2）今井町の町家に関する保存制度の策定前後の動向を明らかにする 
3）今井町の「空き町家」に対する取り組みと利活用の実態及びにその課題を
明らかにする 
4）今井町の町家の利活用手法とその課題を明らかにする 
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2）研究の方法 
本論文は奈良県橿原市今井町を事例として、重伝建地区の選定前後の整備体
制と町家の利活用の実証分析を通じて歴史的建造物における利活用手法を明ら
かにする。そのために次の手順に従って研究を進めた。 
1）日本と中国の歴史的建造物群における法制度の策定背景と現状を時系
列で整理し、制度が歴史的建造物の利活用に与える影響を考察することによ
って、歴史的建造物の利活用手法の重要性を明らかにする。 
2）日本の事例として今井町における重伝建地区制度をめぐる行政、住民、
建築業者などの関係分析を通じ、重伝建地区選定後の動向を考察する。 
3）今井町における空き町家の空き現状、解決策に向けての取り組み、空
き町家の利活用事例の分析から、空き町家と町家の利活用手法を考察する。 
4）今井町の町家の利活用に対する住民意識調査を行い、住民意向が今後
の町家の利活用手法にどのような影響を与えるかを考察する。 
5）今井町における町家の利活用の 3 つの調査分析を通じ、今後の歴史的
建造物の利活用手法について考察する。 
なお、本研究が依拠する日本の歴史的建造物に関する資料は、2009 年 4 月か
ら 2014 年 2 月（現在）までの文献調査と各地への短期訪問を通して、周辺地域
についての知識を得ながら調査地の選定を進めた。2011 年 10 月調査地を今井
町に絞り込み、本格的なフィールドワークを開始した。2011 年 12 月大学 OB
との出会いにより、現地で住み込みが可能となり、集中的な調査が実施できた。
また、調査地の住民へのインタビューを度々行いながら、イベント行事参加な
どの参与観察を行った。得られた資料は基礎資料として幅広く活用した。 
中国の歴史的建造物に関する資料は、筆者の修士論文64を基に、2011 年 9 月、
2012 年 9 月、2013 年 9 月の現地調査によって得られたものである。 
このように、現地に入り込むことで、歴史的建造物の利活用の議論を支える
各基礎資料を収集することができ、さらには年中行事をはじめとする現場を知
ることができ、新たな発見が得られた。 
  
                                                  
64 魏小娥（2011）「西安四合院の空間利活用に関する研究」関西学院大学総合政
策研究科 修士論文 
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1.3.2 本論文の構成 
本論文は 9 章によって構成される。 
第 1 章では、本研究の研究背景と目的を述べ、次に既往研究のレビューを通
じて本研究の視点と研究方法及び論文の構成を示す。 
第 2 章では、歴史的建造物における保存と利活用の現状を概説し、これらに
関する制度がどのように展開してきたか、また制度が歴史的建造物の利活用に
与えられる影響を日本と中国の事例から考察を行う。 
第 3 章では、今井町の形成と変遷、重伝建地区の選定をめぐる調査の経緯、
選定後の動向などの内容を整理し、その後の保存整備事業と保存整備の成果及
び問題点を考察する。 
第 4 章では、今井町における町家の利活用を空き町家と町家の利活用に分け
て、それぞれの利活用の現状に関する住民の意向についてアンケート調査を行
い、その結果に基づき、町家の利活用に対する住民意識の分析を行い、今後の
町家の利活用手法と住民意向との関係性を考察する。 
第 5 章では、今井町の空き町家の実態、空き町家に対する取り組みと、空き
町家の活用手法のそれぞれについて、最新の動向を紹介しつつ、今後の課題を
考察する。 
第 6 章では、今井小学校において実施された町家・町並み教育に関する総合
的学習についての調査を行い、その教育効果を評価し、今後の町並み教育の場
としての利活用の課題を検証する。 
 第 7 章では、今井町の歴史的建造物の特色を利用し、開催する各種のイベン
トの現状を分析し、各地域のイベントの位置づけを明らかにするとともに、そ
の問題点と課題を検証する。 
第 8 章では、今井町の施設を対象にその利用実態を調査し、各施設の利用事
例を把握するとともに、施設ごとの交流の内容、対象、時期、などを調査し、
交流の場として施設を利活用する可能性を検証する。 
第 9 章では、以上の各章を総括すると同時に、今後重伝建地区において歴史
的建造物の利活用を効果的に展開していくためには、利用者、NPO、行政など
によるが、それぞれの地区の特性に応じた利活用手法の再確認が必要であると
いうことを結論として結ぶ。 
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なお、9 章から構成される本論文を図 1-2 に示す。 
 
 
 
はじめに 
研究背景と目的 
 
 
 
                  歴史的建造物の保存制度の現状と課題
及び利活用の動き 
 
                 
 
 
 
今井町の保存制度の導入前後の動向 
 今井町における空き町家の現状と 
利活用に関する課題 
 
 
                      
 
今井町における町家の利活用の 
事例調査分析・考察 
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第二章 歴史的建造物群の現状における保存政策と利活用 
2.1 はじめに 
2.1.1 本章の背景と目的 
1960 年代イタリアのボローニャでは、歴史的建造物の保存と利用を公的資金
によって実現していた。庶民層のエリア・都市住宅空間を尊重しながら、近代
的材料の鉄骨や中空煉瓦を用いて、住まいとしての快適さを向上させる手法を
採用するものであった。それらは、町並み景観と空間の形式が継承されると同
時に、コミュニティが蘇った点が高く評価されており、西欧におけるファサー
ド保存が普及していた代表的な事例となっている65。 
日本では 1970 年代に入り、面的な保存制度を創設し、現状変更許可制度と国
庫補助を受けて市町村が行う修理・修景事業がスタートした。歴史的建造物の
保存と利活用の現状ではその成果がみられる66。また、ボローニャ事例からの学
び、歴史的地区における町家の本格的改修、リノベーションに相通ずる点がみ
られる67。最近、面的な制度を活かしたまちづくりが定着しつつあり、歴史的建
造物で構成した町並みを観光資源として地域再生に取り込んでいる地域もみら
れる68。 
一方、中国では、1990 年代に都市部の歴史的建造物の面的保存ができた事例
もあれば、その歴史的建造物を取り壊してしまう事例も出ている69。山村地域に
おける歴史的建造物の保存条例は 2008 年７月より実施されたが、保存基準の未
作成、居住者の無関心、などの問題があると指摘される70と同時に、古村落を観
光資源として利用する傾向も指摘されている71。 
こうした状況の中で、日本では 1980 年代から 1990 年代を中心に歴史的建造
物の保存に関する保存整備手法・保存の評価などの研究が蓄積されつつある72・
73・74・75。中国では 1990 年代後半から歴史的建造物の保存政策、保存の評価な
                                                  
65 扇谷純（19921024）「歴史都市ボローニャ/伝統を敬う心が町並み守る」朝日
新聞・京都版夕刊 
66 苅谷勇雅（2008）「文化財建造物 保存と活用の新展開」政策科学 15-3、P57-76 
67 陣内秀信（2013）「西欧の町並み保存と日本」文化財月刊 P9-11 
68 大森洋子・他（2000）「歴史的町並みを観光資源とする地域におけるまちづく
りに関する研究―筑後吉井の町並み保存事業を事例として」都市計画・別冊、
都市計画論文集、P811-816 
69 大西国太郎・朱自煊（2001）『中国の歴史都市・これからの景観保存と町並み
の再生へ』鹿島出版社 西安徳福巷プロジェクト」P214－225 安徽省の民家再
生プロジェクト P272-295 
70 孫安軍（2010）「＜歴史的文化名城名鎮名村保護条例＞実施的研究」中国名城 
P4-7 
71 周星（2011）「古村落の観光資源化・陝西省韓城市党家村を事例として」中国
21・34、243-264 
72 宮澤智士（1985）「重要伝統的建造物群保存地区の選定」月刊文化財 NO.262 
P10-20 
73 八木雅夫・他（1985）「杵築市伝統的文化都市環境の保全と整備に関する考察・
その 3 保存修景計画」日本建築学会大会学術講演梗概集 P1643-1644 
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どの研究がみられる76・77・78・79・80。また、日本の歴史的建造物における空き
家の利活用81、82、83イベント利用84などの研究も蓄積しつつあるが、中国では、
歴史的建造物の利活用に関する研究は観光利用以外のものはみられない85。 
そこで、日本と中国の歴史的建造物の保存制度を分析することを通して、そ
の法制度が歴史的建造物の利活用に与える影響を考察してみる。具体的には歴
史的建造物における保存制度とその利用実態及びその後の展開過程を概説した
うえで、それぞれの歴史的建造物の現状を把握することによって、問題点を明
らかにし今後の研究課題を提示する。 
 
  
                                                                                                                                             
74 亀井伸雄（1992）「歴史的市街地の構造と保存の評価に関する研究」東京大学
博士論文 
75 西山徳明・他（1995）「伝統的建造物群保存地区選定後の集落景観の変容と維
持に関する研究―白川村荻町合掌集落を事例として」日本建築学会計画系論文
集 No. P151-160 
76 王景慧（1996）「歴史文化名城的保護内容及方法」城市規划 P15-17 
77 葉華・他（1997）「中国における歴史的環境保全のための歴史文化名城保護制
度に関する研究―名城保護制度の枠組みの整備過程の特徴と課題」日本建築学
会計画系論文 No.494 P195-203 
78 阮仪三・他（1999）「历史文化名城保护理论与规划」同济大学 
79 赵勇（2005）「中国歴史文化名鎮名村保護評価及预警研究」南京大学博士論文 
80 冯旭・他（2013）「中国における歴史文化名鎮名村保護制度の展開とモデル計
画事例に関する考察・1980 年以降の「面」的保護に着目して」日本建築学会計
画系論文集 No.684,P373-382 
81 中山徹・他（1986）「都市空間のストックの再生についての研究―函館・札幌
の歴史的建造物の活用事例を通して」日本建築学会北海道支部研究報告集 No.59 
P173-176 
82 白木里恵子・他（2008）「歴史的建造物の転用とまちづくりへの波及に関する
研究―北海道における 10 事例を対象として」日本建築学会計画系論文 No.625 
P601-609 
83 竹鼻紫・他（2010）「伝建地区とその周辺における空き家実態とその利活用可
能性に関する研究―函館市西部地区を対象として」日本都市計画学会 都市計
画論文集 No.45-3 P25-30 
84 碓田智子・他（2007）「歴史的ストックを活用した観光イベント型伝統行事に
関する調査研究・岡山県倉敷と新潟県村上の屏風祭と雛祭について」日本建築
学会大会学術講演梗概集 P1353-1354 
85 宗暁蓮（2002）「旅行開発と文化変遷」中央民族大学博士学位論文 
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2.1.2 本章の構成 
 本章は 5 節によって構成される。第 1 節において（本節）研究の背景と目的
を説明する。第 2 節と第 3 節では、日本と中国の歴史的建造物の保存制度の概
況を整理し、歴史的建造物群の事例からその現状と問題点及び課題を明らかに
する。第 4 節では世界遺産としての歴史的建造物群の保存法制度について日本
と中国の事例を紹介する。第 5 節では日本と中国の事例からみた歴史的建造物
の利活用への影響について論点を提示する。 
 
2.2 日本における歴史的建造物群の保存制度と利活用の動向 
2.2.1 日本の歴史的建造物の保存制度と社会の動き 
本節では、日本の歴史的建造物の保存をめぐる法制度と社会の動きの概況を整理
しておく。 
日本は戦後の社会的混乱による文化財の荒廃と法隆寺の失火を契機に 1950 年に
文化財保護法が制定された。1950 年代後半から 1960 年代後半にかけて、急速な経
済発展と都市への人口集中を背景に、日本全国各地で宅地開発が急増し、環境や景
観の観点から様々な問題が浮上した。1966 年古都における歴史的風土の保存に関す
る特別措置法（以下「古都保存法」と略す）が施行された86。その後、歴史的集落・
町並みの保存を目的として 1954 年と 1968 年に文化財保護法が改正・整備され、
1975 年文化財保護法及び都市計画法に基づく「伝統的建造物群保存地区（以下
伝建地区と略す）制度」が設立された87。また、国は市町村からの申し出を受け
て、伝建地区の区域全部又は一部で「わが国にとってその価値が特に高いものを重
要伝統的建造物群保存地区88」（以下「重伝建地区」という）として選定できる。重
伝建地区は周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物群
で価値の高いものを対象とする。 
さらに、1996 年に文化財保護法が大改正され登録文化財制度が導入された。この
制度では、これまで指定の対象とならなかった多くの歴史的建造物を保存する為の
法制度が用意された。文化財の指定・選定対象については、重要なものを重点的に
厳選して所有者に強い制約を課しながら、貴重な国民の文化財を守ることをねらい
として各時代または類型の典型であるとの評価が定まっているものなどを対象とす
る。その中で、登録文化財は建築後 50 年を経過した文化財として比較的新しいも
のまでを含み、しかも建築物のほかダムや橋梁、港湾施設などの土木構造物その他
の工作物を対象とする。 
他方、こうした状況の中で、民間組織による活動も次第に活発化するようになっ
てきた。例えば、1974 年に結成した町並み保存連盟（当初は長野県南木曾町妻籠、
名古屋市有松、奈良県橿原市今井町の 3 地域が結成した民間団体で、現在は特定非
営利活動法人全国町並み保存連盟と改称した）が挙げられる。各地の町並みにおけ
                                                  
86 平田富士男（2004）「歴史的資産としての緑の保全と活用―古都保存法の理念
と意義」新都市 Vol.58,No.9 P21-28 
87 文化財保護法第 9 章第 43 条伝統的建造物群保存地区の決定及びその保護 
88 文化財保護法第 9 章第 44 条重要伝統的建造物群保存地区の選定 
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る保存運動団体が相互の情報交換を行うため、1978 年から毎年全国町並みゼミが開
催されている89。また、2005 年町家の評価や活用を図った事例の報告や課題等につ
いて話し合いと相互の交流をを目的として、全国町家再生交流会が京都市で開催さ
れた90。さらに、2006 年度より NPO 等による文化財建造物活用モデル事業が始ま
り、NPO 等が提案する文化財建造物の活用が促進されてきた91。 
以上歴史的建造物の保存に関わる法制度と社会の動きを簡単に概況したが。
それらの成果として、2014 年 5 月現在、歴史的建造物を重要文化財として指定
した件数は国宝 218 件、重要文化財 2412 件、重伝建地区は 106 地区、登録有
形文化財は 9643 件となっている92。 
 
2.2.2「重要伝統的建造物群保存地区」選定に関する現状 
本節は 1975 年に制定された重伝建地区の選定の流れ、選定の推移、現況、な
どの内容を通じて重伝建地区制度の現状を整理しておく。 
重伝建地区の選定を行う際、保存対策調査事業には二つの事業があげられる。
一つは、伝建地区としての選定をうけるための保存調査、保存条例の制定、保
存審議会の設定を行う事業。もう一つは、重伝建地区としての選定を受けた後、
地区防災計画策定調査を行う事業である。その選定の流れを図 2-1 で示す93。 
1976 年 9 月に長野県南木會町妻籠等 7 地区が初めて保存地区として選定され
て以来、2013 年 12 月現在 106 地区が重伝建地区に選定されている94。全国伝
統的建造物地区協議会はそれを北海道・東北、関東・甲信越、中部・北陸、近
畿、中国・四国、九州・沖縄の 6 つブロックに分けて区分する。その区分を図
2-2 で示す95。 
また、各年度の選定件数の推移を図 2-3 で示す。図 2-3 の推移でみたように、
当初の 5 年間は 15 件の選定ができたが、続く 10 年間は 14 地区と、平均すれば
毎年 1 から 2 地区の選定となっている。選定件数が 0 地区だった年もみられる。
その後は、5 年毎に 10 地区以上の選定がみられた。さらに、一つの県で 3 箇所
もしくは 4 箇所が保存地区に選定されたこともある。2012 年は 9 地区が選定さ
れて、過去最多の選定数を記録した。 
 
                                                  
89 第 35 回全国町並みゼミ資料（2012）福岡大会 
90 第 4 回全国町家再生交流会（2011）今井町 
91 文化庁 http://www.bunka.go.jp/bunkazai/hozon/npo_kanrijigyo.html（2014.06 ア
クセス） 
92 文化庁 http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shoukai/shitei.html（2014.06 アクセス） 
93 文化庁 http://www.bunka.go.jp/bunkazai/pamphlet/pdf/pamphlet_ja_05.pdf 
（2014.05 アクセス） 
94 文化庁重伝建地区の現状：http://www.bunka.go.jp/ （2013 年 12 月アクセス） 
95 全国伝統的建造物群保存地区協議会ホームページ http://www.denken.gr.jp// 
（2014 年 5 月アクセス） 
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図 2-1 選定の流れ（文化庁のホームページを参照し筆者作成） 
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図 2-2 重伝建地区のブロック区分 
（全国伝統的建造物群保存地区協議会ホームページを引用） 
1 
2
3 
4
5 
地区ブロック 
1 北海道・東北  4 近畿 
2 関東・甲信越  5 中国・四国 
3 中部・北陸   6 九州・沖縄 
6 
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図 2-3 重伝建地区の選定推移 
 
こうした中で、選定された地域の動きをみると、1970 年代から 1990 年代前
半までの選定地区は周囲の開発の波から保護することを目的とし、密度高く歴
史的な環境を残す地区を厳選し、狭いエリアを対象として地区を選定する傾向
があった。1990 年代後半から現在までの選定地区については都市の個性を回復
する必要性が主張され始め、たとえ伝統的建造物が密度高く残されていなくて
も地区を設定し、歴史的な景観を形成もしくは回復する機運が高まった。また、
社会全体の生活水準が向上して心の豊かさが求められる傾向が強まり、地域の
歴史や文化を活かしたまちづくりが重視されるようになる。重伝建地区制度は、
当初は開発の波から地区を護ることから始まり、その後地域まちづくり、町お
こしとしての伝建制度に変化して来ている96。 
また、小林（2003）は、51 箇所の選定までの所要期間についての次のような
実態を明らかにした97。①保存対策調査から地区決定までの所要時間は 5 年未満
が 53％、10 年以上を要した地区も 31％あり、平均所要年数は 7.1 年である。
②立地条件別では、中山間地域では平均所要年数が 6.1 年、都市的地域は 8.5 年
である。その中で過疎地域では 5 年未満が 79％を占める。平均所要年数も 3.6
年である。③都市地域では、5 年未満が 48％、10 年以上が 43％と 2 極化して
いる。 
さらに、伝建地区の現状と今後について、岩井（2007）による 80 地区を対象
としたアンケート調査による、53 地区の回答結果がある。現状では 47％の地区
において伝建地区内で空き家が増加しており、70％の地区で観光客が増加して
いる。また、今後は①「純粋に住居として保存する」が 22 地区、②「利活用（店
舗、公共施設、体験宿泊施設、文化施設）できるものは保存し、合わせて観光
開発を進める」が 33 地区（複数回答 5 地区を含む）となっている98。 
 
                                                  
96 田中禎彦（2012）「重伝建地区の 100 地区の歩みとこれから」月刊文化財 P24-27 
97 小林史彦・他（2003）「伝統的建造物群保存地区制度の運用過程における実施
施策の内容」日本建築学会計画系論文集 第 567 号、P87-94 
98 岩井正（2007）「伝建地区の現状と課題」創造都市研究 e 第 2 巻第 1 号 P1⁻17 
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2.2.3 近畿地区における重伝建地区選定の経緯と利活用への動き 
ここでは近畿地区 2 府 4 県の重伝建地区の概要を整理した上で、こうした地区
の事例から選定前の調査体制と選定後の住民組織の取り組みを述べる。 
近畿地区 2 府 4 県（京都府、滋賀県、奈良県、大阪府、兵庫県、和歌山県、）
の重伝建地区の選定箇所は 19 か所（表 2-1）である99。 
表 2-1 近畿地区の重伝建地区の概要 
（「近畿地方の町並み」を参照し筆者が作成） 
 
 
１） 京都府 
1970 年代選定された祇園新橋、産寧坂、嵯峨野鳥居本の 3 地区、1988 年選
定された上賀茂、1993 年選定されたかやぶき集落群としての美山町、2005 年
選定された与謝野町加悦、同じく 2005 年に選定された伊根浦の７地区がある。 
 
① 祇園新橋（表 2-1 の No.1） 
祇園新橋地区は 1974 年 7 月に京都市市街地景観条例に基づく「特別保存修景
地区」に指定された。1976 年 9 月には重伝建地区として選定を受け、町並み景
観保全事業が行われることとなった。選定前に、京都大学建築学科西川幸治、
刈谷勇雅、山崎正史による指定前調査が行われ、歴史特性、住民意識調査、保
全修景計画がなされた。 
                                                  
99 近畿地方の町並み 1-6 日本の町並み調査報告書集 
No 名称 種別 都道府県 所在地 調査年度 指定年月日
1 京都市祇園新橋 茶屋町 京都府 京都市 1971 19760904
2 京都市産寧坂 門前町 京都府 京都市 1971 19760904
3 京都市嵯峨鳥居本 門前町 京都府 京都市 1974 19790521
4 神戸市北野町山本通 港町 兵庫県 神戸市 1975 19800410
5 京都市上賀茂 社家町 京都府 京都市 1977 19881216
6 近江八幡市八幡 商家町 滋賀県 近江八幡市 1976 19910430
7 南丹市美山町北 山村集落 京都府 南丹市 1989 19931208
8 橿原市今井町 寺内町 奈良県 橿原市 1977 19931208
9 富田林市富田林 寺内町 大阪府 富田林市 1974 19971031
10 大津市坂本 里坊群 滋賀県 大津市 1979 19971031
11 東近江市五個荘金堂 農村集落 滋賀県 東近江市 1981 19981225
12 篠山市篠山 城下町 兵庫県 篠山市 1999 20041210
13 伊根町伊根浦 漁村 京都府 伊根町 2001 20050722
14 与謝野町加悦 製織町 京都府 与謝野町 2003 20051227
15 宇陀市松山 商家町 奈良県 宇陀市 1997 20060705
16 湯浅町湯浅 その他 和歌山県 湯浅町 1998 20061219
17 豊岡市出石 城下町 兵庫県 豊岡市 1999 20071204
18 五條市五條新町 商家町 奈良県 奈良県五條市 2004 20101224
19 篠山市福住 宿場町 兵庫県 兵庫県篠山市 2007 20121228
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また、選定後には、それらの調査結果を踏まえて、土地利用、地区防災、公
共空間の景観整備、税制度上の課題等の調査・検討がなされた。調査は研究会
を組織し 1991 年 11 月から 1992 年 1 月まで実施された。研究会のメンバーは
神戸大学教授室崎益輝、京都大学助手山崎正史、大阪芸術大学助教授田端修、
京都市役所からの関係者 5 人（堤圭三郎、佐竹和男、木村喬而、久保田響、柳
田裕行）、文化庁関係者、祇園新橋を守る会会長谷口萬治、祇園元吉町町内会長
磯辺初男の計 11 人である。 
 
② 産寧坂（表 2-1 の No.2） 
産寧坂は 1972 年 9 月京都市の「特別保存修景地区」に指定され、1976 年 6
月伝建地区に指定され、そして同年 9 月重伝建地区として選定された。1994 年
7 月から 1995 年 3 月の調査は保存計画の見直し調査であり、5 つの項目に基づ
き、実施された。五つの項目は①産寧坂の歴史②産寧坂地区の町並み景観とそ
の特質③保存事業の実績と問題点④産寧坂地区の住民の意識調査⑤保存計画案
の検討である。調査組織は調査委員会を設置し、専門的な調査業務を大阪市立
大学生活科学部助教授谷直樹、京都市歴史資料館岡佳子、オリエンタル設計事
務所・京都環境計画研究所が担当した。 
 
③ 嵯峨野鳥居本（表 2-1 の No.3） 
嵯峨野鳥居本は、1974 年 4 月京都市の「特別保存修景地区」に指定され、1979
年重伝建地区に選定された。京都市は国の補助を得て、嵯峨野鳥居本の現状を
把握し、保存計画を策定するため、調査実施を決めた。調査は①町並み調査②
写真測量③景観調査④住民の意識調査に分けて実施された。調査の実施は京都
大学助教授西川幸治が担当し、調査組織は京都市都市計画開発風致課、京都市
文化観光局文化財保護課、保存整備教育庁文化財保護課、京都大学工学部建築
学教室、保存修景計画研究会によって構成された。 
 
④ 上賀茂（表 2-1 の No.5） 
上賀茂地区は、1977 年文化庁の調査補助を受けて伝統的建造物群保存事業の
一環として行われた。調査は①町並みと景観②社家の住宅と民家③景観④住民
意識といった項目である。調査実施は京都大学教授西川幸治、京都大学助手山
崎正史、京都大学大学院生篠田祐一・木下年哉、など計 12 人によって実施され
た。1988 年に重伝建地区に選定された。 
 
⑤ 美山町（表 2-1 の No.7） 
美山町は、1989 年 7 月に保存調査事前協議会が設置され、調査は同月組織さ
れた保存対策協議会により実施された。保存対策協議会は学識経験者京都大学
工学部教授西川幸治、調査地区代表、行政代表京都府教育庁文化財保護課長提
圭三郎などの協議会委員 11 名、専門委員 5 名、調査委員 6 名、顧問 3 名の計
25 名によって構成された。選定される前に結成されたかやぶきの里保存会の他、
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2002 に設立された有限会社かやぶきの里がある。この有限会社かやぶきの里は
集落の住民全員が出資し、観光関連事業の主体となっている100。 
 
⑥伊根浦の舟屋（表 2-1 の No. 13） 
伊根浦の舟屋は貴重な民俗文化財であり、現在でも居住空間として使われてい
る。しかしながら、人口の減少、少子高齢化やライフスタイルの多様化、船の
大型化などで住民の生活、漁業形態が変わりつつある中で、これまでと同じ舟
屋景観を維持していくことが困難な状況になってきている。こうした状況を受
けて、1994 年舟屋群等保存問題検討委員会を設置し、1997 年住民参加による伊
根浦舟屋群等保存会が設置された。その後、2001 年から 2003 年まで保存のた
めの基礎資料を得るための調査が行われた。調査は保存対策調査委員会によっ
て実施された。調査委員会は伊根町長向井義旭、京都工芸繊維大学教授日向進、
伊根町各地区代表、などの 28 人、調査員 2 人、調査補助 19 人、事務局 3 人、
計 52 人によって構成された。 
 
⑦与謝野町加悦地区（表 2-1 の No.14 ） 
与謝野町加悦地区は、京都工芸繊維大学教授日向進が 1987 年から 1988 年の
間に街道筋の 90％近くの立面図及びいくつかの建物の平面図などを作成した。
また、2001 年から 2003 年の間、前項の調査に基づき建造物の詳細調査を日向
進が実施した。調査を行う際、ちりめん街道伝統的建造物群保存対策委員会が
組織され、調査委員長はちりめん街道を守り育てる会会長佐々木高通である。 
 
２） 兵庫県 
兵庫県では、1980 年選定された神戸市北野町山本通、2004 年選定された篠
山市篠山、2007 年選定された豊岡市出石、2012 年選定された篠山市福住の４
地区がある。 
 
① 神戸市北野町山本通（表 2-1 の No.4） 
神戸市北野町山本通は、明治時代の開港により形成された洋風外国人住宅群
を持つ地区である。1975 年 8 月から 1976 年 3 月まで調査会によって調査が実
施された。この調査会は専門委員会（神戸大学名誉教授野地脩左、奈良国立文
化財研究所平城宮発掘調査部長鈴木嘉吉、兵庫県教育委員会次長後藤光男、山
本通 1 丁目自治会会長山森要など）計 18 名によって構成された。 
 
② 篠山市篠山(表 2-1 の No.12) 
篠山市篠山は、1609 年篠山盆地の中央に築かれた篠山城の城下町である。こ
こに、城下町形成時からの歴史的空間が残された理由は、立地上、都市化の進
                                                  
100 中野邦治（2008）「美山町有限会社かやぶきの里の取り組み」日本農村生活
学会農村生活研究 51（2）P26-30 
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展がそれほど急激なものではなくインフラや建物の更新が進まなかったという
ことができる。1971 年から 1975 年にかけて保存状況と保存計画策定のための
調査が行われた。 
しかし、当時は、伝建制度の趣旨と内容について理解が進まず、具体的な取
り組みまでには至らなかった。その後、1993 年城下町地区が兵庫県の「景観の
形成等に関する条例」に基づき景観地区に指定されたが。既に地区の人口減少
や高齢化により当時残されていた伝統的建造物の取り壊しや無住家屋の増加が
進展することによって、町並み景観全体が大きく変化し、城下町の面影は失わ
れようとしていた。2000 年に再度伝建地区制度の導入を目指して 2001 年から
2003 年まで調査が実施された。調査は学識経験者神戸大学工学部教授黒田龍
二・三輪康一、自治会代表、行政関係者などによって構成された。 
 
③ 豊岡市出石(表 2-1 の No. 17) 
豊岡市出石は、近世においては但馬国を代表する出石藩５万８千石の城下町
として発達した。ここでは旧城下町の現況と歴史性、町家地区、寺院、近代建
築などについての特徴や文化財としての価値を把握するための調査が行われた。
調査は 2000 年から 2001 年の 2 年間に渡って実施された。調査員は大阪大学大
学院工学研究科教授鳴海邦碩、京都府立大学人間環境学部デザイン学科教授大
場修などの７人によって構成される。また調査協力者は大阪大学大学院工学研
究科、京都府立大学の院生、学部生、アトリエ・クロワートルのメンバー、な
どの協力があった。 
 
④篠山市福住（表 2-1 の No.19） 
篠山市福住は平安時代の古代山陰道に小野駅が置かれるなど、交通の要道と
して古い歴史を持つ地区である。江戸時代には篠山藩により宿場町として定め
られ、宿として最高の格式を持った「本陣」が置かれた。街道筋には多くの商
家が軒を並べ栄えてきた。文化庁の国庫補助事業の採択を受けて 2007 年と 2008
年の 2 ヶ年計画で調査を実施した。 
調査内容は主に次の 3 点である。①現況や社会状況、建造物等の分布、景観
構成要素、集落の構成などに対する調査、②伝統的建造物を対象に、建築時期、
特徴、住民の生活意識などについての調査、③地区の年中行事の内容、などの
調査である。調査は学識経験者、（神戸大学大学院工学研究科准教授黒田龍二、
山崎寿一、三輪康一、京都大学研修員登谷伸宏、武庫川女子大学博士研究員久
下正史、地域代表（各自治会の 10 人）地域有識者代表（市内の関係者 8 人）及
び文化庁・兵庫県、篠山市の各行政担当者（3 人）によって調査組織を構成した。 
 
3）滋賀県 
滋賀県では 1991 年選定された近江八幡市八幡、1997 年選定された大津市坂
本、1998 年選定された東近江市五個荘金堂の 3 地区がある。 
①近江八幡市（表 2-1 の No.6） 
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近江八幡市は 1976 年文化庁の伝統的建造物群保存対策事業の一環として、近
江八幡の町家と町並み及び住民の意識調査を行った。調査実施と報告は京都大
学建築学科西川幸治研究室が担当した。また、調査に関しては、近江八幡の会、
近江八幡青年会議所、近江八幡市役所、教育委員会などの協力があった。 
 
②大津市坂本（表 2-1 の No.10） 
大津市坂本の町並み調査は 1979 年文化庁及び滋賀県の補助を得て、延暦寺里坊
を中心とする坂本地区の伝建地区の保存対策調査として行われたものである。調査
項目は地区の設定、里坊と民家の調査、町並みと景観の調査、住民意識調査といっ
た内容である。調査の実施とその報告は京都大学工学部西川幸治研究室が担当した。
また、調査が行われる際、伝建地区保存対策協議会を設置された。伝建地区保存対
策協議会は調査地区の各自治会、商店会連盟、観光協会、延暦寺の各代表、大津市
企画財政室、住民自治課、都市計画課、教育委員会などによって構成された。 
 
③ 東近江市五個荘金堂（表 2-1 の No.11） 
東近江市五個荘金堂は、1982 年実施された五個荘金堂伝統的建造物群保存対
策調査報告と 1996 年金堂地区町並み景観保全基本計画などを元に、1996 年五
箇荘町教育委員会生涯学習課が調査の実務を担当した。調査実施は奈良女子大
学教授上野邦一が指導し、同生活環境学部の院生・学部生らが実施した。 
 
4)奈良県 
奈良県では、1993 年に選定された橿原市今井町、2006 年選定された宇陀市
松山地区、2010 年選定された五條市五條新町の 3 地区がある。これらの地区に
ついては 1950 年代後半頃から建築史を専攻するごく少数の研究者の間では、橿
原市今井町や五條市新町が注目し始めていた。 
①橿原市今井町（表 2-1 の No.8） 
1970 年代から文化財保護法の改正を受けて、集落と町並みを今後保存地区と
してその保存整備計画の策定を行うための調査地として今井町が取り上げられ、
本格的な調査は 1977 年、1979 年、1980 年、1981 年の計 4 回の調査が行われ
た。1977 年の調査は文化庁文化財保護部建造物課が実施した。調査協力者は京
都大学教授川上貢、工学院大学学長伊藤ていじ、東京大学教授大谷幸夫、稲垣
栄三、橿原市長三浦太郎など計 10 名である。1979 年の調査は同じく文化庁文
化財保護部建造物課が担当しながら、文化庁はこの調査を橿原市に委託した。
橿原市は調査の実務を株式会社日本設計事務所に委託し、大阪市立大学、奈良
国立文化財研究所に指導協力を要請した。その後の 1980 年と 1981 年の調査は、
大阪市立大学工学部建築計画及び建築史研究室と奈良国立文化財研究所、奈良
県教育委員会、日本設計事務所による調査体制に再構成され、実施された。住
民側では、今井町の町並み保存活動を推進してきた町並み保存会が今も町並み
の保存の意義を受け継ぎ、活動している。また、近年、今井町の保存地区では、
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新設された NPO 法人が空き町家問題を取り込むようになっている101。2007 年
今井町の 4 つの住民団体が借家の活性促進のための要望書を市に提出した。市
はこの要望書に基づき、今井町の借家の実態を含めた見直し調査を行うことを
決定した。見直し調査は奈良女子大学生活環境学教授増井正哉が専門家として
その実施を担当した102。 
 
②五條市新町地区（表 2-1 の No.18） 
五條市新町地区は、1970 年代の調査成果を利用し、2004 年から 2005 年にか
けて 2 次調査が行われた。調査は奈良文化財研究所が実施した。2005 年設立さ
れた NPO 法人大和社中が五條市新町地区の空き町家問題の解決にむけての取
り組みを行っている103。 
 
③宇陀市松山地区（表 2-1 の No.15） 
宇陀市松山地区は 1998 年から 2000 年にかけて町家・町並みの調査が実施さ
れた。大宇陀町教育委員会が事務局を担当し、奈良女子大学教官上野邦一が主
任調査員となり、調査委員会を組織した。また、調査委員会と奈良女子大学生
活環境学部人間環境学科の院生・学部生が調査に参加した。調査資料の整理・
図面作成は奈良女子大学の院生及び学部生によって行われた。 
 
5）和歌山県 
和歌山県では 2006 年 12 月重伝建地区に選定された湯浅町湯浅がある。 
①湯浅町（表 2-1 の No.16） 
湯浅町は 1999 年 5 月から 2001 年 2 月にかけて、調査委員会（大阪市立大学、
和歌山大学の研究者、和歌山県教育庁・文化財センター・建築士会、調査地区
の住民代表、などによって構成される）を組織し 5 項目にわけて調査と分析が
行われた。項目の詳細は①町並みの歴史的展開過程の解明、②町並み景観の現
状の分析、③歴史的建造物の特徴の抽出、④町家の住生活調査、⑤地域社会と
暮らしに関わる調査である104。 
湯浅 TMO（Town Management Organization）は、街路修景や町家の改修や
伝統諸産業の魅力を発信する組織として 2002 年 3 月に発足した。選定までに 9
件の家屋の外観改修が助成制度で行われた。また、2007 年 4 月からボランティ
                                                  
101 米村博昭（2010）「今井町伝統的建造物保存地区における NPO 今井町並み再
生ネットワークの取り組みー文化財保存と持続可能なまちづくり」日本住宅協
会住宅 59,P45-48 
102 橿原市教育委員会（2009）「橿原市今井町伝統的建造物保存地区見直し調査
報告書」 
103 MSN 産経ニュース（2014.01.28）「五條の NPO「大和社中」に認定証」 
104 紀州湯浅の町並み（2001）「伝統的建造物保存対策調査報告書」湯浅町教育
委員会 
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アグループの主催で「ゆあさ灯アート展」が開始された105。 
 
6）大阪府 
大阪府では 1997 年に選定された富田林寺内町がある。 
①富田林寺内町（表 2-1 の No.8） 
富田林寺内町が選定されるまでに複数の調査研究が行われた。まず、1967 年
京都府立大学教授林野全孝が富田林の町や町家の建築的変遷という論文を第
131 号日本建築学会論文報告集に報告した。その後、1975 年京都大学名誉教授
西山夘三、林野全孝（前出）を中心とする研究チームに調査が委託され、「富田
林寺内町の町並みと町家―中世寺内町の現状と保護対策」という報告書にまと
められた。1983 年 9 月と 11 月寺内町居住者の実態、住宅・建物の現況を把握
し、住民の町並みに対する評価や関心度、などの町並み保存の在り方に対する
住民の意向調査が行われた。この調査は京都府立大学教授林野全孝を主査とし
て COM 計画研究代表高田昇、研究員、学生など計 11 名で実施された。住民側
には、1973 年結成された富田林寺内町をまもる会がある。その後、重伝建地区
の選定の際、住民の同意を得る為の組織として 1994 年に富田林寺内町をまも
り・そだてる会が結成された。そして、2009 町家利活用を促進するために「LLP
まちかつ」（有限責任事業組合富田林町家利活用促進機構）が設立された106。 
  
このように、近畿地区では 19 か所の重伝建地区を選定するに当たり、まず市
町村が文化庁の補助により調査を実施した。その調査は専門家（建築史、都市
計画、建築設計等）地元関係者、行政関係（教育委員会、企画課、建設課など）
などにより組織された調査委員会によって実施されている。また、特徴的な建
造物と町並みの実測調査やその分析、などの資料作成は大学の研究室や地元建
築士などによって作成される。例えば、奈良県橿原市今井町を重伝建地区のモ
デル地区としてあらゆる角度から調査と分析が行われた事例は、町並み保存計
画と整備計画の策定の典型的な事例として位置づけられる。今井町を始めとし
て選定後各地域の人々が主体となり、積極的に歴史的建造物の利用のための取
組が始まっている。 
 
  
                                                  
105 神吉紀世子（2002）「重伝建地区選定前の 6 年間―湯浅町の自主的まちなみ
保存」建築雑誌 Vol.122 P46-47 
106 中辻亘（2009）「暮らしが息づく街並みー富田林寺内町」ディスカバー堺・
南河内の文化遺産、P59-64 
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2.2.4 本節のまとめ 
戦後の日本の歴史的建造物に関する法制度は、歴史的建造物への認識の見直
しを受けて、点としての文化財保護制度から面的な重伝建地区制度の策定まで
の経緯を経て、あらゆる歴史的建造物に関する登録文化財制度を確立してきた。 
この中で取り上げた重伝建地区制度については、その制度の採用をめぐる調
査と調査後の整備計画及び整備実施、などの内容を整理し、専門家による歴史
的建造物の価値を示す資料の調査、選定をめぐる住民の意識変化と調査協力、
地域行政による制度を推進させる体制作り、などといった重伝建地区制度の特
徴を明らかにした。 
また、近畿地区における重伝建地区の各事例の選定の経緯を整理することに
よって、初期の保存基準を作成するために同じ重伝建地区を何度にも渡って、
文化庁・建設省（当時）・該当地域の行政・住民代表・専門家、などによる委員
会が調査を実施したこと、個々の重伝建地区の事例にもみられた少子高齢化が
進む社会的な問題が存在すること、当初重伝建地区に対する理解が得られず選
定に至らなかった事例が十数年後に再度、制度を導入する事例もみられること、
などが明らかになった。 
さらに、近畿地区における重伝建地区の事例では、2000 年以降に空き家が増
加していること、こうした空き家を地区の課題として取り上げ、空き家の利活
用への対策と取り組みがなされるようになったこと、重伝建地区の町並みを利
用し、灯アート展のようなイベントを開催し始めたこと、などが明らかになっ
た。 
このように、日本の歴史的建造物とその町並みを護るうえで、重伝建地区制
度は重要な役割を果たしてきたといえる。日本の地域社会では歴史的建造物を
単なる記念物として捉えるのではなく、いきいきとした生活環境を作り出すこ
とを念頭に、各地域の人々が主体的に歴史的建造物を保存し、それらの歴史的
建造物を活かすための利活用をしていく動きがみられる。 
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2.3 中国における歴史的建造物群の法制度と利活用 
2.3.1 中国の歴史的建造物群の保存制度と社会の動き 
中国の歴史的建造物の保存制度を、点としての歴史的建造物と面としての歴
史的建造物群に分けて整理しておく。 
まず、点としての歴史的建造物の保存は、ヨーロッパ諸国と同様に文化遺産
の保全事業が単体の文物保存から始まり、後に文物を含む周辺環境である歴史
都市全体に拡大した。1949 年新中国成立前夜には、人民解放軍が清華大学教授
梁思成に全国の重要建築物をリストアップした「全国重要建築文物簡目」の作
成、編集を依頼し、それを全軍に発令し、戦争中においてはこれらの文物の保
護に注意するよう求めた。1950 年様々な復興が開始している中で、政府は文物
保存の専門機関を設置し関連法令を発布した。1961 年国務院は「全国重要文物
保護単位」（日本の重要文化財に相当する）の指定も開始した。こうした動きを
受けて 1982 年に文物保護法が制定された107。 
1970 年代後半鄧小平が提唱した経済改革・開放政策は、沿海地域と内陸の諸都市
の中心部の街路改造を中心とした都市整備を急速に進めるものであった。また、政
府主導の大規模収用による街路の拡充、都市インフラの近代化が進んだが、都心部
の旧市街地の歴史的建造物である民家が取り壊され、伝統的町並みの多くが失われ
てしまった。 
こうした背景を踏まえて、面としての歴史的建造物群についての保存が提起さ
れる。1982 年「歴史文化名城」という概念を構築し、制度の確立へ向けた検討が
始められた108。1997 年 8 月制定された歴史文化街区制度は 1996 年 6 月安徽省黄山
市で開催された街区保護国際セミナー（歴史文化街区保護研究会）に基づき、その
特徴、目標、方法を正式に公布することになった109。1999 年安徽省の村落が世界
遺産に登録されたことをきっかけに、村鎮の保護理念が単体の文物保護から村全体
を保護するようになった。 
1990 年代後半、山村農村集落の古家群を利用し、観光開発が急激に盛んになった。
2000 年代に入り、歴史文化名鎮名村という概念が構築され、2003 年中国の第 1 期
歴史文化名村名鎮リストを国の行政関係者と専門家が選定し公表した。さらに、第
2 期（2005 年）、第 3 期（2007 年）の選定を経て、2008 年 7 月「歴史文化名城名
鎮名村保護条例」が策定され、同時に、名城における保存計画も策定されたが、そ
の後の改正は停滞している。歴史文化名鎮名村における保存計画では経費などの諸
事情により計画を策定できていない事例もみられる110。 
このように、歴史的建造物を対象とする「重点文物保護単位制度」と歴史的
都市を対象とする「歴史文化名城保護制度」及びこれを拡大した「歴史文化名
                                                  
107 文物保護法とは 1982 年 11 月全国人民代表大会によって公布した「中華人民
共和国文物保護法」を意味する 
108 大西国太郎・朱自煊（2001）『中国の歴史都市・これからの景観保存と町並
みの再生へ』鹿島出版社 P25 
109 王林・他（1998）「歴史街区保護規划编制方法研究」城市規划 
110 孫安軍（2010）【「歴史的文化名城名鎮名村保護条例」実施的研究】中国名城 
- 37 - 
 
城名鎮名村条例」を策定してきた。 
 
2.3.2 「歴史文化名城名鎮名村」の選定に関する現状 
本節では、面としての保存制度「歴史文化名城名鎮名村」の内容、その保存対
象、保存内容及び保存計画の策定方法などを整理しその動きを述べる。 
1）「歴史文化名城」 
中国は 1980 年代から歴史的な都市を歴史文化名城として保存する政策を実施
し始めた。その定義は「都市の全部を保護するものではない、歴史都市の保護
範囲・内容・要求は都市計画を通じて決定し、歴史文化名城の称号を与えるこ
とによって、その都市に栄誉を与えるとともに、その都市の行政がその保護責
任を負うこと」と定めている。 
また、歴史文化名城制度は、都市の保存を「点」から「面」に変わって、あ
らゆるタイプの文化遺産が効果的、かつ、ふさわしい保護がなされ、都市建設
との矛盾を出来る限り減らす目的を有する。保存される文物が特別に豊富で、
かつ重大な歴史価値と革命意義を有する都市は、国家文化行政管理部門並びに
城郷建設環境保護部門から国務院に申請し、審査、承認を受け、歴史文化名城
に指定され、公布される」と規定している111。 
こうして中国国務院は、1982 年、1986 年及び 1994 年 3 回の指定を通じて、
99 都市を歴史文化名城に指定した112。それぞれの都市名を図 2-4 で示す。 
歴史文化名城の具体的な保存施策は 3 段階に分けられており、それぞれの責
任範囲と対象及び内容も異なっている113。 
第一段階は文物（日本の文化財と同じ）の保存を行う。行政がその歴史的・
科学的・芸術的価値に基づき、行政レベルごとの「文物保護単位」を指定する。
保存の原則は文物の現状を変更しないことである。 
第二段階では歴史的町並みを保存する。 
典型的な伝統的景観をもつ建築群・街区に対して、それらの価値に基づいて
「歴史文化保護区」を定め、保存管理規定や保存地区の全体像、保存対象外の
建造物のファサード保存計画を策定する。都市インフラの整備と共に住環境を
向上し、都市生活の向上と都市文化の形成を形成し、社会生活が向上すること
を保つことである。 
第三段階では歴史文化名城を保護する段階である。適切な都市開発施策を決
定し、都市の経済と古都保存を協調的に進める。保存内容と保存方法について
は具体的な措置を策定する他に、最も重要な点として総合的・全体的施策を採
らねばならないことが明記されている。 
 
                                                  
111 大西国太郎・朱自煊（2001）『中国の歴史都市・これからの景観保存と町並
みの再生へ』鹿島出版社 P27 
112 阮仪三・他（1999）「歴史文化名城保護理論与规划」同济大学出版社 P20-24 
113 賈鴻雁（2007）『中国歴史文化名城通論』東南大学 P175-177 
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図 2-4 中国歴史文化名城の指定都市 
歴史文化名城のタイプは大きく以下の 7 種類に区分されている。第 1 種は中
国の古都としての都市、第 2 種は歴史上の諸侯や地方政権のあった都城、第 3
種は伝統産業で栄えた都市、第 4 種は近代の記念的意味を持つ都市、第 5 種は
民族的・地方的特色をもつ小都市、第 6 種は自然景観都市、第 7 種は、伝統建
築を持つ都市の 7種類である。その 7種類で区分された 99都市を表 2-2で示す。 
表 2-2 中国歴史文化名城の種類 
 
  
No 種類 都　市　名
1 古都 北京、西安、洛陽、開封、南京、杭州、安陽
2 歴史上の諸侯や地方政権の
あった都市
徐州、济南、长沙、成都、吉林、沈阳、郑州、淮安、保定、襄樊、宜宾、正定、
肇庆、漳州、临淄、邯郸、衡州、赣州、聊城、泸州、南阳、咸阳、钟祥、岳阳、
雷州、新绛、代县、汉中、佛山、林海、俊县、随州、柳州、琼山、集安、梅州
3 伝統産業で栄えた都市 泉州、广州、宁波、景德镇、自贡、寿县、毫州、大同、武威、张掖
4 近代の記念的意味を持つ都市 上海、天津、武漢、延安、遵义、重庆、哈尔滨、青岛、长沙、南昌
5 民族的・地方的特色をもつ小
都市
拉萨、日喀则、大理、丽江、喀么、江孜、银川、呼和浩特、建水、潮州、福州、
巍山、同仁
6 自然景観都市 承德、桂林、扬州、苏州、绍兴、镇江、常熟、敦煌、曲阜、都江堰、乐山、天水、邹城、昆明、
7 伝統建築を持つ都市 平遥、韓城、榆林、镇远、阆中、荆州、商丘、祁县
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2）「歴史文化名鎮名村」 
2002 年中華人民共和国文物保護法の改正により、歴史文化名鎮・村制度が策
定された。歴史文化名鎮名村の保存対象は、歴史的建造物が豊富であること、
かつ重要な歴史的価値を有すること、または記念的意義を持つ鎮、村である114。 
歴史文化名鎮名村の保存内容は物質文化と非物質文化の 2種類の保存である115。
物質文化の保存は 5 つの項目から構成される。一つ目が民居建築である。例え
ば、党家村の四合院住宅、福建省の客家土楼などがある。二つ目が文物を含む
古跡である。例えば、安徽省の西逓の建築群。三つ目は民家建築と街区によっ
て形成される町並みである。例えば、浙江省の鳥鎮の町並みである。四つ目は村
落の形態である。例えば、安徽省の宏村の空間構成が挙げられる。五つ目は田
園風景である。例えば、山に囲まれた安徽省の西逓である。 
一方、非物質文化の保存は 6 つの項目から構成される。一つ目が民居文化で
ある。例えば、民俗・民家芸術が挙げられる。二つ目が村落のコミュニティで
ある。例えば、生活圏から生まれる密接な近隣関係が村の社会的安全を維持す
るものが挙げられる。三つ目は村落の特性である。例えば、福建省の古田は 1929
年中国工農紅軍の部隊が古田会議を行った場所である。四つ目は古来の居住者
が持つ特有の文化。例えば、雲南省の麗江の居住者の生活スタイルが挙げられ
る。五つ目は行為景観である。例えば、言語、民族儀式・衣装、などが挙げら
れる。六つ目は伝統的な手工芸。例えば、各民族の工芸が挙げられる。  
歴史文化名鎮名村の保存計画の策定方法は次の 8項目によって構成される116。 
第 1 は、鎮・村の基礎資料を作成するための調査を行う。具体的には、村の歴
史、地理、経済、歴史的建造物と其の記載、民俗文化、基礎施設、居住者の保
存意向、観光関係の資料、保存及び監査の体制、其の外などの資料である。 
第 2 は、鎮・村の価値と特色を確認する。鎮・村の地域、歴史、文化及び村の
構成、建造物の特色などの内容についてその価値と特色を確認する。 
第 3 は、鎮・村の保存範囲を定める。保存中心エリア、風景規制エリア、調整
エリアといった 3 つのエリアに分けて保存する。 
第 4 は、鎮・村の歴史建造物の保存・修復を行う。保存・修理を行う際、歴史
的建造物の調査分析、リスト作成、具体的な保存措置を定める。 
第 5 は、鎮・村の街区空間・主な通りを保存する。それぞれの鎮・村の街区空
間・主な通りは昔の生活風景を体験するための空間である。其の地域の材料で
形成された道路空間はその鎮・村の特色を反映できるものである。 
第 6 は、鎮・村のコミュニティと民俗文化の保存を行う。歴史的建造物のよう
な物質的なものだけではなく、村の民俗文化を継承していく。民俗文化を保存
                                                  
114 劉沛林（1998）「論“中国歴史文化名村”保護制度的建立」北京大学学報,General 
No.185,Vol.35 
115 趙勇（2005）「中国歴史文化名鎮・名村保護評価及予警研究」南京大学博士
論文 P27-31 
116 趙勇（2005）「中国歴史文化名鎮・名村保護評価及予警研究」南京大学博士
論文 P106-111 
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するには、旧住民の参与と保存への意欲を高めることが重要である。 
第 7 は、鎮・村の環境を、総合的に整備を行う。総合的な整備を行う際は 7 つ
のことに配慮する。①保存対象地の周辺の土地利用計画では、保存対象エリア
外にサービス施設、観光施設などを新設する。②村の道・交通の原型を破壊す
ることを禁止し、保存対象地の外側に駐車場、新しい道などを新設する。③緑
地エリアについては居住者及び観光客の需要に合わせ、適切な緑地の面積の増
加をする。特に古樹木のリストを作成して保存の措置を行う。④村の衛生環境
（下水道、廃棄物など）を保ちながら、処理施設を保存エリア外に設置する。
⑤需要に応じて公共施設（排水、電信、熱の供給等のネットワーク施設）を設
置する際、それぞれの配線・バイプなどを地下埋設の方式を採用する。⑥居住
者のための生活施設を含むサービス施設を設置する。その際、看板、広告は一
定の範囲内に抑える必要がある。⑦防災計画を策定する。 
第 8 は、鎮・村を保存すると同時に、村の観光資源として取り組む計画を策定
する。合理的な観光開発は鎮・村の保存を促進させることができる。 
観光計画を策定するには、鎮・村の保存計画に支障を来たないように次の点
に留意する。①観光地としての位置づけを定める。②鎮・村の観光資源を整理
し観光ポイントを絞り込む。③観光ルートを定める。④観光受け入れの受容限
度を定める。 
2002 年この歴史文化名鎮名村制度が設立されて以来、当初の 2003 年の 22 か
所から 2014 年 2 月現在では名鎮 252、名村 275 か所に拡大されている117。そ
の推移を図 2-5 で示す。図で示したように、当初の鎮の 10 箇所と村の 12 箇所
で合計 22 箇所を選定したが、その後 2 年毎の選定を行った記録もあれば 4 年に
一度の選定もみられる。2014 年の選定件数を見ると、最初の年度の 9 倍近くの
選定件数に達している。 
 
 
図 2-5 中国歴史文化名鎮・名村の選定推移 
（中国住房和城郷建設部の資料を基に筆者が整理し作成） 
                                                  
117 中国住房和城郷建設部ホームページ 
http://www.mohurd.gov.cn/wjfb/index_10.html （2014 年 6 月アクセス） 
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2.3.3「歴史文化名村」選定の経緯と利活用への兆し 
ここでは第 1 期歴史文化名村に選定された 12 村のうち 3 事例について選定経
緯と利活用への動きを述べる。 
①流坑古村 
流坑古村は、江西省楽安県西南 28km にある。村は 580-907 年（五代）に開
始し、960-1126 年（宋）に発展したが、1271-1368 年（元）に一度衰退する。
その後、1368-1619 年（明）に隆盛が続くが、1840 年以降（晩清）は衰退して
いた。村には現在も 500 あまりの古建造物が残されている。 
流坑古村の保存と利用については、清華大学建築専門家が保存と開発の両面
から「江西省楽安県流坑古村落保護規划」を策定した。その中では、4 つの開発
案を提示している。第 1 は、流坑古村を資源として開発を行う。古村の 900 世
帯、5000 人近くの居住人口を減少させるための新村を建設し、古村では観光施
設を配置し、商業施設を古村の外に配置する。また、民族ショー、古村観光ル
ートの設定なども合理的に行う。第 2 は、楽安県内の旅行資源と連携を図る。
県内にある大華山、唐時代の石橋寺、などと連携を図る。第 3 は、流坑古村を
抚州地区の観光資源に編入する。抚州の王安石記念館、湯显祖記念館及び他の
観光地と連携することにより、観光ルートと時間を統合する。第 4 は、流坑古
村は江西省の旅行資源の一つとして、広域の観光ルートを作り出す。例えば、
南昌ルート（南昌---抚州---流坑古村---吉水）婺源ルート（安徽省古村落---三清
山---龍虎山---流坑古村---吉水---井岡山---廬山）などが挙げられる118。 
 
②川底下村 
川底下村は、北京市の郊外 98km にある。村は 1421 年（明の永楽年間）に韓
氏一族が山西省から移住する際、大行山脈の清水流域を居住地に選び、村の形
態ができたた。1984 年以降、村の四合院住宅を国家文物局が調査した。その後、
専門家に評価され、数軒の四合院住宅が文化財に指定された。2001 年 4 月に村
は北京市から「北京市重点文物保護単位」に指定され、2003 年 12 月に国から
「第 1 期中国歴史文化名村」に指定された。そして川底下村の知名度が高くな
ると、来訪者が増加した。 
川底下村では、村を観光資源として利用し始めた。一方、観光資源としての
利用に対する既往調査では、43 世帯の村民全員がこれまでの農業を中心とした
生計から飲食業、旅館業などに変わり、生活している四合院住宅とその庭を飲
食・旅館として利用していることが明らかになった。また、200 名の来訪者の
属性をみると、大半以上が会社員、自営業であり、その学歴は短大卒以上であ
ること、交通手段は自家用車が 47％、公共バスが 26％、会社の車が 21％、そ
の他が 6％である。村に対する来訪者の自由意見は「民族観光」資源の内容をも
っと突出させる」が 31％、「飲食・宿泊を含む観光施設管理の強化が 24％、「観
                                                  
118 董虹・他（2003）「中国古村落保護与開発的経済学思考―以流坑古村為例」
P171-173 
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光客参加の民族イベントの多数開催」が 26％である。また、「娯楽施設の増設」
が 27％、「他所との類似する民族観光スポットの回避」が 10％、「高品質の観光
記念品の希望」が 16％などである119。さらに、増加する来訪者に宿泊を提供す
るため所有者が増築、改築行為を行い、四合院住宅の原型に変更に加えた事例
も明らかにされた120。 
 
③党家村 
党家村は、西安の東北部、渭南地区・韓城市・西庄鎮に属し、東方 3 ㎞で黄
河に達する。韓城を経由し南下する黄河は、100 ㎞足らずで直角に東進してお
り、古来当地域には洪水による被害と沃土をもたらしてきた。市の北 30 ㎞には
禹王の治水門がある。党家村は 1331 年党氏が陝西省朝邑县から東陽湾を避難先
として選定し谷の北側に掘った窑洞に住み、荒山を開墾し農業を始めた。1368
年山西省から賈氏が商売を行うため韓城に住み始め、賈氏の子息が党氏の娘と
の婚姻関係を結んだ。1750 年以降は商業が盛んで発展してきた。1861 年頃か
ら村の構成四合院住宅が形成され、現在に至る121。 
党家村は 1990 年日中連合民居調査団が四合院住宅を調査した。その結果で、
120 余の四合院住宅群が評価され、1993 年に重要観光地に指定されるようにな
った。村はその時期から「旧村を保護し新村を建設する」ことをさらに推進す
るようになった。2003 年党家村は中国歴史文化名村に指定された。一進式の四
合院でありながら、片側に 1 室型、2 室型、3 室型、4 室型の廂房を配置する特
徴を持ち、従来の居住を中心とした機能は維持しながら、観光客・都市部の大
学生を対象とする宿泊施設に利用したり、また、1 室型、2 室型、3 室型は居住
と展示といった利用や、2 室型、3 室型は居住兼宿泊施設、居住兼展示とする複
合的な利用もみられる122。 
2012 年党家村四合院住宅の保存と開発に関する住民の意識調査が行われ、そ
の結果により、観光管理責任をこれまでの村から韓城市に移管することとなっ
た。この観光をめぐる体制の転換の動きは、旧村の四合院住宅の居住者が新村
に移住することを加速させたとみられる123。 
 
3 つの事例から、中国の歴史的建造物群を歴史文化名村とする制度が 2000 年
                                                  
119 董振華（2009）「農村民族観光に対する地域住民及び観光客の意識と今後の
改善の方向性」農村生活研究 No.138 P42-52 
120 孫克勤（2012）「川底下村遺産開発之忧」北京規划建設 P88-91 
121 日中連合民居調査団（1992）「党家村・中国北方の伝統的農村集落」世界図
書出版公司北京分公司 P6-26 
122 魏小娥・加藤晃規（2012）「韓城党家村四合院住宅の複合的利用の実態調査
―歴史的四合院の利活用に関する研究」日本建築学会 地域施設計画研究シン
ポジウム N0.30、P33-38 
123 魏小娥・加藤晃規（2013）「韓城市党家村四合院住宅群を生かした集落観光
の取り組み・中国における歴史的四合院の利活用に関する研究」日本建築学会
大会学術講演梗概集 P213-214 
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代以降制定され、面としての歴史的建造物の保存が開始したことが指摘できる。
そこでは村全体を観光開発資源として利用する傾向と、古村に残る居住空間を
利用せず、新たな居住地を作る傾向が認められる。 
 
2.3.4 本節のまとめ 
中国の歴史的建造物の保存の動きは、1949 年の中華人民共和国の（10 月 1
日）の建国前後、人民解放軍による歴史的建造物の残存確認とその後の文化財
保全ための専門機関の設立に始まる。1961 年重要文化財の指定が開始され、そ
こから約 20 年を経た 1982 年には点としての文化財保護法と面としての歴史文
化名城制度が確立する。その後約 20 年を経た 2003 年に歴史文化名村制度が確
立され、2008 年から、「歴史文化名城」と「歴史文化名鎮名村」を統合して「歴
史文化名城名鎮名村」の名称なった。 
 ここでは歴史文化名鎮に関してはさておき、歴史文化名城と歴史文化名村の
制度の内容を整理しておく。歴史文化名城については、申請基準と保存内容お
よび範囲に関する分布と類型を示した。歴史文化名村については選定の対象と
選定後の保存計画の策定内容を示した、歴史文化名村としての多様性と地域性
をもつこと、名村の選定調査は専門家により実施されたこと、歴史文化名村に
ついて観光利用としての位置づけを明確に示したこと、などである。 
 さらに、第 1 期歴史文化名村に選定された 12 事例のうち 3 事例の分析を通じ
て次の 4 点を明らかにした。①歴史文化名村のエリア内の居住人口を縮小させ、歴
史文化名村の近くに新しい村を形成すること、 歴史文化名村における保存と開発
の相乗効果を計るために観光利用が採用されたこと、 これまで農業を中心とした
生計を観光客の増加に伴う宿・飲食といったサービス業に変わっていること、④選
定された件数は年々増加しつつあること、などである。 
 このように、中国の地域社会では歴史文化名村を観光資源として利用するこ
とより、これまでの村の居住空間を縮小し、新村の居住空間を政策的に形成す
る傾向がみられる。 
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2.4 世界遺産における歴史的建造物群（民家群）の現状 
2.4.1 国際的な保存制度 
国連世界遺産機構（UNESCO）は、1972 年の総会で「世界の文化遺産及び自
然遺産の保護に関する条約」を採択し（世界遺産条約）、「世界遺産」を次のよ
うに定義している。世界遺産には、記念物や建造物群、遺跡、などからなる「文
化遺産」、地形や地質、絶滅危惧種や固有種の生息地・自生地などからなる「自
然遺産」、文化遺産と自然遺産両方の要素を満たす「複合遺産」の 3 種類がある。 
「文化遺産」は次の 6 つの登録基準がある。①人類の創造的天才の傑作を表
現するもの。②ある時期を通じてまたはある文化圏において建築、技術、記念
碑的芸術、町並み計画、景観デザインの発展に関し人類の価値の重要な交流を
示すもの。③現存するまたは消滅した文化的伝統、または、文明の唯一または
少なくとも稀な証拠となるもの。④人類の歴史上重要な時代を例証する、ある
形式の建造物、建造物群、技術の集積、または景観の顕著な例。⑤特に回復困
難な変化の影響下で損傷されやすい状態にある場合におけるある文化を代表す
る伝統的集落または土地利用の顕著な例。⑥顕著な普遍的な意義を有する出来
事、現存する伝統、思想、信仰、または芸術、文化的作品と直接にまたは明白
に関連するもの。 
「自然遺産」は①類例をみない自然美、②地形地質、 ③生態系、 ④生物多
様性の 4 つの基準がある。 
「複合遺産」は「文化遺産」又は「自遺遺産」において、少なくともそれぞ
れ 1 つの基準に達するものとする。 
2015 年現在、世界遺産に登録された件数は 1007 件（文化遺産 779 件、自然
遺産は 197 件、複合遺産 31 件である）である124。また、文化遺産の中に民家群
の文化遺産（歴史的町並みと街区 5 箇所、集落村 11 箇所、集合住宅 2 箇所、民
家群の複合遺産（伝統的建造物群 2 箇所、集落 1 箇所）計 21 か所が指定されて
いる。21 箇所を表 2-3 で示す。 
表 2-3 民家群の概要 
                                                  
124 公益社団法人日本ユネスコ協会連盟（2015）『世界遺産年報 2015』P40-56 
歴史的町並
みと街区
(5)
集落(12) 集合住宅(2) 伝統的建造物群(2)
ホイアン 宏村・西逓村 ベルリンのモダン集合住宅 石見銀山
マカオ ワットプー 福建土楼
ウィーン ホロッケー
プロヴァン シリア北部の古村群
バルパライソ 白川郷・五箇山
タオス
メサヴェルデ
アイットベンハドウ
開平
ロロペニ
バンディアガラ
ドゴン族集落
富山製糸場
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2.4.2 日本と中国における歴史的建造物群の世界遺産 
日本の民家を世界遺産に登録した物件数は 3 件で、1995 年登録をうけた白川
郷・五箇山（写真 2-1）の合掌造り集落と、2007 年と 2010 年登録を受けた石見
銀山遺跡（写真 2-2）とその文化的景観である。2014 年登録を受けた富岡製糸
場と絹産業遺産群（写真 2-3）。一方、中国の民家を世界遺産として登録した物
件数は安徽省南部の宏村・西逓村（写真 2-4）、広東省の開平の望楼と村落群（写
真 2-5）、福建省の土楼（写真 2-6）の 3 件である125・126。 
1）日本 
白川郷・五箇山の合掌造り集落は、岐阜県・白川村荻町と富山県・南砺市相
倉と菅沼の 3 集落である。木造家屋 89 棟の「合掌造り」127の集落と集落の歴史
的景観を形成する自然環境である。庄川上流の日本有数の山岳・豪雪地帯にあ
り、釘や鎹を使わない建築様式、板壁の使用、年中焚かれる囲炉裏の煙が果た
す防虫効果など厳しい地形と気候風土の中で培われた独自の伝統的生活様式の
知恵が結集され、ノスタルジックな風土が独特の文化を形成している。 
石見銀山遺跡とその文化的景観は、日本海に面する島根県中央部の大田市に
ある。2004 年選定をうけた温泉津伝統的建造物群保存地区は 2007 年及び 2010
年世界遺産に登録された「石見銀山遺跡128とその文化的景観」129として世界遺
産に登録された。 
富岡製糸場と絹産業遺産群は、2014 年 6 月世界遺産として登録された。群馬
県富岡市の富岡製糸場、および伊勢崎市、藤岡市、下仁田町の 2 市 1 町に点在
する養蚕関連の文化財によって構成される。2007 年 1 月近代化遺産として日本
で最初に暫定リストに含まれた物件であり、日本の近代化への寄与にとどまら
ず、絹産業の国際的技術交流および技術革新を伝える文化遺産として 2013 年 1
月に世界遺産センターに推薦書が提出された。明治時代末葉から昭和初期に形
成された重要伝統的建造物群保存地区の赤岩地区養蚕農家群には古い養蚕農家
が残されている。 
2）中国 
宏村・西逓村は 2000 年世界遺産に登録された。宏村・西逓村は安徽省黄山市
に位置する。現在は 400 あまりの民家が残されている。それらはは明・清時代
に作られたものである。また、その建築材料は竹、レンガ、石などが使われ、
                                                  
125 古田・他（2013）『世界遺産事典』日本の登録 P65-69、中国の登録 P55-64 
126 写真 2-1～2-5 世界遺産リスト http://whc.unesco.org/en/list/ 2014.05 アクセス 
127 合掌造りとは勾配が 60 度急傾斜している屋根を上部にする為のサシという
特殊構造を用いた切妻屋根茅葺造家屋のことで、豪雪などの自然環境に耐え、
養蚕に必要な空間を備えた効率的な造りである 
128 石見銀山は中世から近世にかけて繁栄した銀山で、16～17 世紀の銀生産最盛
期にはボリヴィアのポトシと並ぶ世界の 2 大銀鉱山といわれ、海外にも多く輸
出され、当日の世界の産銀量の約三分の一を占めたといわれる日本銀のかなり
の部分を担い、世界経済にも大きな影響を与えた 
129 林康州（2013）「町並み保存と核とした地域づくりと世界遺産」月刊文化財
7P.40-41 
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庭園づくりもみられる。西逓村は面積 13ha、14～19 世紀の祠堂が 3 棟、牌楼
が一つ、古民居が 224 棟である。 
開平の民家群は 2007 年世界遺産に登録された。この村は広東省から南西に
200km、開平の田園にある建築群と村落群である。開平の民家群は 14 世紀以降
欧米に移住した華僑からのアイディアやその時代の流行によって作られたもの
である。代表的な望楼は中国の伝統的建築と西洋の現代建築を折衷させた中西
混合式の建物である。100 年以上の歴史をもつ村落群には 1833 棟が存在してい
るが、その多くはすでに廃墟となっており、適切な保存が求められている。 
福建土楼は 2008 年世界遺産に登録された。福建省の南西部の 3 県（永定県・
南靖県・華安県）に分布している。客家（他地域の人が福建省に移住し始めた
ときの呼び方）と呼ばれる人々が 12 から 20 世紀に掛けて建てた建物で、客家
土楼とも呼ばれる。福建土楼は山間部の狭い平地を選んで建てられ、周囲には
米、茶、タバコの畑が広がり、建築材料は地元の土、木材、卵石などが使われ、
その造形は非常に美しいと言われている。 
その効果は世界遺産に登録することによって、多くの方がそれを知り、それ
らの地域に足を運ぶようになった。  
 以上のように、世界遺産の登録制度が出来て以来、民家群として世界遺産に指定
された 21 件の中、日本・中国の歴史的建造物群として登録された世界遺産は 6 件
である。世界遺産登録により、世界にその歴史的建造物と町並みの歴史的文化的価
値を知らせる機会をもたらすとともに、観光資源として利用価値を大き高める結果
をもたらしている。 
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写真 2-1 白川郷 写真 2-2 石見銀山 
写真 2-4 宏村 写真 2-5 開平望楼 写真 2-6 福建土楼 
写真 2-3 赤岩地区  
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2.5 本章のまとめ 
本章では、歴史的建造物に向けた保存法制度の概説と利活用事例から実態を
述べてきた。本節では、歴史的建造物の保存と利活用について考察を加えその
問題点と課題を示す。 
2.5.1 日本と中国における歴史的建造物群の保存政策 
 日本では歴史的建造物を保存するための法制度は文化財保護法制度、登録文
化財制度、重伝建地区制度といった制度がある。その中で、1975 年に重伝建地
区制度が制定・施行されてから約 40 年が経とうとしている。文化庁の調査統計
によるとこれまで調査された地区は 200 地区以上もある。その中から 106 地区
が重伝建地区として選定されてきている。 
近畿地方の事例や国内の世界遺産の事例を通じて、重伝建地区制度の特徴を
次のような４点でまとめてみた。①町家・かやぶき・舟屋、合掌造りなどの歴
史的建造物・集落・町並みが一つの文化遺産として評価されること。②重伝建
地区制度の選定を巡る調査・実施・報告などは学識経験者、住民、行政などに
よって構成される、一種の協働作業として形成されること。③選定後は、空き
家問題の解決にむけて住民が主体的に取り組んでいること。④当初の町並み保
存運動から始まり、制度導入後の町並みづくりに至るまでの過程において住民
参加を前提としていること。 
 一方、中国では歴史的建造物を保存するための法制度は文化財保護法、歴史
文化名城名鎮名村がある。この中で、2002 年策定された歴史文化名城の改定版
ともいえる歴史文化名鎮名村制度については、2003 年から現在までの十数年の
間、日中の学識者の共同調査、中国の学識経験者、地元政府の個別調査などに
よって、その基本調査が行われてきた。その調査の結果により 252 カ所の鎮、
275 カ所の村が歴史文化名鎮名村に選定された。歴史文化名鎮名村の特徴を次
のような３点でまとめてみた。①四合院住宅・福建土楼・集落・町並みが一つ
の文化遺産として評価されること。②歴史文化名鎮名村の指定を巡る調査・実
施・報告などは学識経験者により行われること。③保存を目的として旧村の居
住人口の減少を進め、生活を目的とする新村の形成を行い、旧村全体を観光資
源として利用する傾向にあることである。 
 
2.5.2 日本と中国における歴史的建造物の利活用の問題点と課題 
1）日本と中国における歴史的建造物の利活用の動き 
歴史的建造物は建造時代や、建造時の用途が多様であり、群としての文化財
の価値を持っている。国土が違っても、そこにある歴史的建造物が過去から生
活空間として果たしてきた役割は同じである。 
日本の近畿地方の重伝建地区事例においては、ハード面では少子高齢化社会
に伴う空き家問題に対する利活用の動きが、各地区に新設された NPO 法人など
の民間組織による取り組みがみられる。 
また 2000 年以降選定された重伝建地区の事例は当初の保存のための選定と
違い、制度を利用して町並み景観を維持するための制度に変わりつつあるとみ
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られる。ソフト面としての利活用は、重伝建地区内における地域の暮らしと行
事や歴史的建造物と町並みを利用したアート展・イベントの開催などに見るこ
ともできる。 
一方、中国の歴史文化名村では、歴史的建造物の保存のための移住制度が設
けられ、歴史文化名村に居住していた住民は新村に移住する動きがみられる。
取り上げた 3 事例の中で、筆者らが調査した党家村の事例では、ハード面とし
ての利活用は、居住・展示・宿泊・居住兼宿泊といった利用がみられる。また
ソフト面の利活用として、観光地としての利用が定着しつつある。 
 
2）日本と中国における歴史的建造物の利活用の問題点 
日本では、重伝建地区における空き家の利活用をしていく際、利用者と空き
家の所有者の間に橋をかける仕組みがあるかどうか、空き家の情報発信とニー
ズの間をどのように埋めているか、老朽化した空き家を利活用する際にコスト
面での支援の仕組があるかどうか、などの問題が検討されねばならない。   
また、日本の地域社会では、歴史的建造物とその町並みを活かした行事とイ
ベントの開催を図るが、少子高齢化による参加者の減少をどのように克服して
いくか、さらに、歴史的建造物とその町並みを地域文化として次の世代にどの
ように継承し、今後歴史的建造物とその町並みをその地域と他の地域の人々が
どのような方法で共有していくか、など検討すべき問題点があると思われる。 
一方、中国では、歴史的文化名鎮名村の数が急増しつつあり、それらの鎮・
村を観光資源とする観光利用が進められてきた。観光事業を進める際、当該地
域社会の住民が参与できる仕組みづくりをどのように作り出すか、また年々増
加しつつある観光客による観光公害をどうのように解決していくかなどの問題
があると思われる。 
 
3）今後の課題 
前項で述べてきたように、日本の歴史的建造物の保存制度においては、歴史
的建造物を残しながら生活の場としての新たな空間創設のために多くの人々が
長年努力をし、それを支える理念が形成されてきた。特に歴史的建造物の保存
をめぐる制度の創設と制度導入をめぐる地域住民の意向変化を重視するなど、
地域の人々が主体的に参与しえる形を模索してきた。 
しかし、今後も保存されてきた歴史的建造物をどのように伝承していくか、
居住している住民の意向をどのように反映していくか、これまで歴史的建造物
の保存の為に努力してきた人々の成果をどのように活かすのか、或いは歴史的
建造物における制度の定着から、今日に至るまで一貫した生活の場となってい
る地区をどのように再評価するか、などの課題があると考えられる。 
こうした課題を解決するためには歴史的建造物の利活用を議論することが必
要となり、特にどのような手法が望ましいかを議論することが必要となる。 
では、今後それを利活用していくためにどのような施策が必要であるか、ま
た歴史的建造物をどのように利活用すればその付加価値を見出せるのか、また、
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その地域の特性を示すためにどのような利活用手法が望ましいか、などの議論
も合わせて必要であると思われる。 
このように、地域を問わず歴史的建造物の利活用手法を議論することが重要
な課題であると考えられる。そこで、次章（第 3 章）から 8 章まで、奈良県橿
原市今井町を対象として、町家と町並み保存の歴史をさかのぼりながら、歴史
的建造物群の保存と利活用の実相を明らかにし、利活用の手法の検証を行うこ
とによって、歴史的建造物の利活用手法の一般化を試みることとする。 
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第三章 今井町における重伝建地区選定前後の動向と現状（130） 
3.1 はじめに 
3.1.1 本章の背景と目的 
 今井町は重伝建地区に選定される以前から、民家の調査、住民の保存意識、
歴史的市街地の構造と保存の評価、歴史的環境の保存整備といった側面から調
査が実施されている131、132、133、134。1993 年 12 月重伝建地区に選定され、選
定前から始まった歴史的建造物の保存整備以外にも、電線地中化、道路美化、
周辺地区との調和を図るための公園整備、など保存整備事業が進められてきた。
また、選定後では、保存の合意形成過程、居住形態と居住の継承、イベント型
観光の可能性、空き家の管理と保存・活用、町家の修理と内部空間の変容、な
どの研究調査も発表されている135、136、137、138。 
このように、今井町に関する調査研究が蓄積されてきた。 
しかし、重伝建地区選定前後における単体町家の保存から地区全体の保存整
備事業へという過程を経て、その保存整備事業がどのような体制で進められて
きたか、どのような課題が残されているか、といった問題については明らかに
されていない。 
本章では、今井町を事例として 1）時系列的に保全整備計画の形成経緯・制度
を把握した上で、整備体制を明らかにし 2）重伝建地区選定前後の歴史的建造物
の保存整備実績を比較し、3）今後の歴史的建造物の保存整備事業の課題を整理
することを目的とする。 
 
  
                                                  
130 本章は「魏小娥・加藤晃規（2013）「重要伝統的建造物群保存地区における
保存計画と保存整備事業の実態―奈良県橿原市今井町を事例として」日本都市
計画学会都市計画報告集 P42-47」を基に書き加えたものである 
131 伊藤延男（1969）「今井町民家調査の概要」奈良国立文化財研究所年報 P19-21 
132 足達富士夫・他（1969）「今井町住民の保存意識」日本建築学会近畿支部研
究報告書 P169-172 
133 亀井信雄（1992）『歴史的市街地の構造と保存の評価に関する研究』東京大
学博士論文 
134 福田晴虔（1980）「町並み調査の方法と保存整備の手法」第 3 回集落町並み
対策研究集会記録 P29-53 
135 岡崎篤行・原科幸彦（1995）「歴史的町並みを活かしたまちづくりにおける
合意形成過程に関する事例研究 日本都市計画学会学術研究論文 P337-342 
136 牛谷直子・他（2002）「重要伝統的建造物群保存地区における修景実態に関
する研究」日本建築学会計画系論文集、第 561 号、P211-216 
137 黒川知沙・等（2009）「伝統的建造物保存地区における借家に関する研究 そ
の 2」日本建築学会大会学術講演集 P753-P754 
138 根田克彦（2010）「伝統的建造物保存地区におけるイベント型観光の可能性
―橿原市今井町を事例として」奈良教育大学紀要第 59 巻第 1 号 
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3.1.2 調査方法 
 研究方法は文献資料の整理と現地訪問調査及びインタビュー調査である。 
具体的には、①初期の歴史的建造物の保存から重伝建地区選定までの保存計
画に関する経緯を整理する。②重伝建地区選後の保存整備体制、保存整備の実
績を把握するため、前項①で整理したものを基に関係者へのインタビューを行
う。③歴史的建造物の保存整備実績の分析を行う。 
なお、インタビュー調査は保存整備関係者 5 人、住民団体関係者 3 人、住民
10 人、既存調査に関わった研究者 1 人の合計 19 人を対象として、2011 年 9 月
から 2013 年 2 月にかけて随時、1 回当たり約 2 時間で実施した。 
 
3.1.3 本章の構成 
 本章は 5 節によって構成される。 
3.1（本節）では本章の背景と目的を述べる。 
3.2 では研究対象今井町の歴史と今井町の現在を概説し、今井町の位置関係を
整理する。 
3.3 では今井町における重伝建地区の選定をめぐる経緯、選定後の動向などの
内容を述べる。 
3.4 では今井町を重伝建地区として選定された後の動向を整理する。 
3.5 では前項の内容を持って本章の内容をまとめる。 
 
3.2 研究対象 
3.2.1 今井町の歴史 
今井の町の発達は天文年間（15 世紀）にはじまるものである。本願寺一家衆
の今井兵部郷豊壽がここに住坊したことによって、今井を町として発達させた。
本願寺を背景としながら、町民たちは自治的団結を強め、平和な町を形成した。
16 世紀後半、覇者織田信長の武力に一戦を挑んだ今井町民は屈服を余儀なくさ
れたが、商工生産の面に注がれ、豊かな近世今井町を形作るたに至った。 
今井町の成立は一向宗本願寺の道場が建設されたことにある。本願寺は大阪
石山にありながら大名の威勢を示し、宗教的城下町といえる寺内町を経営して
いた。もとより水利の豊な大阪の地のことを取って、その寺内町が外濠を回ら
し、天険を誇ったものである。この石山本願寺の寺内町は六町から成っており、
商業も盛んであった。その為今井を古くから戸数千二三百軒、人口四千数百人
を有し商売繁盛な町場という俗に称した町である。16 世紀後半に形成された六
町を図 3-1A139で示す。 
明治以降（18 世紀）今井町と小綱村が合併し今井町が成立した。それは近代
的地方自治体の確立を目的として公布された町村制に基づき、従来その関係の
深かった今井・小綱両村の協議があって、新町を結成することになった140。 
                                                  
139 今井町絵図（細田家所蔵）『今井町絵図集』 
140 今井町史編纂委員会（1957）『今井町史』中西文山堂 
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図 3-1A 16 世紀後半の今井町（細田家所蔵） 
 
3.2.3 今井町の現在 
1）今井町 
今井町は、近鉄橿原線八木西口から徒歩約 5 分、JR 桜井線畝傍駅から約 10
分という交通の便利な場所に位置する。東に約 1300 年前の日本最初の都城であ
る「藤原京跡」があり、南には神武天皇を祭る「橿原神宮」があり、また万葉
文化のふるさと「明日香」も近い。1993 年 12 月重伝建地区に選定され、東西
約 600m、南北約 310m の旧環濠に囲まれた地区である。 
橿原市は奈良県下で 5 番目の市として 1956 年 2 月 11 日、磯城郡耳成村、高
市郡畝傍町、鴨公村、八木町、今井町、真菅村の 6 町村が合併し市制を施行さ
れた市である。当時 38,560 人であったが、現在 12 万 5 千人余りである。 
橿原市は奈良県のほぼ中央に位置し、東西 7.5km、南北 8.3km の広さを擁す
る。東は桜井市、西は大和高田市、南は高取町・明日香村、北は田原本町と接
している。全体的な起伏が少なく、市内の中央部には飛鳥川、西には曽我川が
流れている。また、三山（畝傍山：標高 199m、耳成山：139m、香具山：152m）
がそびえ、その中央には約 1300 年前に日本初の都の藤原宮跡がある。 
国の重要文化財である今西家をはじめ、504 件もある歴史的建造物を擁する
地区である。重要文化財・非重要文化財の町家の整備、電線地中化、道美化、
周辺地区との調和を図るための公園整備、などの整備事業が進められた。その
成果としては、景観賞、街づくり賞など多数の賞を受賞している。一方、今井
町でも少子高齢化に伴い、空き町家が増加しつつある。2009 年見直し調査では
老朽した空き町家が今井町の建物の 11％を占めていることも明らかになった141。 
                                                  
141 橿原市教育委員会（2009）『橿原市今井町伝統的建造物群保存地区見直し調
査報告書』 
- 54 - 
 
現在の町と初期の変化を図 3-1B で示す。 
2）今井町と橿原市 
今井町は奈良県橿原市に位置する。橿原市では鉄道網を JR と近鉄が縦横に走
り、あわせて 13 の駅があり、また国道 24 号・165 号・169 号と道路網も発達
し、大阪からは 30～40 分、京都からは約 1 時間、関西国際空港からは約 1 時間、
名古屋からは約 2 時間となっている。交通の便も良く、古代から交通の要とな
っている。橿原市の位置を図 3-2 で示す。 
 
 
図 3-1B 初期と現在の今井町の平面図 
N 
0 100 
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図 3-2 橿原市の地理位置（橿原市ホームページより引用） 
 
 
3.3 重伝建地区の選定経緯 
3.3.1 選定前の調査 
ここでは、保存計画の経緯を確認するため、大学および研究機関、文化庁、
建設省、学識者・県・市の合同調査によって行われた 6 つの調査142、143、144、145、
146、147を時系列に整理する。文献資料を基に、調査主体、調査内容、調査結果
についてまとめたものが表 1 である。調査体制は国、県、市、学識関係者、な
どによって構成された。また、それぞれの調査の内容と調査結果を見てみると、
対象が個別の建築調査から地区全体の調査へと拡大されたことがわかる。 
さらに、保存計画における調査の目的、保存計画の内容をまとめたものが表 2
である。今井町における保存計画の内容が歴史的建造物の指定から地区全体の
保全が検討され、重伝建地区の指定に伴う制度、技術的検討が行われている。 
 
 
 
 
                                                  
142 今井町史編纂委員会（1957）『今井町史』中西文山堂 
143 関野克・等（1958）『今井町民家についての若干の問題点』日本建築学会論
文報告集 No60 
144 奈良国立文化財研究所・奈良女子大学（1964・1967）『奈良国立文化財研究
所年報』 
145 文化庁（1977・1980）『歴史的環境保全市街地整備計画調査報告書』 
146 建設省（1977・1978）『歴史的環境保全市街地整備計画調査報告書』 
147 橿原市教育委員会（1992・1993）『橿原市今井町伝統的建造物保存地区予定
地区における建築基準法の緩和条例案の検討調査報告書』 
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表 3-1 既往調査 
 
表 3-2 保存計画の関連内容 
 
 
調査
年度 調査主体 調査内容 調査結果
1955年 東京大学 今井町の町家の中で 極限られた範囲を対象とした調査 『今井町史』の刊行
1964年
～
1967年
奈良国立文化財研究所
奈良女子大学
伝統的な住宅における現状の
住まい方や改善の方向につい
ての実証的調査
507戸を調査し、その町家の平面の分
類と構造形式にみる時代的変遷や、接
客空間で ある座敷の発展過程につい
ての解析が得られた
1977年
～
1980年
文化庁 市街地の形成史、地区構造の特性の把握、町割、敷地割の
調査
各町家の平面類型、敷地利用単位の
空間構成・特性が明らかにな った、今
井町の保全のための整備課題が整理
された
1977年
～
1978年
建設省
今井に関する調査研究の文献
収集、行政資料及び各種都市
計画関係資料の収集、旧市街
地及び周辺の現状調査
歴史的環境保存の課題を整理し、整備
計画の基本方針の検討が行われた
1992年
～
1993年
学識経験者、国、県、市
担当者からなる委員会及
びワーキンググループ
選定予定の重伝地区における
建築基準法の緩和条例案の検
討調査
選定の後には、建築行為は現状変更
の許可が必要となり、歴史的環境の保
存のため、修理、修景基準に適合した
ものに指導する基本方針が定められた
2009年 橿原市教育委員会 今井町伝統的建造物群保存地区見直し調査
今井町における借家、空き町家の現状
が明らかにされた
調査年度 調査目的 保存計画の内容 結果
1955年 民家が文化財指定の基準を作成する目的の一つとして、調査を実施する 重要文化財として指定する
民家8件が国の重要文化財に
指定される
1964年
～
1967年
調査範囲を全町内にまで広め、面的な
保存を考慮に加えた調査を実施する
生活空間を含む場合の保存、
今井町の記録的保存を図る
住民の保存意識と保存方式の
検討
町並みの景観保存技法の検討
1977年
～
1980年
伝統的な都市型の町並みについて歴
史的環境保存整備計画の策定調査を
行う際、モデルケースとして今井町を
選定する
旧環濠内の保全整備計画の策
定を行う
歴史的環境の保存を図りつつ、
近代に適した生活環境整備計
画の策定
保存修景・環境整備計画策定
の作業を行う
歴史的環境市街地保存整備計
画とその実現方法の検討
1977年
～
1978年
これまでの調査における保全整備方
針を受け、今井町の都市計画道路問
題の解決を目指し、建設所都市局街
路課所管の「歴史的地区環境整備街
路事業」による街路整備事業の実施、
今井町全体の保全と整備を具体化し
ていく
整備計画及び歴史的地区環境
整備街路事業の検討
今井町整備計画の検討
都市計画道路の変更の検討
公園緑地計画、下水道路計画
の検討
1992年
～
1993年
「重伝地区」の指定に伴う制度的、技
術的検討を行い、この地区に対する緩
和条例の原案づくりを行う
「避難」「防災」「通行」という視
点から現況を分析し、緩和に対
する代替措置の検討
旧環濠道路である都市計画道
路の整備、周辺での駐車場整
備が提案された
2009年
長屋借家の現状、文化財的価値を明
らかにし、その保存と活用のための諸
問題を整理する。対応策を検討する、
保存計画や補助金交付の基準など、
伝統的建造物群保存地区保護施策の
充実を図る
地区の特性の重要な構成要素
である借家の位置づけを明確
にする、現状にあった修理基準
を設ける、修理にかかる経費の
圧縮の検討
長屋の文化財的価値が確認さ
れた
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3.3.2 保存計画と整備計画の策定 
1）調査と計画の検討期（1955 年から 1992 年） 
前項で述べたように、1955 年から 1992 年までには、国、大学機関による調
査が行われた。それらの調査結果を基に、保存計画の内容を検討した。この保
存計画が「点」（建造物）から「面」（地区全体）へと拡大されていったことを
確認した。 
主に、次の 4 項目について検討され計画が立てられた。①地域を一体的に整
備する歴史的環境保全地区を計画する。②保存対象となる遺跡、遺構などが含
まれる地区を歴史的環境維持地区に計画する。③周辺の都市変化から維持地区
を保護する歴史的環境整備地区を計画する。④維持地区の活力、魅力を高める
ための施設を地区内に適宜に配置・整備する歴史的環境保全施設を計画する。
それぞれの項目を図 3-2148で示す。 
 
 
 
2）保存計画と整備計画の検討期（1964 年～1993 年）  
 1964 年から 1993 年までは目的別での調査が行われ、その成果を基に保存
計画の内容が検討され、保存整備の項目が策定された。その保存整備計画の内
容は 6 項目に区分された。①住宅建て替え・指定文化財の修理・修景・などの
住宅建造物を整備する。②近隣公園・児童公園・特殊公園などの公園を整備す
る。③公民館・児童館・来訪者施設などの公共施設を整備する。④下水道・排
水路・上水道・電柱撤去などの整備をする。⑤環濠を整備する。⑥幹線道路、
区画道路、歩行者専用道路、細街路などの道路・街路を整備する。 
この中で、項目⑥番の道路・街路の整備については、今井町を貫通する道路
が計画されたが、（図 3-3149）その後の検討によって見直し案が作成され、1989
年都市計画道路の変更もされた。 
                                                  
148 渡辺定夫（1994）『今井の町並み』同朋舎出版 P85 
149 渡辺定夫（1994）『今井の町並み』同朋舎出版 P95 
図 3-2 保存整備の対象と構成 
歴史的環境保全地域 
歴史的環境維持地区 
歴史的環境整備地区 
歴史的環境保全施設 
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 一方、岡崎（1995）は今井町の合意形成過程、民家調査が実施された 1955
年から重伝建地区に選定された 1993 年までの住民活動の経緯をまとめ、住民の
活動を 5 期に分けられた150。 
第１期、住民活動発生前（1955～1970）では、民家を重要文化財として指定
される一方、町内を通過する 2 本の都市計画道路が決定された。 
第 2 期、住民活動の初期（1971～1977）では本格の町並み調査が実施され、
専門家との交流を通して一部住民により初めて「今井町を保存する会」が結成
され、町並み保存運動が始まり、都市計画道路の見直しが決定した。 
第 3 期、関係住民拡大期（1978～1983）では伝建地区の指定を目標とした全
戸調査が実施され、自治会を母体とする全住民的組織である「今井町保存問題
に関する総合調査対策協議会」（住民協議会１）が結成された。その後、市の基
本構想案の提示を受けて、保存問題に中立な規約に改正、名称を「今井町保存
問題に関する対策協議会」（住民協議会 2）と改めた。 
第 4 期、住民活動活発化期（1984～1989）では、「住民協議会 2」が町並み保
存に積極的な規約に改正し、名称を「今井町町並み保存対策協議会（住民協議
会 3）と改めた。合意形成のために活発な啓発活動を展開した。 
第 5 期、意見調整期（1990～1993）では、借家所有者を中心に伝建地区指定
反対の「今井町町並み保存を再考する会」が結成され、反対運動を展開した。
これを受けて市及び賛成、反対双方の住民が参加した「今井町町並み保存協議
会」が開催され、最終的な合意形成の努力がなされた。 
 
3）保存計画の見直し調査（2009 年） 
 2009 年の地区の見直し調査には次のような経緯がある。今井町 4 団体（補
                                                  
150 岡崎篤行・他（1995）「歴史的町並みを活かしたまちづくりにおける合意形
成過程に関する事例研究―橿原市今井町地区の伝建地区指定を対象としてー」
日本都市計画学会学術研究論文集 P337-342 
図 3-3  都市計画道路の変更前と変更後 
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注 10）が連名で「伝統的建造物である借家の活性促進のために」という要望を
市に提出した。そこで市は見直し調査を行い、空き町家の件数は一軒屋 28 件、
長屋建 70 件の計 98 件という結果が明らかになった。また、老朽した空き町家
は、今井町の建物の 11％を占めている。98 件中 14 人の所有者がいるが、所有
状況は家主によって大きく異なることが報告されている。14 人の所有者には 1
棟 1 戸を所有している所有者もいれば、28 棟 44 戸を所有している所有者もい
る。所有者 14 人の内訳は、所有数 10 戸以上の大規模所有者が 3 人、5 戸～9
戸の中規模所有者が 5 人、１戸～4 戸の小規模所有者が 6 人との区分がしてい
ると報告されている。この調査結果によって、保存計画における借家の文化的
価値が確認されたといえる。 
 
3.3.3 保存地区の諸制度と条例 
 1983 年、橿原市が独自の制度・今井町町並保存対策補助金交付要綱を制定し
た。次に 1989 年、伝統的建造物群保存地区保存条例と施工規則が策定された。
その中で歴史的建造物の現状変更行為許可制度が導入された。 
そして、1993 年建築基準法第 28 条（道路内の建築制限の緩和、第 44 条（建ぺ
い率の制限の緩和）、第 56 条（工作物の緩和）などの緩和条例案が検討され、
条例として制定されることとなった。 
さらに、文化財保護法第 143 条第 1 項の規定に基づき、今井町内にある土地及
び家屋に対して課する固定資産税、都市計画税についての地方税法第 6 条の規
定に基づき特例を定めた。 
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3.4 重伝建地区の選定後の動向 
3.4.1 町家と町並みの保存整備の現状 
 今井町町並み整備実績報告と歴史的建造物の修理・修景の実績の基礎資料を
基に作成したものを表 3 に示す。表 3 の内容を基づき、それぞれの現状を説明
しておく。 
表 3-3 整備項目と整備の現況 
 
項目 1・住宅建て替え・指定文化財の整備 
2013 年 2 月現在は住宅建て替え・指定文化財の整備 271 件である。 
修理修景の内容を分類し表 3-4 に示す。（なお、重要文化財の歴史的建造物の修
理・修景事業を含まない） 
表 3-4 修理・修景の内容 
 
表 3-4 によれば、1984 年から 1993 年までに 56 件が修理・修景された。1994
年から 2012 年 3 月までに 215 件が修理・修景された。具体的には町家建造物
の修理・修景は 244 件、全体の 271 件において 8 割を占める。寺・神社関係は
18 件、全体の 1 割を占める。看板修理・塀・その他の修理は 6 件で全体の 1 割
を占める。重伝建地区の選定前にも修理修景が実施されたが、重伝建地区の選
定後はその修理修景の件数が急増していることがわかる。また、修理・修景の
No 整備項目 整備現況（2013年2月現在）
1 住宅建て替え・指定文化財の修理・修景 271件整備済み
2 近隣公園・児童公園・特殊公園などの公園の整備
北環濠小公園、旧北町生活広場、中町筋生活広場、
旧西町生活広場、南町生活広場、蘇武橋公園
3 公民館・児童館・来訪者施設などの公共施設の整備
いまいまちや館、まちづくりセンター、
今井景観支援センター
4 下水道・排水路・上水道・電柱撤去などの整備
電線地中化・約2650m整備済み、今後1610mを実施
予定
5 環濠の整備 今井町西エリアの復元
6
幹線道路、区画道路、歩行者専
用道路、細街路などの道路・街
路の整備
道路の美装化（約3140m）
歴史的建造物
（町家）
寺・神社
建築物
看板・塀 その他 合計
1984～1993 53 0 0 3 56
1994～2011 191 18 3 3 215
合計 244 18 3 6 271
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実績の申請者は次の通りである。町家建造物については住民と住民団体が申請
する。寺・神社の建造物については、神社関係者が申請する。看板・塀の修理・
修景については、住民が申請する。その他（地藏・水路の石積）は自治委員会
の長、またはその他の住民が代理申請する。 
 
項目 2・公園の整備 
北環濠小公園をはじめ、計 6 か所が整備されている。公園整備の事例・蘇武
橋公園の整備経緯を述べておく。この公園整備は 2004 年 11 月地域住宅交付金
を利用し、小規模住宅地区改良事業として 24 件の住宅を撤去し整備したもので
ある。県と市が 2004 年 11 から住民との立退き補償交渉を行い、2007 年 7 月解
体除去が完了した。2009 年下排水路を暗渠化した。2010 年から 2011 年にかけ
て電線類地中化を実施した。整備前と整備後の変化を写真 3-1、3-2、3-3、3-4
で示す。 
 
 
項目 3・公共施設の整備 
保存地区では、いまいまちや館、まちづくりセンター、今井景観支援センタ
ーの 3 件がある。これらの施設は空き町家を橿原市が購入し、保存整備された
ものである。 
 
項目 4・電線地中化整備 
電線地中化整備事業が現在も進んでいる。この整備事業は 1994 年 1 月街並み
環境整備事業として承認された事業である。時期は 1994 年から 2018 までの整
備予定である。特に電線等の地中化事業は 2011 年度整備済みの区間が青色で表
示されている。その区間は 2650m である。整備計画区間が赤で表示されている。
その区間は 1610m である。整備残区間は緑で表示されている。その区間は
写真 3-1、3-2 整備前 
写真 3-3、3-4 整備後 
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1000m である。電線地中化の整備状況を図 3-4 で示す。また、詳細設計区間の
年度の工区は赤で表示されたのは 2012 年度実施する。緑で示した工区は 2013
年度実施する。黄色で示されているのは 2014 年度実施予定の工区である。紫で
示されているのは 2015 年度実施予定の工区である。それを図 3-5 で示す。 
 
図 3- 4 電線地中化整備状況 
 
図 3- 5 詳細設計区間の年度の工区 
 
項目 5・環濠の復元 
今井家の西側にある環濠を復元したものである。写真 3-5 で示す。 
 
項目 6・街路の美装化  
今井町の環境保存地区内の道路を美装化したものである。写真 3-6 で示す 
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3.4.2 町家の保存整備の補助制度 
 修理・修景 271 件の補助率を示したのが図 3-6 である。図 3-6 によると、1984
年から 1993 年までは市が 80％を負担し、県が 20％を負担していた。 
 
図 3-6 市・県・国交所・文化庁別の補助金推移 
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 今井町が重伝建地区に選定されてから、それぞれの割合をみると、国交省の
補助率の推移では、50％の場合もあれば、3 カ年度の 0％のものもある。奈良県
の補助率の推移は初期の 20％から 10％に転じている。橿原市の補助率は、1993
年以降では 60％～30％までもあるが、全体の 40％を負担しているとみられる。 
（2012 年 3 月年現在）の今井町の歴史的建造物の補助負担割合をみると、国交
省と文化庁が 50％、県が 10％、市が 40％の割合で構成されている。 
次に、271 件の修理・修景の実績における個人の負担率について説明する。そ
の結果を図 3-7 に示す。1984 年、1985 年、1995 の負担率は 50％前後だったが、
それ以外の年をみると、60％から 80％以上を負担している。 
 
図 3-7 町家・等の整備件数・負担率の推移 
 
3.4.3 町家の保存整備事業の請負者 
271 件の修理修景の実績から請負者の所在地をみると、1984 年から 2011 年
まで 95 の請負者が保存整備に携わってきた。橿原市内の請負者（43 社）が 197
件の整備事業に携わっていたが、その中では 2 社が 90 件以上の修理・修景を行
っていた。次に 1 社が 11 件の修理・修景を行った。さらに 5 件以上 10 件未満
を修理・修景が行われたのが 5 社で、43 社の 1 割を占める。5 件未満を修理・
修景の請負者が一番多かった。 
奈良県（40 社）（橿原市除く）62 件、1 社が 6 件の修理・修景を行ったが、
62 件の 1 割未満の割合を占める。3 件から 4 件の修理・修景を行ったのが 4 社
である。62 件の 2 割を占める。1 件から 2 件の計 43 件の修理・修景を行ったの
が 35 社である。62 件の 6 割以上を占める。 
奈良県以外の（11 社）が 12 件の修理・修景に携わっていた。1 社が 2 件の修理・
修景を行ったが、12 件の 1 割未満を占める。残りの 10 件は 10 社が修理・修景
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を行った。今井町の歴史的建造物における修理・修景事業は橿原市内の請負者
が 4 割を占め、奈良県の請負者が 4 割を占め、奈良県以外の請負者が 2 割を占
める割合となっている。請負の出身地の割合を図 3-8 で示す。 
また、それぞれの請負者の修理件数の割合の変化を選定前と選定後の変化を比
較したのが図 3-9 である。その結果は橿原市にある請負者が選定前の 89％から
68％の割合に変化し請負者の減少がみられた。一方、奈良県（橿原を除く）と
奈良県以外の請負者は両方が増加していることがわかった。 
 
 
図 3-8 各請負者の修理・修景の割合 
 
図 3-9 重伝建地区選定前後の請負者の変化 
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3.4.4 町家の保存整備の推進体制 
町家の保存整備事業を推進する行政の窓口は今井町町並み整備事務所が担い、
保全整備に関する住民の意見をまとめる窓口は今井町町並み保存住民審議会が
担っている。 
1990 年、橿原市教育委員会が整備準備室として奈良県から 1 名、橿原市から
2 名計 3 名の人員を配置し整備関係の業務がスタートした。今井町は重伝建地区
に選定されてから、本格的に整備事業が開始した。1996 年 4 より町並み整備事
務室が開設され、人員を 7 人が配置された。7 人の内訳について見てみる。2 人
の建築技術者が修理・修景の事業を担当している。2 人の土木技術者が電線地中
化事業の確認作業を担当している。他の 3 人は整備関係の資料処理、手続申請、
などの事務系を担当している。1998 年元の場所から現在の場所今井町内に移転
し、これまでの町並み整備事務室を「今井町町並み整備事務所」と改称した。
業務内容は修理・修景にかかわる申請確認、現場確認、電線地中化事業の推進、
住民からの整備関係の相談、地区の公園管理、公共施設の管理、などである。 
他方、1990 年から 1993 年 12 まで今井町の重伝地区の選定における賛成・反
対双方の住民が参加した「今井町町並保存協議会」が開催されたきっかけで、
審議会が設置された。この審議会はより幅広く住民の意見を反映するため、市
長、教育長、に建議できる団体として設置した。住民自らが保存計画に参画す
ることが目的である。この協議会のメンバーは各団体（今井町自治会、今井町
町並み保存会、今井町防災会、春日講、今井町区域町並み環境整備協議会、婦
人会、なごみ会、ボーイスカウト第 5 団、NPO 法人今井まちなみ再生ネットワ
ーク、青年会、橿原市消防団第 9 分団今井地区生・児童委員会、学識経験者、
顧問）から複数人を選び、計 23 人で構成される。 
 
3.4.5 町家の整備請負者情報の取得 
町家の整備請負情報の取得について、住民団体・住民を対象としてインタビ
ュー調査を行った 16 事例をまとめて述べる。16 事例の内訳は住民団体が申請
した事例は 4 件、新規住民が申請した事例は 1 件、住民が申請した事例は 9 件、
橿原市が申請した事例は 2 件である。インタビューの項目は 6 つである。①申
請者の基本情報（年代、職業、家族構成）②工事概要③事前に補助申請の要件
を知っているかどうか。④またその理由⑤施行における請負者の選び方の基準。
その結果を表 3-5 で示す。 
表 3-5 により、No.1 から No.10 までの 10 人は 50 代が 2 人、60 代が 3 人、
70 代が 5 人である。家族構成をみると、一人暮らしが 2 人、夫婦二人が 1 人、
家族と一緒に暮らすのが 7 人である。No.11 番の工事は地区共有なものとして
自治委員会が申請した。No.12.13 の工事は市が空き町家を購入し、公共施設利
用として修理・修景を行ったものである。No.14.15.16 は NPO 法人が空き町家
を 10 年間貸出し、期間内の利用をするための修理・修景を行ったものである。 
 補助申請の仕方について 16 件の中で No.10 番のみ「知らなかった」と回答し
た。知らなかった理由は新規住民であるため、これまでの補助申請に関する内
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容を理解しなかったという。一方、知っている理由としては「以前市が資料を
配った」「町並み関係の仕事に携わっている」「整備関係の仕事に携わっている」
「家族の中で町並み保存関係の仕事に携わっている」という回答があった。 
施工の請負者の選び方については、「知人の紹介」「町内の工務店を利用する」
「NPO 法人の紹介」「入札で工務店を決定する」という回答がある。 
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表 3-5 インタビューの結果 
 
 
  
No 年代 職業 家族構成 工事概要 補助申請の仕方 その理由
施工の請負者の
選び方
1 60代 自営業 1人
屋根、
壁、正面
開口部工
事
知っている 以前市が配った資料がある 知人の紹介
2 70代 自営業 1人
主屋、
壁、開口
部工事
知っている 以前市が配った資料がある
町内の工務店を利
用する
3 70代 無職 2人
屋根葺
替、部分
修理
知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
知人の工務店を利
用する
4 70代 無職 4人
屋根・壁・
正面開口
部工事
知っている 以前市が配った資料がある
町内の工務店を利
用する
5 70代 自営業 3人
屋根・壁・
正面開口
部工事
知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
6 60代 無職 4人
塀新設、
門の入り
口の修景
知っている
家族の一人が
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
7 70代 ボランティア 4人
主屋、
壁、開口
部工事
知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
8 60代 無職 4人
主屋、
壁、開口
部工事
知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
9 50代 行政関係 3人
主屋、屋
根葺替、
軸部修理
知っている
整備関係の仕
事に携われて
いる
知人の紹介
10 50代 行政関係 5人
主屋、屋
根葺替、
軸部修理
知らない 新規住民 NPO法人の紹介
11 自治委員会 地藏修理 知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
12 橿原市
主屋、屋
根葺替、
軸部修理
知っている
整備関係の仕
事に携われて
いる
入札で工務店を決
定する
13 橿原市
主屋、屋
根葺替、
軸部修理
知っている
整備関係の仕
事に携われて
いる
入札で工務店を決
定する
14 NPO関係
主屋、
壁、開口
部工事
知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
15 NPO関係 軸部補修 知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
16 NPO関係
内外の改
修、設備
の改修
知っている
町並み保存関
係の仕事に携
わっている
町内の工務店を利
用する
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3.5 保存整備事業を促進した要因と今後の対応 
3.5.1 保存整備行政と住民団体の連携 
 今井町の保存計画の実施を促進した要因は橿原市による独自の補助制度とそ
の制度を推進する体制が形成されたこと、今井町の住民の意見をまとめる住民
組織とその取り組みがあったことが挙げられる。今井町の住民達は歴史的建造
物に対する危機感を持ち、行政だけに頼らず、地区の保存意識を高める活動を
積極的に展開してきた。そこには自治都市の歴史が継承されていると思われる。 
一方で、現地調査では、修理修景をせずに放置されて老朽化の進む空き町家
もみられた。今井町町並み整備事務所と住民団体はこれまでの実績から得られ
たノウハウを活かしてそれを空き町家の保存整備を促すこと、歴史的建造物を
利活用する整備計画の中に取り込み、それらを利活用のための整備手法を検討
していくことが必要であると考えられる。 
さらに、インタビューした 16 事例にみられたように、住民が補助申請を知ら
なかった事例もある。今後、今井町の新住民になろうとする人にも周知する必
要もあり、今井町町並み整備事務所は保存地区に所在する利点を活かし、重伝
建地区制度の仕組み等について解りやすく説明する工夫が必要である。 
 
3.5.2 保存整備事業の請負者の変化への対応 
1984 年から 2011 年まで 271 件の整備実績が得られた。重伝建地区の選定前
では、橿原市内の請負者以外の業者数は少なかったが、選定後は急増したとみ
られる。特に 2001 年以降の修理件数が大幅に減少するにも関わらず、橿原市以
外の業者数が増えつつある。選定前後の修理・修景の件数の急増に対して、橿
原市の業者だけでは対応できなかったこと、または橿原市の請負者が高齢化に
伴う廃業、または後継者がいないことが挙げられる。さらに、インタビューし
た事例では、施工の請負者の選定について、行政の入札制度による選定と個人
の自由選定という方法があることが挙げられる。約 100 社の請負者が参入でき
たのはこの自由選定の方法にあると考えられる。今後、それらの請負者の変化
に対応した適切な選定基準を作成する必要があるだろう。  
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3.6 本章のまとめ 
本章の内容は、次の 4 点にまとめられる。 
1）町家の価値に対する再評価 
今井町は寺内町でありながら豪商の町として形成されてきた。京都大学の初
期調査から得られたもの、東京大学がさらに大規模に調査にして得られたもの、
そうした経緯を経て、町に関する史料、町家の特性を示す資料、町の形成から
現在に至るまでの関係資料が積み重ねられてきた。その後、これらの調査資料
に基づき今井町史が編集されてきた。 
 2）住民の合意形成と住民参加 
 今井町の重伝建地区の選定前では、地区を分断する道路の棚上げ、選定をめ
ぐる賛成と反対の意見をまとめる住民組織の努力があったとみられる。また選
定後では、住民達は重伝建地区の補助制度を利用して歴史的建造物の修理を行
ってきた。行政の力を借りながら地区の空き家問題に対して独自の組織を立ち
上げ、解決に向けての取り組みを行っている。 
3）町並みの景観を作り出す保存整備事業 
1984 年から 2011 年の間では、271 件の歴史的建造物の保存整備実績では請
負者の変化があること、修景の件数は 1993 年から 2001 年に集中していた。 
また、町家の修理修景の費用の負担率の推移は、1984 年頃から 1992 年までの
整備の負担率は橿原市が 80％、奈良県が 20％であった。1993 年以降、国の補
助を受け、市の負担率は 40％～60％となり、県の負担率が 20％から 10％に転
じた。こうした修景の件数の推移によって町並み景観の変遷を読み取ることが
できる。 
4）見直し調査前後の対応 
2006 年空き町家の解決策を探るために NPO 法人今井が設立された。その後、
2009 年の見直し調査で空き町家が増加しつつあることが明らかになった。こう
した点、その後の取り組みと実績について、空き町家の利活用をする際、どの
ような問題点と課題があるか、などの内容を次章で考察していく。 
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第四章 今井町の町家の利活用に対する住民意識の現状（151） 
4.1 はじめに 
4.1.1 本章の背景と目的 
1976 年伝統的建造物群保存地区又は重要伝統的建造物群保存地区（以下伝建
地区・重伝建地区と略す）が制度化されてから、2014 年 9 月現在 100 以上の地
区の歴史的建造物・町並みが国庫補助で保存し整備されてきた。 
近年、それらの地区の歴史的建造物・町並みを観光資源とする利活用が始ま
り、多くの観光客がそれらの地域を訪れるようになった。 
こうした地区において町並み保存とその利活用に対する住民意識がどのよう
であったかを論じる必要があると思われる。重伝建地区の町並み保存に対する
住民意識の既往研究は小林152、大島153、吉田154などが挙げられる。 
小林ら（2000）は、金沢市東茶屋街地区の保全事業実施前後の比較から住民
の町並みの評価が高まり、町並みを活用して観光地としての活性化を目指すべ
きと考える人が増え、町並みに調和させようとする意識も高まっていると指摘
している。 
大島（2005）は、長野県楢川村奈良井地区の住民の町並み保存に対する意識
が高く、歴史的建造物で居住している住民が多少の不便を感じつつも地域の歴
史的豊かさを感じとり、町並みを地域のアイデンティティとして捉える意識が
存在していると指摘している。 
吉田（2007）は、竹原重伝建地区内の属性によって町並み保存に対する意識
の差異が見られ、また属性別によって町並み保存に対する意識の差異もあると
指摘している。 
他方、今井町に対する住民意識の既往研究は、扇田・他（1969）155、岡崎・
他（1995）156、藤田（2007）157などが挙げられる。 
                                                  
151 本章は「魏小娥・加藤晃規（2014）「今井町の町家の利活用における居住者
の意識調査に関する報告―歴史的建造物の利活用手法に関する研究」日本建築
学会大会学術講演梗概集 P53-56」を元に書き加えたものである 
152 小林史彦・他（2000）「歴史的市街地における町並み景観保全と居住環境に
関する住民意識―金沢市東茶屋街地区における調査研究」日本建築学会北陸支
部研究報告集 No.43,P385-388 
153 大島規江（2005）「伝統的建造物群保存地区における町並み保存に対する住
民意識―長野県楢川奈良井を事例として」日本建築学会計画系論文集 第 590
号,P81-85 
154 吉田論子・他（2007）「町並み保存地区内外の住民の町並み保存に対する意
識の差異―竹原重要伝統的建造物群保存地区を事例として」日本建築学会計画
系論文集 第 618 号,P89-96 
155 扇田信・他（1969）「歴史的街区の保存について」その 1・2」日本建築学会
大会学術講演梗概集・北海道 P683-686 
156 岡崎篤行・原科幸彦（1995）「歴史的町並みを活かしたまちづくりにおける
合意形成過程に関する事例研究」日本都市計画学会学術研究論文集 P337-342 
157 藤田忍（2007）「まちなみ保全型ツーリズムの研究―橿原市今井町を対象に」
日本建築学会大会学術講演梗概集 P19-20 
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扇田（1969）は、生活環境の側面から住民の歴史的価値に対する意識が高い
ため今後住宅地化しつつも部分保存を進めることできると報告している。 
岡崎（1995）は、重伝建地区の指定に関する合意形成では周辺地区との生活
環境の格差が問題視されたが、保存事業だけでなく住環境整備など他の事業の
施行を同時に行うことより円滑に合意形成が行えるようになると指摘している。 
藤田（2007）は、今井町についてまちなみ保全型ツーリズム導入に関する住
民・観光客・ボランティアガイドの 3 者の意向を調査している。その結果、住
民は保全型ツーリズムの導入そのものには肯定的な意見を持つ傾向にあるが、
観光客との交流については消極的な住民が多く、観光化より空き家の整備や建
物の規制緩和が先であるという意見が多くみられると報告している。 
以上のように重伝建地区の町並み保存に対する住民意識の調査研究が蓄積し
てきた。また近年、観光利用に対する観光客と住民の意識調査研究もみられる。
しかし、重伝建地区における歴史的建造物の利活用に対する住民意識について
の論及はみられない。 
そこで、本章では今井町を事例とし、その町家の利活用に対する居住者の意
識調査を通じて、今後の歴史的建造物の利活用手法に向けた新たな知見を得る
ことを目的とする。具体的には開催する各種イベントへの住民の参加状況、空
き町家の利活用手法、地区内の店舗・施設の利用状況、などについて調査を行
い、それに基づき町家の利活用に対する住民の意向を明らかにしていく。 
なお、ここでは、ゼンリン住宅地図を用いたメッシュサンプリング調査を用
いて直接配布・回収を行った。アンケートの結果は SPSS による記述統計、ク
ロス集計、主成分分析、などの手法で分析した。 
 
4.1.2 調査方法 
まず、空き町家、地区内の店舗・施設などの変化と利活用の現況を資料と参
与観察により把握する。次に把握した内容に従いアンケートを実施した。アン
ケートの項目については既存の調査結果と比較して其の変化を明らかにするた
め、「世帯の属性」、「居住意識」に関する項目を設定した。「各種イベントへの
参加」「参加したい研修・研究会  」「空き町家の利活用とその課題」「地区内の
店舗・施設の利用」については選択式で設定した。また現在の町と将来の町に
対する意向を自由記述式で設定した。   
 
4.1.3 本章の構成 
本章は 6 節によって構成される。 
4.1 では研究背景と目的及び研究の方法を述べる。 
4.2 では町家の利活用の概況を空き町家の利活用と町家の利活用に分けてそ
の内容を整理する。 
4.3 では調査対象とアンケート調査の概要及び回答者について述べる。 
4.4 では前項の二つの利活用について、回答内容と属性の違いに着目しつつ住
民意識の差異の有無を確認し、今後の町家の利活用に与える影響を検討する。  
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4.5 では町家の利活用の問題と課題に対する住民の回答内容に基づき、属性の違
いによる住民意向の差異の有無を確認する。 
4.6 では以上の分析結果から結論をまとめる。 
 
4.2 町家の利活用 
4.2.1 空き町家の利活用の現況 
建設省（1978）によれば、歴史的環境保全市街地整備計画調査で今井町に 49
件の空き町家があると報告している158。その後、橿原市（2009）は今井町重要
伝統的建造物群保存地区見直し調査 で、98 件の空き町家（内訳・一軒屋 28 件、
長屋建 70 件）があると報告している159。 
約 30 年間で倍増してきた空き町家の利活用に取り組むためには、NPO 法人
今井まちなみ再生ネットワーク（以下 NPO 法人今井と略す）が設立された160。
この NPO 法人今井は 2006 年度から 2013 年度までの 8 年間その活動を通じて
累計 43 件の空き町家を利活用してきた161。 
また、空き町家の利活用の事例分析から次のようなことが明らかになった。
①今井町に家を持ちながら「病気のため他地域で生活している娘夫婦と同居す
ることになった」、「息子が関東地方に転勤することになった」、「近所のマンシ
ョンに引越しをする」などの事情で他地域を生活拠点としている人がいること、
②NPO 法人今井の活動が空き町家の数を減少させ、その利活用の仕組みが機能
し始めていること、また、施設のみならず住居・住居兼店舗・事務所といった
利用形態を取り入れたことが空き町家解決の一策であること、③住居・住居兼
店舗・事務所・店舗兼事務所の利用者の意向調査から「今井町に憧れがある」
という意向を持つ人が多いことがわかった162。 
 
4.2.2 町家の利活用の現況 
 本章における今井町の町家の利活用は、町家を活かした建築教育、各種イベ
ント利用、交流の場として施設利用を行うこととする。そこでそれらの現況を
整理しておく。 
                                                  
158 建設省（1978）「歴史的環境保全市街地整備計画調査報告」 
159 橿原市教育委員会（2009）「橿原市今井町伝統的建造物群保存地区見直し調
査報告書」 
160 2005 年今井町並み保存住民審議会のよびかけで「今井の町並み保存整備と
NPO」の学習会が行われ、空き町家問題を解決するための NPO 法人今井の設立
が検討された。また、NPO 法人今井は空き町家対策の窓口として、「サブリース
事業」の執行を担う役割も検討した。2005 年 9 月から 2006 年 7 月まで 2 回の学
習会と 7 回の検討会の開催をし、各地の事例を勉強しながら、今井における NPO
法人について活動方針・活動内容などを決め、NPO 法人の申請に至った 
161 NPO 法人今井（2014.6）総会資料 
162 魏小娥・加藤晃規（2013）「空き町家の長期利用のための手法に関する研究
―奈良県橿原市今井町を事例として」日本建築学会地域施設研究シンポジウム
No.31.P45-50 
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まず、教育の場については、今井小学校の総合的学習時間で今井町を実践の
場とし、生活科と今井タイムに分けて学年毎に学習課題を選定し実施している
ことが挙げられる。特に 3 年生からは個人やグループでの取り組みが多く、社
会科の地域学習や歴史学習と関連づけて教科的な発展式学習として設定してい
る163。   
次に、イベントの利用については、今井町では昔から行者まつり・太神宮・
地蔵まつりなどの行事が行われているが。重伝建地区の選定に伴い、廃止され
た行事が復活したりする行事は、新たな行事として開催されるようになった。
こうした今井町をイベントの場とする暮らしの年間行事について、その開催期
間、場所、目的、主催などが公報されている164。さらに、開催時期になるとイ
ベント内容を知らせる広報ビラが町内にはられているのをみることもでき、こ
れらの開催場として町家が利活用されている。 
交流の場としての施設利用については、今井町が重伝建地区に選定されてか
ら、町家の保存整備の事業を推進してきた結果、既存の施設以外に 4 つの交流
施設が地区内にできている165。既存施設の「今井まちなみ交流センター」は 1
階と 2 階によって構成され、1995 年 2 月より見学と講堂・会議室の賃室利用と
なっている。「今井まちなみ交流センター」の維持管理は橿原市が行われている。
「今井まちや館」は町家の様式を持ち、1998 年 5 月より開館し見学利用してい
る。「今井町づくりセンター」は 1 階と 2 階で構成され 2001 年 6 月より見学利
用を開始した。「今井まちや館」と「今井町づくりセンター」は橿原市が所有し
ており、その維持管理を今井町町並み保存会が行われている。「ゆうゆう今井」
は 2 室で構成され、障害者達が利用しやすい施設として 2008 年 11 月より開設
した。「今井庵」は NPO 法人今井が所有者から 10 年間の期間で借り、生活体験
施設として 2010 年 8 月より開設した。なお、その利用管理は NPO 法人今井が
担っている。 
 以上、今井町の町家の利活用について、空き町家の利活用と町家の利活用に
分けて説明した。空き町家の利活用の実態、町家の利活用（教育の場としての
利活用、イベントの場としての利活用、施設を交流の場としての利活用）の内
容とその問題点については別章で論じる。 
  
                                                  
163 今井小学校の取り組み（2012）ユネスコスクール資料 
164 NPO 法人今井まちなみ再生ネットワーク（2009）今井町町家暮らしのすすめ 
165 今井町町並み保存整備事務所（2014）5 施設資料 
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4.3 調査の概要 
4.3.1 調査地区 
今井町はかつて商家町でありながら自治都市として発展してきた。国指定の
重要文化財である今西家を始め、江戸初期の建築が 750 戸もの「群」として、
古い町並みや路地の風情を残している。また今井町の保存地区内は、伝統的産
業である酒造と醤油醸造が伝統工法を受け継ぎながら製造と販売を行っている
地区でもある。1993 年 12 月重伝建地区に選定されて以来、歴史的建造物の保
存整備以外に、電線地中化・道路美化、周辺地区との調和を図るための公園整
備などの保存整備事業が進められてきた。 
1998 年 1 月橿原市の人口統計では今井町 1 丁目は 197 世帯、2 丁目は 219 世
帯、3 丁目は 140 世帯、4 丁目は 420 世帯であった。2014 年 1 月現在 1 丁目は
194 世帯、2 丁目は 235 世帯、3 丁目は 185 世帯、4 丁目は 422 世帯となってい
る。次に、今井町丁別の人口増減をみると、1998 年 1 丁目は 543 人、2 丁目は
533 人、3 丁目は 402 人、4 丁目は 1173 人であるが、2014 年 1 月現在 1 丁目は
415 人、2 丁目は 452 人、3 丁目は 461 人、4 丁目は 1037 人である166。従って、
世帯数については 2 丁目と 3 丁目の世帯数が増加し、1 丁目と 4 丁目の世帯数
はそれほど変化していないこと、また人口は 1 丁目、2 丁目、4 丁目の人口が減
少していることがわかる。丁別の世帯と人口を図 4-1 で示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 1998 年と 2014 年の丁別の世帯数・丁別の人口数 
 
4.3.2 アンケート調査の概要  
 
前項の 2014 年度今井町の世帯数の統計により、保存地区全体の合計 1036 世
帯における未調査の番地・地区外、地区内の調査済の番地の要介護の高齢者、
他地域を生活拠点としている人、などを除き、2014 年 2 月 1 日から 2 月 19 日
                                                  
166 今井町人口統計・橿原市ホームページ 
http://www.city.kashihara.nara.jp/kikaku/toukei/jinkou/tikubetu_tyoubetu_jinkou.html 
（2014 年 3 月アクセス） 
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に渡って現住の 260 世帯を直接訪問した。185 枚アンケート要紙を配布し、178
枚を回収できた。 
なお、アンケートの内容を表 4-1、調査地区の明細を表 4-2、調査エリアを図
4-2 で示す。 
表 4-1 アンケートの内容 
 
表 4 -2 調査地区の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調　査　項　　目 調　査　内　　容
1.調査対象者の属性 性別、年代、職業、家族構成
2.居住形態・居住意向 持ち家・借家・その他／今井町に住み続ける、他所に移住する、わからない
3.各種イベントの参加 各種イベントについて「参加した」「参加しなかった」「興味がない」3段階で回答してもらう
4.今後参加したいもの 各種研修・交流会を「参加したい」「どちらともいえない」「参加したいと思わない」3段階で回答してもらう
5. 空き町家の利活用手法 5つ利用方法について「そう思う」「どちらともいえない」「そう思わない」3段階で回答してもらう
6.空き町家の利用計画 4つ利用計画について「そう思う」「どちらともいえない」「そう思わない」3段階で回答してもらう
7.地区内の店舗・店の利用 店舗・店の利用について「0回」「周1回以上」「月1回以上」「年1回以上」4段階で回答してもらう
8.施設の利用 施設の利用について「0回」「周1回以上」「月1回以上」「年1回以上」4段階で回答してもらう
9.自由記述 現在と将来の町に対する意向を記述する
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図 4 -2 調査地区の各丁の区分図 
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4.3.3 アンケート回答者の属性 
回答者の属性に関して、年代、家族の人数、職業、居住の形態（持家・借家）
についてのクロス集計を行った。年代でみると 70 代が一番多く 66 人、次は 60
代で 52 人、80 代と 40 代は同じ 18 人、50 代 17 人、30 代 5 人、20 代 1 人と
なっている。家族の人数は、2 人が 69 組で一番多く、3 人が 32 組、4 人が 26
組、5 人が 16 組、7 人が 6 組、8 人が 1 組、1 人が 15 組となっている。70 代以
上の世帯回答者が約 4 割以上を占めており、人口の高齢化は町の活動などに何
らかの影響を与えると思われる。年代と家族の人数のクロス集計を表 4-3 で示
す。回答者のうち、持ち家は 149 名であり、借家は 27 名である。持ち家の割合
は全体の約 8 割を占め、借家の割合は約 2 割を占める。また、無回答は 2 であ
る。居住形態と年代別のクロスを表 4-4 で示す。 
回答者の職業は無職が 78 人で一番多い。次に自営業が 45 人で、主婦が 21
人、会社員・公務員が 12 人、パートが 7 人、ボランティアが 4 人、その他が 2
人で無回答である。回答者の男女別の職業のクロス集計を表 4-5 で示す。 
 
表 4-3 回答者の年代と家族の人数      
 
表 4-4 回答者の居住形態と居住年数 
 
表 4-5 回答者の性別と職業 
 
  
0.5～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70年以上 合計（人）
持ち家 14 4 8 15 23 18 29 38 149
借家 7 0 0 0 4 3 6 7 27
無回答 1 0 0 0 0 1 0 0 2
合計 22 4 8 15 27 22 35 45 178
現在の住
い形態
居住年数
自営業 無職 主婦
パート・
アルバイ
ト
非自営
業 会社員 公務員
委託職
員
ボラン
ティア
職員
無回答
男性 30 44 0 0 2 5 6 2 2 2 94
女性 15 34 21 7 1 2 0 3 2 0 84
合計 45 78 21 7 3 7 6 5 4 2 178
年代
職業
合計(人）
- 79 - 
 
4.4 町家の利活用に対する住民意識 
4.4.1 空き町家の利活用に対する意向 
扇田（1969）は、「町家の利用」に対する住民の意向について、「居住を主に
考えるものが 6 割以上を占め、宿泊・観光・文化施設の割合が 1 割～2 割であ
る」と報告している167。また、扇田（1979）は空き町家の利活用における住民
の意向について、「町並みに調和した家を」「出来れば子供の遊び場に」「見苦し
くないように管理を」と報告している168。一方、空き町家の利活用における家
主の意向については「良い提案があれば考える」、「道路幅の狭さや駐車場の不
足のため、空き町家を壊して駐車スペースにしたい」、「NPO 法人今井再生ネッ
トワークに委託し利用方法を探っており一部を売却してもよい」、「自分の趣味
に使う・息子が帰ってくるとき使う」、「維持できないが他人に貸したり使わせ
たりすることを望まない」などの回答も報告している169・170。 
本調査では空き町家の利活用方法について以下の 1～5のような種類を提示し、
利活用方法について「そう思う」「どちらともいえない」「そう思わない」の 3
段階で回答してもらった。回答の結果を図 4-3 で示す。 
1・映画上映・音楽会・展示などの多機能な場 
2・観光宿泊の宿 
3・学習やセミナーの場 
4・期間限定の中華・和・洋料理専門店 
5・新たな取り組みは難しい 
 
図 4-3 空き町家の利活用方法に対する住民の意向 
                                                  
167 扇田信・他（1969）「歴史的街区の保存について」その 1・2」日本建築学会
大会学術講演梗概集・北海道 P683-686 
168 扇田信・他（1979）「伝統的居住地共用空間の利用・管理に関する調査研究」
日本建築学会大会学術講演梗概集 P1157-1158 
169 藤井梓・他（2009）「伝統的建造物群保存地区における借家に関する研究・
その 3」日本建築学会大会学術講演梗概集 P755-756 
170 魏小娥・加藤晃規（2013）「空き町家の長期利用のための手法に関する研究」
日本建築学会地域施設研究シンポジウム No.31.P45-50 
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図 4-3 により、「1」に対する「そう思う」の回答の割合は 52％、「どちらとも
いえない」は 39％、「そう思わない」9％である。「2」に対する「そう思う」の
回答の割合は 40％、「どちらともいえない」43％、「そう思わない」17％である。
「3」に対する「そう思う」の回答の割合は 29％、「どちらともいえない」53％、
「そう思わない」18％である。「4」と「5」に対する「そう思う」の回答の割合
は同じ 26％、「4」の設問に対する「どちらともいえない」44％、「そう思わな
い」29％である。「5」の設問に対する「どちらともいえない」46％、「そう思わ
ない」28％である。よって、5 割以上の回答者が空き町家を「1・映画上映、音
楽会・展示など多機能の場」としての利用に肯定的な意見をもつこと、「どちら
ともいえない」という意向を持つ人の割合は 4 割から 5 割であること、さらに、
3 割弱の回答者が「5・新たな取り組みは難しい」に対する否定的な意見を持つ
ことが明らかになった。こうした結果は、住民は「空き町家」を何らかの形で
利用してほしいことを示していると考えられ、「今井町に憧れがある」人々のニ
ーズを、所有者が提供する空き町家にマッチングすれば、その利活用の可能性
があると考えられる。 
次に、空き町家の利用計画について以下の 1～5 のような利用計画の作成を提
示しそれぞれの利用計画について「そう思う」「どちらともいえない」「そう思
わない」の 3 段階で回答してもらった。結果を図 4-4 で示す。 
1.行政が空き町家を利用できる誘導制度を作る 
2.行政が所有者と不動者会社及び NPO 法人の連携を促進し利用計
画を立てる 
3.所有者同士が連携し利用計画を立てる 
4.所有者が不動産会社と連携し利用計画を立てる 
5.所有者が NPO 法人と協力し利用計画を立てる 
 
図 4-4 空き町家の利用計画の作成に対する住民の意向 
 
図 4-4 により、「1」に対する「そう思う」の回答の割合は 58％、「どちらとも
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いえない」は 31％、「そう思わない」は 10％である。「2」に対する「そう思う」
の回答の割合は 36％、「どちらともいえない」53％、「そう思わない」11％であ
る。「3」に対する「そう思う」の回答の割合は 36％、「どちらともいえない」
53％、「そう思わない」11％である。「4」に対する「そう思う」の回答の割合は
28％、「どちらともいえない」53％、「そう思わない」19％である。「5」に対す
る「そう思う」の回答の割合は 46％「どちらともいえない」43％「そう思わな
い」11％である。 
よって、6 割弱の回答者は「1 行政が空き町家の利用できる誘導制度を作る」
という意向をもつ。また、5 割弱の方は「5 所有者が NPO 法人と協力し利用計
画を立てる」という意向をもつことがわかる。 
こうした利用計画を持つ人々は、地区内の事情（他地域を生活拠点としてい
る個人の事情、空き町家を維持していくことが難しい現状）、これまで NPO 法
人の活動から利活用できた事例を考えると、行政と NPO 法人及び所有者による
利用計画を立てることが望ましいと考えられる。 
 
4.4.2 イベント利用に対する参加意向 
今井町の保存地区内で開催されているイベントについて以下の 1～6のような
イベントを提示し、それぞれのイベントの参加有無を「参加した」「参加しなか
った」「興味がない」の 3 段階で回答してもらった。回答の結果を図 4-5 で示す。 
1・防災フェスティバル」 
2・今井町町並み散歩 
3・町内会の地蔵まつり・行者まつりなど 
4・今井灯火会 
5・秋だんじりまつり 
6・その他（不定期の講習会・コンサート） 
 
図 4-5 イベントに対する住民の参加現況 
 
65%
57%
86%
63%
56%
47%
34%
40%
12%
33%
43%
48%
1%
2%
2%
3%
2%
4%
1%
1%
0%
1%
0%
0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
1.防災フェスティバル
2.今井町町並散歩
3.町内会の地蔵まつり・
行者まつりなど
4.今井灯火会
5.秋だんじりまつり
6.その他（不定期の講
習会・コンサート）
参加した 参加しなかった 興味がない 無回答
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図 4-5 によると、「1」に対する「参加」の回答の割合は 65％、「参加しなかっ
た」34％、「興味がない」1％である。「2」に対する「参加した」の回答の割合
は 57％、「参加しなかった」40％、「興味がない」2％である。「3」に対する「参
加した」の回答の割合は 86％、「参加しなかった」12％、「興味がない」2％で
ある。「4」に対する「参加した」の回答の割合は 63％、「参加しなかった」33％、
「興味がない」3％である。「5」の設問に対する「参加した」56％、「参加しな
かった」43％、「興味がない」2％である。「6」に対する回答の割合は 47％、「参
加しなかった」48％、「興味がない」4％である。 
よって、「3」に参加する住民の割合は 8 割以上を占め、他のイベントより参
加率が高いこと、また「1」に参加する住民の割合は 6 弱を占めることから防災
に対する関心が高いことがわかる。 
前項で得た同じ参加率の「1 防災フェスティバル」と「4 今井灯火会」をグル
ープ 1、「2 今井町町並み散歩」と「5 秋ダンジリまつり」をグループ 2 に設定
した上で、「年代」を「20 代～30 代」「40 代～50 代」「60 代～70 代」「80 代～
90 代」の 4 グループによって、どのような傾向がみられるかを、カテゴリカル
正準相関分析を行った。このような 5 つの項目から得られたカテゴリー間の位
置関係を図 4-6 で示す。 
図 4-6 によると、「20 代～30 代」「40 代～50 代」「80 代～90 代」は、どのイ
ベントにも「参加しなかった」「興味がない」の位置に分布している。「60 代～
70 代」は、「巡回に参加した」「各種訓練に参加した」「手伝いとして参加した」
の位置に分布していることがわかった。こうした結果は、イベントの参加者は
60 代から 70 代が多いと推測できる。 
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図 4-6 イベントの参加と年代のカテゴリー図 
 
 
 
 
成分負荷 
グループ 
次元 
1 2 
1 防災フェスティバルa,b -.285 .781
今井灯火会a,b -.900 -.205
2 今井町町並散歩c,d 次元 1 .203 -.578
2 -.315 .542
秋だんじりまつりb,e -.898 -.211
年齢b,e -.121 .555
a. 最適尺度水準: 順序 
b. オブジェクト空間内の単一数量化変数の射影 
c. 最適尺度水準: 多重名義 
d. オブジェクト空間内の多重数量化変数の射影 
e. 最適尺度水準: 単一名義 
※成分負荷は数量化された変数とオブジェクトスコアの相関係数を指す 
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次に、参加してもよいイベントについて以下の 1～4 のようなイベントを提示
し、それぞれ「参加したい」「どちらともいえない」「参加したいと思わない」
の 3 段階で回答してもらった。回答の結果を図 4-7 で示す。 
1・空き町家の利活用研究会 
2・まちづくり講習会 
3・県外での勉強会・研修会 
4・他地域との交流会 
 
図 4-7 参加したいものに対する住民意向 
 
図 4-7 によると、「1」に対する「参加したい」の回答の割合は 28％、「どちら
ともいえない」50％「参加したいと思わない」22％である。「2」に対する「参
加したい」の回答の割合は 37％、、「どちらともいえない」47％、「参加したい
と思わない」16％である。「3」に対する「参加したい」の回答の割合は 28％、
「どちらもいえない」47％、「参加したいと思わない」25％である。「4」に対す
る「参加したい」の回答の割合は 29％、「どちらともいえない」47％、「参加し
たいと思わない」24％である。 
よって、保存地区内の住民が交流会、研究会などに「参加したい」割合が低
いことがわかる。現在行われているイベントの参加率をみるとイベントそのも
のには影響しないと思われるが、今後、研究会・交流会などのような新規のイ
ベントに対する関心が低いことからイベントの内容によって利活用に影響を与
えてしまうことがあると考えられる。 
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37%
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29%
50%
47%
47%
47%
22%
16%
25%
24%
1%
0%
0%
0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
空き町家の利活用研究会
まちづくり講習会
県外での勉強・研修会
他地域との交流会
参加したい どちらともいえない 参加したいと思わない 無回答
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4.4.3 施設の利用に対する利用状況 
 今井町の保存地区内の施設の利用状況を以下 1～3 のような項目を提示し、そ
れぞれの利用状況を「0 回」「周 1 回以上」「月 1 回以上」「年 1 回以上」4 段階
で回答してもらった。1 と 2 の回答の結果を図 5-8、3 の回答を図 5-9 で示す。 
1・飲食店・雑貨（HI、TM、KI、O、KH、N） 
2・お土産店（醤油 T、和菓子 G、酒屋 K） 
3・各種施設（宿泊、体験、まちづくり活動、交流、見学、整備・景観） 
図 4-8 によると、「飲食店 HI」に対する回答は「0 回」70％、「周 1 回以上」
0％、「月 1 回以上」3％、「年 1 回以上」27％である。「飲食店 TM」に対する回
答は「0 回」67％、「周 1 回以上」0％、「月 1 回以上」2％、「年 1 回以上」30％
である。「飲食店 KI」に対する回答は「0 回」53％、「周 2 回以上」0％、「月 1
回以上」4％、「年 1 回以上」40％である。「漢方料理 O」に対する回答は「0 回」
87％、「周 1 回以上」1％、「月 1 回以上」1％、「年 1 回以上」10％である。「展
示兼軽食」に対する回答は「0 回」81％、「周 1 回以上」1％、「月 1 回以上」1％、
「年 1 回以上」17％である。「コーヒーO」に対する回答は「0 回」67％、「周 1
回以上」2％、「月 1 回以上」6％、「年 1 回以上」24％である。「工房・店 N」に
対する回答は「0 回」75％、「周 1 回以上」2％、「月 1 回以上」4％、「年 1 回以
上」18％である。「雑貨兼居住」に対する回答は「0 回」87％、「周 1 回以上」0％、
「月 1 回以上」0％、「年 1 回以上」13％である。「醤油屋 T」に対する回答は「0
回」66％、「周 1 回以上」1％、「月 1 回以上」6％、「年 1 回以上」27％である。
「和菓子 G」に対する回答は「0 回」35％、「周 1 回以上」2％、「月 1 回以上」
10％、「年 1 回以上」53％である。「酒屋 K」に対する回答は「0 回」48％、「周
1 回以上」0％、「月 1 回以上」7％、「年 1 回以上」46％である。 
よって、飲食店・お土産店の利用については、飲食店の利用は「0」回の利用
率が一番高い、次に年 1 回以上である。また、お菓子などのお土産店の利用は
他の店舗より利用率が高いことがわかった。 
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表 4-8 地区内の店舗等に対する住民の利用現況 
 
図 4-9 によると、「宿泊施設」に対する回答は「0 回」96％、「周 1 回以上」
0％、「月 1 回以上」1％、「年 1 回以上」3％である。「体験施設」に対する回答
は「0 回」96％、「周 1 回以上」0％、「月 1 回以上」3％、「年 1 回以上」1％で
ある。「まちづくり活動施設」に対する回答は「0 回」58％、「周 1 回以上」6％、
「月 1 回以上」14％、「年 1 回以上」20％である。「交流施設」に対する回答は
「0 回」45％、「周 1 回以上」4％、「月 1 回以上」11％、「年 1 回以上」40％で
ある。「見学施設」に対する回答は「0 回」58％、「周 1 回以上」3％、「月 1 回
以上」8％、「年 1 回以上」29％である。「整備・景観施設」に対する回答は「0
回」58％、「周 1 回以上」3％、「月 1 回以上」6％、「年 1 回以上」33％である。 
よって、施設の利用結果は、体験・宿泊施設に対する利用は「年 1 回以上」
僅か 3％であり、他の施設の利用頻度は「年 1 回以上」に対する利用者が 60 代
以上であり、それぞれの利用率には差があることがわかった。従って、今後各
店舗・施設を交流の場として使う場合、それぞれの利用頻度をアップしていく
工夫が必要であると思われる。 
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表 4-9 地区内の施設に対する住民の利用現況 
 
図 4-9 で得た同じ傾向にある「整備・景観施設」と「交流施設」をグループ 1、
「見学施設」と「まちづくり活動施設」をグループ 2 に設定した上で、「年代」
を「20 代～30 代」「40 代～50 代」「60 代～70 代」「80 代～90 代」の 4 グルー
プによって、どのような利用傾向がみられるかを、カテゴリカル正準相関分析
を行った。5 つの項目から得られたカテゴリー間の位置関係を図 4-10 で示す。 
図 4-10 によると、「20 代～30 代」は、「交流施設」を「周 1 回以上」利用す
る、「40 代～50 代」は「見学施設」と「整備・景観施設」を「年 1 回以上」利
用する、「60 代～70 代」は「整備・景観施設」、「まちづくり施設」を「周 1 回
以上」或いは「月 1 回以上」利用する、「80 代～90 代」は「まちづくり施設」
を「年 1 回以上」利用する傾向がみられる。 
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図 4-10 施設利用と年代のカテゴリー図 
 
 
  
成分負荷 
グループ 
次元 
1 2 
1 見学施設a,b -.880 .106 
町づくり活動施設b,c .213 .822 
2 整備・景観施設d,e 次元 1 .742 .367 
2 .367 .741 
交流施設b,c -.742 .407 
年齢b,c .116 .110 
a. 最適尺度水準: 順序 
b. オブジェクト空間内の単一数量化変数の射影 
c. 最適尺度水準: 単一名義 
d. 最適尺度水準: 多重名義 
e. オブジェクト空間内の多重数量化変数の射影 
※成分負荷は数量化された変数とオブジェクトスコアの相関係数を指す  
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4.5 町家の利活用の問題と課題に対する住民意識 
4.5.1 現在の町に対する住民意向 
「現在の町をどう思っているか」に対する住民の自由記述は 76 人の回答が得
た。ここでは 76 人の自由記述の内容に基づき 15 項目に設定し、年代との（20
代～30 代、40 代～50 代、60 代～70 代、80 代～90 代の 4 グループ）クロス集
計を行った。その結果を図 4-11 で示す。 
 
図 4 -11「現在の町」に対する住民の自由記述と年代 
 
図 4-11 によると、「20 代から 30 代」の回答者は「12.規制が厳しくて、組織
が多すぎるために自由に活動できない」、「10.住民の町並みへの保存意識の温度
差がある」、「5.町並みの保存・空き家などの費用がかかる」という意見が挙げら
れた。 
「40 代から 50 代」の回答者は「15.若者の減少による町内会の行事の開催へ
の支障がある」、「13.現状維持、または町並みを今まで以上に保存すべきである」、
「12.規制が厳しくて、組織が多すぎるために自由に活動できない」、「9.各種団
体・行政が連携し観光と居住の両立を図ってほしい」、「8.住民・来訪者の団体は
店舗をあまり利用していない」、「6.観光客が増えているが、リピータを増やすべ
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1.少子高齢化問題が気になる
2.若者を増やすべきである
3.空き地・空き家が増加している
4.空き家への対策を推進すべき
5.町並みの保存・空き家などの費用がかかる
6.観光客が増えているが、リピータを増やすべきである
7.一部の方（観光客・居住者）のマナーが悪い
8.住民・来訪者の団体は店舗・店をあまり利用していない
9.各種団体・行政が連携し観光と居住の両立を図ってほしい
10住民の町並みへの保存意識の温度差がある
11.近所とのコミュニケーションが必要である
12.規制が厳しくて、組織が多すぎるため自由に活動した
13.現状維持、または町並みを今まで以上に保存すべきである
14周辺との連携を図り、全体の現状と問題を考えるべきである
15.若者の減少による町内会の行事の開催への支障がある
20代～30代 40代～50代 60代～70代 80代～90代
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きである」、「5.町並みの保存・空き家などの費用がかかる」、「3.空き地・空き家
が増加している」、「2.若者を増やすべきである」、「1.少子高齢化問題が気になる」
という意見が挙げられた。 
「60 代から 70 代」の回答者は「1」から「15」までそれぞれの意見が挙げら
れたが、特に「6.観光客が増えているが、リピータを増やすべきである」、「7.
一部の来訪者・居住者のマナーが悪い」という意見が一番多かった。 
「80 代～90 代」の回答者は「15.若者の減少による町内会の行事の開催への
支障がある」、「14.周辺との連携を図り、全体の現状と問題を考えるべである」、
「8. 住民・来訪者の団体は店舗をあまり利用していない」「5. 町並みの保存・
空き家などの費用がかかる」、「3.空き地・空き家が増加している」「2.若者を増
やすべきである」という意見が挙げられた。 
このように、年代を関わらずに「2 若者を増やすべきである」、「3 空き地・空
き家が増加している」という意見がみられた、また、40 代以上の住民「15. 若
者の減少による町内会の行事の開催への支障がある」という意見に対して共通
の認識をもつことがわかった。 
 
4.5.2 これからの町に対する住民意向 
「将来の町をどうあってほしい」に対する住民の自由記述について 73 人の回
答が得た。ここでは前項と同じ 73 人の自由記述の内容に基づき 15 項目に設定
し、年代（20 代～30 代、40 代～50 代、60 代～70 代、80 代～90 代の 4 グルー
プ）とクロス集計を行った。その結果を図 4-12 で示す。 
「20 代から 30 代」の回答者は「13.町の活性化、活気のある町の形成、高齢
者の移動手段を図ってほしい」、「5.観光に進むか居住地として維持するか議論が
必要である」「2.若者が住める町であってほしい」という意見が見られる。 
「40 代から 50 代」の回答者は「9～13」、「6～7」、「1～4」という意見がみら
れる。「60 代から 70 代」の回答者は「1～10」、「12～15」という意見がみられ
る。「80 代から 90 代」の回答者は「13」、「2」という意見がみられる。 
このように、年代を問わず「2 若者が住める町であってほしい」「13.町の活性
化、活気のある町の形成、高齢者の移動手段を図ってほしい」という意見は多
く見られる。 
また「将来のお住まい」について、「今井町で住み続けたい」の回答は 78％、
「他地域に住みたい」の回答は 5％、「分からない」の回答は 16％である。 
他方、既存調査では「今後今井町はどのように発展すればよい」について、「住
宅地化し部分保存を進める」の回答は 50％であった。「将来も今井町に住み続け
たい」の回答は 50％であると報告されている171。 
こうした結果により、住民は、今井町を住む町として継承していく意見、観
光と居住地の両方を並存していく意見、町の活性化を図ってほしい、などの意
見があるとわかった。 
                                                  
171 同前 
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図 4-12 「将来の町」に対する住民の自由記述と年代 
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0 2 4 6 8 10 12 14 16
1.居住としての町であってほしい
2.若者が住める町であってほしい
3.住民を増やしてほしい
4.観光と居住の両立を図ってほしい
5.観光に進むか居住地として維持するか議論が必要である
6.観光を促進してほしい
7.町を観光、居住以外の利用も考えてほしい
8.空き家の利用、整備を考慮してほしい
9.保存制度、住民の意見、組織の編成などを議論する必要がある
10.町並みのよさに関心と理解をもつ人を増やす
11.店・店舗の位置を示す看板への工夫、店主同士の交流を行う必要がある
12.居住者が店・店舗を利用してほしい
13.町の活性化、活気のある町の形成、高齢者の移動手段を図ってほしい
14.来訪者と住民の交流の場を設けてほしい
15町の現状をそのまま維持していく
20代～30代 40代～50代 60代～70代 80代～90代
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4.6 本章のまとめ 
 本章では、重伝建地区今井町における町家の利活用に対する住民意識につい
ての調査と分析を行った。次のようなことが明らかになった。 
（1）回答者の属性の集計結果は、①70 代以上が 5 割を占めること②世帯は一
人または二人暮らしが 5 割程度いること、③以前より持ち家の割合が増加して
いること、④自営業と無職の割合が全体の 7 割であることが明らかになった。 
（2）空き町家の利活用に対する住民意識では、1960 年代の既往調査で指摘さ
れた「宿泊・観光・文化施設としての利用」の割合が 1 から 2 割であったこと
に対して、今回の調査は「観光宿泊の宿」に対する住民の意向が 4 割であり、「映
画上映・音楽会・展示など多機能の場」に対する住民の意向が 5 割を占めるこ
とがわかった。従って、今井町における住民意識は町並み保存から町家の利活
用に変りつつあることがみられ、今後の空き町家の利活用手法を実施する際に
は、住民意向を取り入れる必要があると考えられる。 
（3）イベントの調査結果は、町全体のイベントについて、60 代～70 代の参加
者は 3 割から 4 割であり、丁単位のイベントについての参加者は 6 割であるこ
と、20 代～30 代、40 代～50 代の参加者は少なかったこと。「交流会」「研究会」
のようなイベントについて「参加したい」の割合が低いことがわかった。 
こうした結果は、イベントの参加の相違を生じさせた背景は重伝建地区選地
区内の人口の減少による影響があると考えられる。今後新規イベントをどうの
ように取り込むか、既存のイベントへの若者の参加をどのように増やすかを検
討する必要があると思われる。 
（4）店舗・施設の調査結果は、店舗等の利用頻度が店舗によって利用の差がみ
られ、飲食店の利用率が低いこと。施設の調査結果は、20 代～30 代、40 代～
50 代が利用する施設、60 代以上が利用する施設に分かれていることがわかった。
今後の施設の利用計画を考える際、こうした傾向をどのように捉えるか、当初
設立時の利用目的とその後の利用実態からどのような変化がみられるか、それ
らの施設を交流の場としての利活用にはどのような影響を与えるかを明らかに
する必要があると考えられる。 
（5）「現在の町」についての結果は、「少子高齢化が若者の減少」による「町内
会の行事の開催への支障がある」や「規制が厳しくて自由にできない」「空き町
家の増加と対処」を求める、などの意見がみられる。 
「将来の町」についての結果は、「居住としての町であってほしい」「若者が
住める町であってほしい」などの意見があるとみられる。今後、空き町家をど
のように利活用していくか、イベントの若者の参加をどのよう増えていくか、
増えている観光客による観光支障を減らして住環境をどう維持していくか、な
どの問題を対処する際、住民の意見と要望を取り入れることが必要である。 
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第五章 今井町の空き町家の利活用の実態とその課題（172） 
5.1 はじめに 
5.1.1 本章の背景と目的 
近年、空き家に対する研究調査は各地域における利活用事例分析の調査研究
が進み、今後の施策展開方策の模索がみられるようになった173。また、空き家
率の最新統計が発表され174、空き家の研究発表175、研究所の最新研究報告176、
空き家問題に対する関心が高まる傾向がある。 
他方、重伝建地区では居住の維持管理に関しては高齢者の増加とともに、空
き家の増加率が高くなり続けている。後継ぎの減少及び住宅の老朽化による修
繕積立金の不足、伝建地区における防災上の問題など、解決すべき問題が多く
存在する。重伝建地区における空き町家の管理と保存・活用についてさまざま
な角度で検討が進められている。例えば、山添（2001）は空き家・空き地の実
態と活用の調査を行った177。佐野（1998）は保存地区の長屋を抽出し長屋建物
の特徴と区分、変更等を調査し、長屋の問題点を整理した178。また、藤平（2010）
は空き借家の微動計測による構造調査、空き町家の劣化診断および温湿度測定
から、補修のあり方と活用後の管理の在り方を考察した179。竹鼻（2010）は空
き家の実態とその利活用可能性を事例で調査分析をした180。 
しかし、重伝建地区における空き家は、実際にどのように認識され、課題視
されているか、または課題として認識されているかどうか、今後の利活用に向
けての取り込みはあるかどうか、などが明らかにされていない。 
本章では、今井町における空き町家の維持管理の現状を調査し、重伝建地区
に選定されて以来の空き町家の取り組みと利活用事例を分析し、今後の歴史的
                                                  
172 本章は「魏小娥・加藤晃規（2013）「空き町家の長期利用のための手法に関
する研究―奈良県橿原市今井町を事例として」日本建築学会地域施設計画研究
シンポジウム No.31 P45-50」を基に書き加えたものである 
173 日本住宅総合センター（2009）「空き家再生等による地域活性化への取り組
みと課題」調査レポート 
174 総務省（2014）「2013 年住宅・土地統計調査」 
175 日本建築学会（2014）「空き家の実態調査事例研究」日本建築学会年度大会・
近畿 
176 米山秀隆（2014）「空き家対策の最新事例と残された課題」富士通総研経済
研究所 
177 山添絋司・等（2001）「歴史的まちなみ保存地区における空き家・空き地の
実態と活用ー全国重伝建地区にみる空き地・空き家の現状と活用事例」日本建
築学会大会学術講演梗概集 P849-850 
178 佐野雄二・等（1998）「橿原市今井町伝建地区における長屋の利用実態と景
観の実態」日本都市計画学会学術研究論文集 No33.631-636 
179 藤平真紀子・等（2010）「歴史的市街地における空き家の管理と保存・活用
に関する研究」住宅総合研究財団研究論文集 No.37 
180 竹鼻紫・大村謙二郎（2010）「伝建地区とその周辺における空き家実態とそ
の利活用可能性に関する研究―函館西部地区を対象として」日本都市計画学会
P25-30 
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建造物の利活用手法の知見を得ることにある。 
 
5.1.2 本章の構成 
  本章は 6 節によって構成される。 
5.1 本節では本章の背景と目的を述べる。 
5.2 では事例調査の手法と既往調査資料及び空き町家の利活用への試みの内容
を整理する。 
5.3 では空き町家の利活用の事例を分析する。 
5.4 では空き町家の利活用の事例から利用者の利用意向を分析する。 
5.5 では事例分析からの考察を行う。 
5.6 以上の内容を踏まえて本章の内容をまとめる。 
 
5.2 空き町家の実態 
5.2.1 調査手法 
文献資料から空き町家の実態と空き町家の対策を把握する。その調査結果と
合わせて、空き町家の所有者、関係団体の関係者へのインタビューを行う。 
インタビューの対象者、日程、などを表 5-1 に示す。 
表 5-1 インタビュー内容 
 
表 5-1 で示したように、インタビュー調査の対象者は 11 人（空き町家の所有
者 6 人、空き町家の仲介団体の責任者 1 人、空き町家への行政による支援体制
の関係者 2 人、イベント開催時の管理体制の関係者 2 人）である。調査は 2012
年 4 月から 7 月までの土日に計 25 回実施した。 
次に、インタビューの結果をもとに、利用現状の調査を行った。利用現状の
ヒアリングは 6 つの項目があり、1、基本情報、2、利用経緯、3、現状認識、4、
今後の意識確認、5、関係者とのかかわり、6、その他とした。最後に、各事例
の利用形態と利用者の意識との関係性を一般線形モデルで分析した。 
 
  
NO 対象者 調査日程
1 所有者 意識調査（6人） 2012年4月
2 関係者1 空き町家の仲介団体の責任者 2012年4月
3 関係者2 空き町家への行政による支援体制 2012年5月
4 関係者3 イベント開催時の管理体制 2012年6月
NPO法人今井まちなみ再生ネットワーク　理事長
 今井町並み整備事務所　所長・事務員
***今井町町並み保存会会長・スタッフ
調査内容
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5.2.2 空き町家の現状 
1978 年に建設省が行った歴史的環境保全市街地整備計画調査では、空き町家
の件数は 49 件であった181。しかし、2009 年に橿原市が行った、今井町重要伝
統的建造物群保存地区見直し調査では、空き町家の件数は、一軒屋 28 件、長屋
建 70 件の計 98 件となった。25 年間で空き町家が倍増したことになる。また、
空き町家の保存状況について、「損傷なし」と「損傷あり」を確認したところ、
東西道に面する空き家の 60 件のうち、「損傷なし」の割合は 38％～58％であっ
た。南北道に面する空き家に比べて全項目において高かった。 
老朽した空き町家（写真 5-1）は今井町の建物の 11％を占めていることも明
らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 5-1 老朽した町家の外観・内部 
 
 
                                                  
181 建設省（1978）「歴史的環境保全市街地整備計画調査報告」 
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98 件の空き町家の所有については 14 人の所有者がいるが、1 棟 1 戸を所有し
ている所有者もいれば、28 棟 44 戸を所有している所有者もいる。所有者 14 人
の内訳は、所有数 10 戸以上の大規模所有者が 3 人、5 戸～9 戸の中規模所有者
が 5 人、１戸～4 戸の小規模所有者が 6 人と区分され報告されている182。大規模
所有者と中規模所有者の 4 人は NPO 法人今井再生ネットワーク（以下は NPO
法人と称する）に委託し、利用方法を探っており、一部を売却してよいという
意向がある、一方、小規模所有者の 2 人は自分の趣味に使う、息子が帰ってく
るとき使うという意向を示した。また維持できないが、他人には貸したり使っ
たりすることを望ましくないという意向もある。 
2012 年度 NPO 法人今井の総会資料によると、空き町家の管理については、
98 件のうち 50 件弱の空き町家の所有者は空き町家バンクに登録し具体的な利
用計画も検討されている。一方、残りの空き町家の所有者は NPO 法人今井への
登録していないが、これから登録をすることを検討している183。 
 
5.2.3 空き町家の利活用の試み 
2005 年、「今井町並み保存住民審議会」のよびかけで「今井の町並み保存整
備と NPO」の学習会が持たれた。上記のような空き家問題に特化した NPO の
設立が検討され、空き家対策の窓口と、「サブリース事業」における市の補助金
の受け皿としての役割が期待されている。また、空き家再生と情報発信及び今
井町のアイデンティティを守っていく趣旨で NPO 法人今井まちなみ再生ネッ
トワークを設立する試みが取り込まれた。2005 年 9 月から 2006 年 7 月まで 2
回の学習会と 7 回の検討会の開催をし、各地の事例を勉強しながら、今井の NPO
法人について活動方針・活動内容、などを決め、その申請経緯に至った。NPO
法人の設立までの経緯は表 5-2 で示した。    
2012 年 6 月現在、理事長、理事、監事といった役員は 10 名である。その内
約は半分今井町の方、残り半分は外部の方である。または正会員は 74名である。
各事務員以外の会員はそれぞれ職業を持ちながら土日・祝日などを利用し NPO
法人の活動に参加しているという。 
  
                                                  
182 橿原市教育委員会（2009）「橿原市今井町伝統的建造物群保存地区見直し調
査報告」 
183 NPO 法人今井（2013）総会資料 
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表 5-2 NPO 法人の設立の経緯 
 
 
5.3 空き町家の利活用の事例 
2011 年度 NPO 法人今井まちなみ再生ネットワークの活動報告によると、
NPO 法人今井が 2006 年度から 2011 年度までの 6 年間 30 回弱の「今井まちあ
るき」を開催し、個別相談に応じて町家を貸したい人と借りたい人に橋渡しの
サービスを提供した184。空き町家の利活用事例を表 5-3 で示した。 
表 5-3 により、30 件の町家を住居、各種施設、住居兼店舗・事務所、店舗、
事務所といった利用形態に区分でき、所有形態を借家と賃貸及び持家・市所有
といった所有形態に区分できる。No.1 から No.28 までの 28 件は NPO 法人今
井の活動による利活用できたものである。No.29 と No.30 の空き町家は市が空
き町家を購入し町づくり活動施設と見学・体験施設として開設したものである。
この中で、No.4 は今井町に在住している自営業の方が一軒家の空き町家を購入
し、倉庫として利用されている。 
（なお、借家とは旧来から存在している形態である。賃貸とは持家であるが、
別の場所に移住し、空いた家を人に貸し出す形態である） 
 
  
                                                  
184 NPO 法人今井（2012）総会資料 
設立の趣旨
9 月 2 2 日 第 1 回 「 今 井 町 の 町 並 み 保 存 整 備 とＮＰ Ｏ 」 の 学 習 会
10月2日 第1回検討会
10月25日 第2回検討会
今井町における組織のあるべき姿について、各地の事例に学ぶ
11月9日 第3回検討会
ＮＰＯ立ち上げにいたる懸案事項の整理、趣意書等について研究
11月30日 第4回検討会
今後の進め方及び事業計画や予算について研究、検討
12月6日 経過報告会
12月21日 今井町町並み保存住民審議会での報告
1月9日 第5回検討会
ＮＰＯ立ち上げまでの準備事項の整理と進歩報告
1月30日 第6回検討会
内容は第5回と同じ
2月6日 第7回検討会
今後の進め方について打ち合わせ、報告会の検討
2 月 1 5 日 第 2 回 「 今 井 町 の 町 並 み 保 存 整 備 とＮＰ Ｏ 」 の 学 習 会
3月8日 ＮＰＯ設立準備会
3月18日 ＮＰＯ設立総会開催
7月6日
ワークショップ形式により、今井町の現在抱える問題や課題について出し合い、今井町において、
それらの課題に取り組む組織の可能性について話し合う
2
0
0
6
年
2
0
0
5
年
・現状の空き家・空き地の再生・活用というテーマに取り組むことによって、町に賑わいを取り戻し、将来に
わたり持続可能な「まち」、「まちなみ」を構築していくこと
・町の住民が中心となり、今井への「思い」や「志」をもった町内外の人々に積極的参加を呼びかけ、まち
づくり活動に責任が持てる組織を作り上げること
・今井町のアイデンティティーである歴史性を尊重し、次世帯を担う子供たちに継承できる「まちづくり」を目
指すこと
奈良県知事よりＮＰＯ法人認証をうける
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表 5-3 町家の利活用事例 
 
  
町家番号 年齢 利用人数 利用形態 所有形態 町家形態
1 30代 3 住居 借家 一軒屋
2 60代 2 住居 借家 一軒屋
3 30代 2 住居 借家 一軒屋
4 60代 3 倉庫 持家（購入） 一軒屋
5 50代 2 住居 持家（購入） 一軒屋
6 30代 1 住居 借家 一軒屋
7 60代 1 住居 借家 一軒屋
8 20代 2 住居 借家 長屋
9 60代 4 店舗 借家 一軒屋
10 40代 1 住居 借家 長屋
11 複数 福祉施設 借家 長屋
12 50代 3 住居兼店舗 借家 一軒屋
13 50代 3 住居 借家 一軒屋
14 40代 1 店舗 借家 長屋
15 40代 1 店舗 借家 長屋
16 複数 体験施設 借家 一軒屋
17 40代 2 住居兼事務室 借家 長屋
18 50代 1 住居 借家 長屋
19 50代 2 店舗 借家 一軒屋
20 30代 2 店舗 借家 一軒屋
21 30代 2 住居兼事務室 借家 一軒屋
22 50代 1 店舗 持家（購入） 一軒屋
23 20代 2 店舗 借家 一軒屋
24 40代 1 店舗 借家 長屋
25 30代 3 事務所 賃貸 長屋
26 40代 2 店舗 賃貸 一軒屋
27 20代 3 住居 賃貸 一軒屋
28 60代 2 事務所 持家（購入） 一軒屋
29 複数 町づくり活動施設 市所有★ 一軒屋
30 複数 見学・体験施設 市所有★ 一軒屋
★市所有・橿原市が空き町家を購入した
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5.3.1 住居利用 
 NO1、2、3、5、6、7、8、10、13、18、27 は住居として利用されている。
その町家の形態は一軒屋が（11 件の内 8 件）70％強の割合を占め、長屋（11 件
の内 3 件）は 30％弱の割合を占める。それらの利用経緯を表 5-4 で示す。なお、
住居利用は私有空間であるため略平面図を省略する。表 5-4 は表 5-3 の町家番号
を持って住居とした利用経緯をまとめた表である。 
それによると 3 組が結婚をきっかけに町家暮らしを始めた。また、知人の町
家暮らしをきっかけに町家暮らしを始めた、外国人が町家暮らしを体験するた
めに町家を購入したなどの例もある。 
このような「結婚」、「出産」、「外国人による体験住居」などの例は、町家住
居者の新しい形態を生み出したと言える。 
 
表 5-4 利用経緯の概要 
 
 
5.3.2 各種施設 
ここでいう施設とは、表 5-3 で示された福祉施設、体験施設、町づくり活動
施設、見学・体験施設を指す。まず、No.11 と No.16 の利用概要を説明する。
No.11 は生活体験施設（宿泊可）の「今井庵」である。2011 年度今井庵の利用
実績を表 5-5 で示した。表 5-5 によれば、年間 31 組、延べ 111 名の宿泊者が利
用している。一泊の利用者が一番多く、二泊の利用者が次に続く。利用者の出
身地を見ると、東北から九州まで、地域は幅広い。その平面を図 5-1 で示す。 
また、NPO 法人今井が 2011 年度宿泊した 31 組を対象に「今井町までの交通
手段」と「今井庵を知る方法」をアンケートで行った結果、14 件の回答があっ
た。公共交通手段を利用する件数は 9 件で全体の 64％を占め、利用情報の入手
方法はネット検索が 7 件で全体の 50％を占めることが示されている。 
  
町家番号
1
2
3
5 大学の教員で外国人の方などを宿泊させるため、町家を購入する
8
6、7、10
13、18
27 奥さんの出産に迫られ、（奈良出身）実家の近いところに住みたい
町家に興味を持ち、今井まちあるきを知り、数回の参加を通じ、町家暮
らしを始める
利用経緯
年寄の方で病院に近い今井町での暮らしを始める
新婚で住居を探す際、NPO法人今井が主催する今井まちあるきを知り、
数回の参加を通じ、町家暮らしを始める
新婚で住居を探す際、NPO法人今井が主催する今井まちあるきを知り、
数回の参加を通じ、町家暮らしを始める
新婚で住居を探す際、NPO法人今井が主催する今井まちあるきを知り、
数回の参加を通じ、町家暮らしを始める
知人が町家で暮らしをしていることがあり、町家に関心と興味をもつよう
になり、今井町での暮らしを始める
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表 5-5 今井庵の利用実績 
 
 
No.16 は、図 5-2 で示したように、長屋の一部を福祉施設として利用している。
この施設は 2007 年度の橿原市今井町空き家・空地対策補助金交付制度を利用し、
老朽化した空き町家を修理したものである。橿原市社会福祉法人が市内在住の
知的障害者を対象に、勉強会と講習会及び練習会などの活動の場として利用し
ている。お茶の勉強会、手芸・布製品作り、生け花の勉強会といった複合利用
事例が見られる。 
 
  
利用月 利用組数 利用者数（人） 宿泊組数 出身地（人）
2011年4月 4 12 1泊×4組 愛知県（2）、ドイツ・和歌山（4）東京（2）、兵庫（4）
5月 3 14 1泊×2組2泊×1組 愛知県（5）、堺（5）、橿原（4）
7月 3 9 1泊×1組 神奈川（2）、東大阪（4）大和郡山（3）
8月 2 6 1泊×2組2泊×1組 静岡（4）、岸和田（2）
9月 1 2 1泊×1組 東京（2）
10月 4 11 7泊×2組1泊×2組 東京（1）、兵庫（1）、鎌倉（4）、大阪（5）
11月 5 21 1泊×5組 宮崎（3）、奈良県（6）、兵庫（2）、東京（5）、静岡（5）
12月 3 8 1泊×3組 東京（2）、岩手（3）、神奈川（3）
2012年1月 3 13 2泊×1組1泊×2組 東京（5）、橿原（8）
2月 1 4 1泊×1組 橿原（4）
3月 2 11 1泊×1組2泊×1組 橿原（5）、東京（6）
合計 31 111 31 東北（1）、関東（10）、中部（4）、関西（8）橿原（5）奈良県内（2）九州（1）
表-4 2011年度今井庵の利用状況
図 5-2 福祉施設(No.16) 
図 5-1 体験施設(No.11)
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次に、 No.29 と No.30 の概要を説明する。 
No.29 は町づくり活動施設である。当初の構えは東側に幅 2.5 間の広い通り土
間を取り、前端に細長い「しもみせ」がある。西側床上の居室部は、食い違い 2
列 5 室型で、前列奥行 1.5 間、「みせのま」は一段低く板張り、同土間境は、中
央に取りはずし可能な中柱を建てた「あげ戸」の構えになっていた。現在その
施設を「今井まちづくりセンター」185と称する。元借家だった空き町家を 1997
年市が買い取り、建設省補助制度を利用し解体修理工事を行った。この町家の
設計は、コンペで一位入賞したものに基づき設計された。現在耐震構造補強に
「面格子窓」「D ボルト補強」が採用された。図 5-3 で示すように室内環境向上
のため、中庭の井戸水を使っての冷房措置、屋根瓦下の空気層に、空気を通し
て夏冬の温度を調節、また、平屋建ての小屋内に小部屋を設ける等の整備も行
った。 
こうしたモデル町家を、防災を考慮した町家として公開している。1998 年 5
月に「まちづくり」の活動拠点として、今井町町並み保存会に運営を委託し、
住民活動センターの施設として開館させ、利用されている。2012 年 12 月現在、
展示室には今井町に関する情報紙、図書、修理図形などが展示されている。写
真 5-3、5-4 は展示と奥庭から見た様子である。 
No.30 は見学・体験施設である。現在その施設を「まちや館186」と称する。
江戸時代から金物屋又兵衛氏の所有であったが、1887 年（明治 20 年）頃恒岡
氏の所有となる。元借家だった空き町家を、2000 年に市が購入し、文化庁補助
制度を利用して解体修理工事を行った。図 5-4 で示すように、内部は東側に通
り土間を取り、前端に「しもみせ」跡もあり、井戸も残存している。西側床上
の居室部は 2 列 6 室で、西側に平屋の建物が接続している。2001 年 6 月に、市
が修理したものを今井町町並保存会に運営を委託し、地域文化の活性化を推進
するための施設として会館させ、利用されている。具体的に次のような利用内
容が挙げられる。まず、一般観光客が見学施設とし利用している。次は建築系
の学生が学習するための見学として利用している。さらに、毎年 5 月第 3 週今
井町並み散歩を開催される際、茶粥体験の場として利用している。写真 5-5、5-6
は町家見学、茶粥体験の様子である。 
                                                  
185 林清三郎 (2005)「今井の建物Ⅱ」P89 今井町町並み保存会 
186 林清三郎 (2005)「今井の建物Ⅱ」P112 今井町町並み保存会 
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図 5-3 町づくり活動施設(No.29)   図 5-4 見学・体験施設(No.30) 
Ｎ 
写真 5-4 奥庭   
写真 5-3 展示   
写真 5-5 町家見学  
写真 5-6 茶粥体験 
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5.3.3 住居と兼用 
 No.12 は、2009 年 11 月オープンした住居兼店舗である。当初は居住しなが
ら手作り製品の販売をしていたが、その後、軽食も提供するようになった。 
図 5-5 で示すように、半分を客間と作業場、もう半分を居住空間として利用し
ている。店主は以前奈良県 A 市に住んでいた。NPO 法人今井が主催した「今井
まちあるき」に参加したことがきっかけで、今井町の町家暮らしをしながら店
を開設することにしたという。写真 5-7、5-8 はその外観と作業中の様子である。 
 
図 5-5 居住兼店舗(No.12)   
写真 5-7 居住兼店舗の外観(No.12)  
写真 5-8 作業の様子(No.12)   
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No.17 は、居住をしながら印刷関係のデザインを行う事務室である。旧来は 4
軒長屋の借家として利用されていた。現在は図 5-6 で示したように、2 つの住居
と店舗及び住居兼事務室といった 4 つの空間に区切られ利用されている。この
住居兼デザイン事務室の空間は玄関のすぐ横に設計事務室を設け、奥側が生活
空間として利用されている。 
No.21 は、居住しながら議会議員の事務室として利用されている。図 5-7 で示
したように東向きで、南側に車庫と事務室を置き、北側に居住空間が置かれる。 
   
5.3.4 事務所と店舗利用 
事務所利用は No.25 と No.28 の 2 組である。 
No.25 は、2012 年 4 月オープンした社会福祉関係の事務所である。図 5-8 で
示したように一軒屋を改造された長屋式の 1 室を利用している。事務所責任者
は、社会福祉士資格を活かせる場として開業をしたという。業務内容は生活問
題から住居まで幅広い相談を受け、情報を提供する。NPO 法人今井の関係者と
友人だった経緯で開業している。写真 5-9、5-10 はその現状の様子である。 
No.28 は、2012 年 12 月に一軒屋を購入したものである。設計事務所として
利用していく予定という。現状を図 5-9 で示す。写真 5-11 は現在の外観の様子
である。今後は設計事務所として、外観と内部をリニューアルする予定である。 
図 5-6 居住兼設計事務所(No.17) 図 5-7 居住兼事務所(No.21) 
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図 5-9 設計事務所(No.28) 
図 5-8 事務所・店舗(No.25/No.15/No.14) 
 写真 5‐10 内部   
写真 5‐9 外観  
 写真 5‐11 設計事務所 
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店舗利用は No.15、No.19、No.20、No.22、No.23、No.24 の 6 組である。 
No.15 は 2008 年に開業した鞄＆衣類を中心とした手作り工房である。この工
房は 5-8 で示したように長屋の一室を店舗として利用している。店主は NPO 法
人今井が主催した「今井まちあるき」に参加したきっかけで、布製品の手作り
工房を開くと決意したという。 
No.19 は、2012 年オープンしたアート作品販売を中心とするギャラリーであ
るが、同時に軽食を提供する。図 5-10 で示したように東側に土間が配置され、
西側に展示空間を置き、間に客間を設けている。店主（洋画家）は、2011 年の
奈良県内で開催された芸術祭をきっかけに、今井町で店舗を開くことを決意し、
町家と絵をコラボレーションしたいという思いで開店したという。写真 5-12 は
その外観の様子である。 
No.20 は、一軒屋を利用し、2011 年にオープンしたレストランである。図 5-11
で示したように東西に挟まれて通り道がある。東側には厨房が置かれ、西側に
は客間が置かれている。奥側は元来の庭をそのまま利用している。写真 5-13 は
レストラン外観の様子である。 
No.22 は、町家愛好家が購入したものである。店主は、旧来の部材をできる
だけ使い、伝統工法で 1 年以上をかけて、現在の模様にしたという。写真 5-14
は現在の外観の様子である。図 5-12 で示したように、入口が西側にあり、東側
を店舗空間として利用する予定である。奥側に車庫と庭が配置される。 
No.23 は、写真 5-15 で示したように修理中である。今後喫茶店として利用を
する見込みである。場所は蘇武橋を渡るとすぐ真正面の場所に位置する。 
No.24 は、2011 年 8 月オープンした筆の専門店である。図 5-13 示したよう
に 4 軒長屋である。現在左側から右側へと見た順番では、お菓子づくりの店舗、
筆専門店、雑貨の店舗、NPO 法人今井の活動拠点で配列され、利用されている。
筆専門店の店主は、彫刻の技術を活かして筆専門店を開設した。知り合いを通
じて、今井町で店を開くことに決めたという。写真 5-16 は現在の様子である。 
- 107 - 
 
 
 
図 5-13 店舗(No.24) 
図 5-10 カフェ＆展示(No.19) 
図 5-11 レストラン（No.20） 
図 5-12 店舗（No.22） 
Ｎ 
写真 5-12 19 の外観 
写真 5-13 20 の外観 
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5.3.5 空き町家に戻った事例 
No.14 と No.26 は利活用した町家であったが、再び空き町家に戻った事例で
ある。No14 は占いを行った店舗であった。店主は奈良県某市にて占いの店舗を
経営しながら 2009 年より図 5-7 で示したような一室を借りて占いとした店舗を
し始めたが、家の事情により 2012 年 3 月を持って今井町の店舗を閉店したとい
う。 
No.26 は生活用品を中心とした小売店舗であった。店主は今井町での店舗を
開くまでは奈良県某市の駅付近に店舗を持っていた。2012 年 8 月その店舗を今
井町に移転してきたが、2012 年 11 月他の事業破産の影響で今井町の店舗を閉
店することにした。 
 
  
写真 5-15 修理中 
写真 5-14 22 の外観
写真 5-16 24 の内部 
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5.4 空き町家の利活用事例の利用者の利用意向 
5.4.1 利用者の基礎情報 
2012 年 12 月現在、空き町家を借家又は賃貸し利用しているのが 30 組で、購
入したのが 4 組である。利用者の概要は表 5-6 の通りである。利用者の職業を
見ると、自営業は 10 人で全体の 4 割を占め、社員は 8 人で全体の 3 割を占める。
その他 8 人は、医療系 2 人、教員 2 人、パート１人、建築設計士 1 人、公務員
2 人となっている。利用者の年代は 40 代から 60 代が多い。家族形態は夫婦 2
人が 5 割弱、夫婦と子供が 3 割、1 人が 2 割である。購入理由は「町家で店を
したい」と「町家に住みたい」が 24 組で一番多い。同時に「町家で事務所をし
たい」といった理由もある。この結果から、町家を憧れから「店」や「住居」
として利用する傾向、「事務所」や「店」という仕事の場として空間利用が見ら
えると言える。 
表 5-6 利用者の属性 
 
 
  
町家番号 職業 年代 家族形態 利用・購入理由
1 会社員 30代 3人（夫婦+子供） 新婚で町家に住みたい
2 医療事務員 60代 2人（夫婦） 病院に近い
3 会社員 30代 2人（夫婦） 新婚で町家に住みたい
4 自営業 60代 3人（夫婦+子供） 製薬の倉庫として利用したい（購入）
5 大学教員 50代 2人（夫婦） ゲストホウスに使いたい（購入）
6 議会議員 30代 1人 事務所として使用したい
7 パート 60代 1人 親戚の近くに住みたい
8 会社員 20代 2人（夫婦） 新婚で町家に住みたい
9 自営業 60代 4人（夫婦+子供） 町家で店をしたい
10 会社員 40代 1人 町家に住みたい
11
12 自営業 50代 3人（夫婦+子供） 町家で店をしたい
13 会社員 50代 3人（夫婦+子供） 町家に住みたい
14 自営業 40代 1人 町家で店をしたい
15 自営業 40代 1人 町家で店をしたい
16
17 自営業 40代 2人（夫婦） 町家に住みたい
18 会社員 50代 1人 町家に住みたい
19 自営業 50代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
20 自営業 30代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
21 自営業 30代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
22 公務員 50代 1人 町家で店をしたい（購入）
23 会社員 20代 2人（夫婦） 町家で店をしたい
24 医者 40代 1人 町家で店をしたい
25 会社員 30代 3人（夫婦+子供） 町家で事務所をしたい
26 自営業 40代 2人（夫婦） 町家店をしたい
27 小学校の教員 20代 3人（夫婦+子供） 町家に住みたい
28 建築設計士 60代 2人（夫婦） 町家で店をしたい（購入）
29
30
生活体験施設
福祉施設
まちづくり活動施設
見学・体験施設
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5.4.2 利用者の利用意向 
施設利用以外の利用者 26 人を対象に 4 項目（①今井町への憧れ②実際利用し
て感じた利便性③家賃の安さを重視するかどうか④居住機能を重視するかどう
か）を確認した。その調査結果を表 5-7 で示した。①26 人中 21 人が「今井町
への憧れがある」と答え、80％の割合を占める。②の問いに 26 人中 21 人が「な
い」と答え、80％の割合を占める。利便性を感じない理由は「道が狭い、駐車
場がない、町家であるため室内の冷暖房が効きにくい」という回答であった。
③の問いに 19 人が「重視する」、④の問いに 14 人が「重視する」という結果で
ある。 
表 5-7 利用者の意向調査概要 
 
 
5.4.3 利用形態と利用者の利用意向 
 利用形態にどのような要因が影響しているかを一般線形モデルで分析した。
具体的には住居、住居兼店舗・事務、店舗、事務所、その他といった利用形態
と憧れの有無、感じた利便性の有無、家賃の安さ、居住性といった利用者の意
思を二軸で分析を行った。その結果を表 5-8 と図 5-14 で示した。なお有意確率
は憧れが 0.094、利便性が 0.591、家賃の安さが 0.193、居住性が 0.124 である。 
 
  
町家
番号
憧れの
有無
感じた
利便性
の有無
家賃の安さ 居住性
1 ある ない 重視しない 重視する
2 ない ある 重視しない 重視する
3 ある ない 重視する 重視する
4 ない ある 重視しない 重視する
5 ない ある 重視する 重視する
6 ない ある 重視しない 重視しない
7 ない ない 重視する 重視する
8 ある ない 重視する 重視する
9 ある ない 重視しない 重視しない
10 ある ない 重視する 重視しない
12 ある ない 重視する 重視しない
13 ある ない 重視する 重視する
14 ある ない 重視する 重視しない
15 ある ない 重視する 重視しない
17 ある ない 重視する 重視する
18 ある ない 重視する 重視する
19 ある ない 重視する 重視する
20 ある ない 重視する 重視する
21 ある ない 重視する 重視する
22 ある ない 重視する 重視しない
23 ある ある 重視する 重視しない
24 ある ない 重視する 重視しない
25 ある ない 重視する 重視しない
26 ある ない 重視しない 重視しない
27 ある ない 重視する 重視する
28 ある ない 重視しない 重視しない
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表 5-8 利用形態と利用者の意向 
 
 
この分析から、次の 3 点が指摘できる。 
①住居利用では「居住性」と「家賃の安さ」が重視されている。②店舗利用で
は「居住性」があまり重視されず，「家賃の安さ」も比較的重視されない③全般
的に利用者が借りた理由は「憧れ」が強く，「利便性」に欠けるといえる。分析
結果と利用形態を照合してみる。まず、住居利用事例では、結婚のため新居を
町家にした方、外国人に町家を体験させる方が町家を住居として利用すること
は居住性を重視すると言える。次に、生活体験施設での利用者が 111 名である
が、その出身地が東北から北九州までに広がっていることから町家体験への憧
れがある。さらに、利用者の意識では、利用者が挙げた理由は今井町の道の狭
さ、空調効率悪いという点から利便性が欠けると考えられる。 
住居 住居兼店舗 住居兼事務室 店舗 事務所 その他
憧れ 0.62 0.9 1.1 0.9 0.55 0.45
利便性 0.35 0.05 0.05 0.03 0.6 0.6
家賃の安さ 0.85 0.9 0.15 0.75 0.65 0.2
居住性 0.89 0.75 0.1 0.3 0.2 0.4
図 5-14 利用形態と利用者の利用意向 
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2
住居 住居兼店舗 住居兼事務室 店舗 事務所 その他
憧れ 利便性 家賃の安さ 居住性
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5.5 考察  
5.5.1 市・NPO 法人の役割 
NPO 法人今井は空き町家の解決に向けて、市の行政では汲み上げきれない、
具体的なニーズや要望に応える機能を果たしていると考えられる。しかし、NPO
法人今井が橋渡しサービスの提供に力を尽くしても、3 項で述べたように再び空
き町家に戻るケースがある。このようなサービスが、必ずしも空き町家問題の
適切な解決にならないことを示すものである。今後、NPO 法人今井がこのよう
なケースを防ぐために、所有者の要望と利用者の意向をより詳細にマッチング
することが求められる。 
 
5.5.2 利用者意識と利用形態の課題 
今井町の空き町家が利活用されている件数の割合をみると、飲食・店舗・事
務所などの利用形態が全体の 6 割を占め、住居としての利用形態は 4 割である。
今後、利用形態には住民の意向をどう反映していくかという意識調査が必要で
ある。また、5.3.4 と 5.3.5 で述べたように利用形態における住居利用と店舗利
用の重視の度合いの違いがあることから、利用者の意向をさらに追求し分析す
る必要がある。 
 
5.5.3 空き町家の管理の課題 
空き町家の現状では、7 割から 8 割の空き町家の所有者が NPO 法人今井に登
録する利活用の方法を模索しているとみられる。他方、未登録の所有者もいる。
こうした未登録の空き町家の利用情報は新規利用者に提供できない。その未登
録の空き町家を利活用する可能性も低くなる。そこで NPO 法人今井と登録済み
の所有者及び登録を検討している所有者が共同で今井町の全空き町家の情報管
理体制を作る必要がある。 
 
5.5.4 今後の空き町家の利活用の課題 
6 人の所有者の利活用の現状に大きな差が見られる。また、所有者は NPO 法
人今井に登録していない現状にどう対処していくかが課題である。さらに、NPO
法人今井が管理している空き町家であっても、老朽化した空き町家を利用する
場合、その修理に係るコストをどう解決するか。特に NPO 法人今井と橿原市の
行政は、所有者が抱えている問題の実態に即した支援をしていく必要がある。
一方、利用者の意向について、現地調査では医療系の宿舎や学生寮として利用
する意向もみられる。このような意向を基に新たな利用をどう開発していくか
も課題として挙げられる。 
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5.6 本章のまとめ 
本章の内容を次の 3 点にまとめておく。 
①NPO 法人今井の活動は、空き町家の数を減少させ、その利活用の仕組みが
機能し始めていること、②30 件の利活用できた事例は、施設だけではなく、住
居、住居兼用、店舗、事務所といった利用形態が空き町家解決の一策として見
られる。③住居、住居兼店舗・事務所、店舗、事務所といった利用形態と利用
者の意向の関係には「今井町への憧れがある」人が多いことが明らかになった。 
今後、再び空き町家に戻るケースを含める空き町家を利活用するために、NPO
法人の仕組みとその役割をどのように評価するか、利活用できた事例のノウハ
ウをどのように発揮するか、所有者の参与をどのように促進するか、などを検
討する必要がある。 
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第六章 今井町の町家の利活用手法・教育の場としての利活用（187） 
6.1 はじめに 
6.1.1 本章の背景と目的 
まず、「小学校における総合的学習・・・」を使用した先行研究として例えば、
小泉清裕・他「昭和女子大学付属昭和小学校における「総合的学習」の意義と
実践」が挙げられる188。広く総合的学習が実施される前、昭和小学校は独自に
総合的学習を取り込み、毎年活動内容の記録を行い、研究報告書として発行し
ている。2012 年 3 発行された昭和小学校の研究は、竹を中心とした内容である。 
伝統的建造物群保存地区における総合的学習の実態調査を行い、それらを比
較した先行研究も存在する。例えば、大辻秀子・山口修「伝統的建造物群保存
地区とそれをつつむ環境が育む総合的な学習」は全国の 62 か所の重要伝統的建
造物群保存地区をその自然環境や歴史を含めて分析している。これらの保存地
区の小学校の総合的学習の取組みの内容から文化財の利活用が、バーチャルリ
アリティにない本物の尊さや深さが体験でき、それが地域のよさの発見につな
がり、こどもの中にアイデンティティを確立させることができるという。 
大辻・山口（2006）は、町家・町並みを教材にしていくとき、児童の興味や
視点がまず向く対象は、町家の虫籠窓、格子、瓦、店の看板など部分的なとこ
ろであると主張した189。 
曲田・福岡（1998）は、町並みに対する興味や関心を喚起するには町並み見
学・散策、そして学校教育、社会教育で学習の機会を多く設けること、あるい
は美観運動を兼ねたボランティア作業を啓発していくことで、町づくりへの理
解が深まると指摘する190。 
田中（1951）は、環境が児童に働きかけることができるとき、それはじめて
環境ということができると主張する。環境はただ児童をとりまき、または児童
に目新しく映るだけのではなく、児童に働きかけて、その学習を伸ばさねばな
らないとも言う191。 
竹を題材とする小学校総合的学習や、伝統的建造物群保存地区における総合
的学習の実態調査、町家・町並みを教材とする環境教育の研究がある。しかし、
町家・町並みを教材としながら、市民を巻き込んだ小学校の総合的学習の研究
は見当たらない。 
                                                  
187 本章は「魏小娥・加藤晃規（2012）「小学校総合的学習における町家・町並
み教育の実践と展開―今井町を事例としてー」日本建築学会建築教育シンポジ
ウム No12.P45-50」を基に書き加えたものである 
188 小泉清裕・他(2012)「昭和女子大学付属昭和小学校における「総合的学習」
の意義と実践」学苑苑 No.857 P71-94 
189 大辻秀子・山口修（2006）「伝統的建造物群保存地区とそれをつつむ環境が
育む総合的な学習」学校教育学研究、第 18 巻 pp.65-79 
190 曲田清惟・福岡実和「子供の歴史的町並みに対する認識」愛媛大学教育学部
紀要教育科学 45（1）175-186 
191 学校教育研究会「学校教育」第 34 巻 1 pp16-20 
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そこで、本章では今井町小学校を取り上げ、小学校において実施された町家・
町並み教育に関する総合的学習について調査し、その教育効果を評価すること
を目的とする。 
 
6.1.2 本章の構成 
 本章は 5 節によって構成される。 
 6.1 本節では本章の背景と目的及び本章の構成を述べる。 
6.2 では調査方法と調査対象及び総合的学習に関する内容を整理する。 
6.3 では調査対象校における総合的学習の取り組みとその内容を把握し参与
観察を行う。同時に近隣の小学校における総合的学習の取り組みの内容をイン
タビュー調査で把握する。 
6.4 では前項の内容を通じて町家・町並みの現状と課題及び今後の可能性を示
唆する。 
6.5 では本章の結論をまとめる。 
 
6.2 調査概要  
6.2.1 調査方法と調査対象 
文献資料から総合的学習の歴史とねらい及び教育方針に関する内容を整理し、
今井小学校の学校関係者を対象に、生徒が町家・町並み教育について持つ関心
の度合い、また、町家・町並みを活用することができたのかを確かめるインタ
ビューを行った。次に、各種授業を参観して観察を行う。最後に、インタビュ
ーした今井小学校のＮ校長に近隣の 2 つの小学校の総合的学習の概要を伺って、
実施している内容を確認した。 
インタビューの内容、対象者、日程、観察した内容を表 6-1 に示す。 
 
表-6-1 調査内容 
 
 
  
項目 内容 対象者 実施日
今井小学校の総合的学習時間の設定、
担当者、カリキュラムの作成 校長Ｎさん 2012年2月
今井小学校の総合的学習の教材対象、
いつから、年間の時間 担任Ｙさん、Kさん 2012年3月
今井町並み保存会の取り組み 会長Wさん 2011年11月
今井町並み保存会関係者 Oさん、Mさん、Fさん 2012年5月
写生会 全学年 2011年11月
お茶粥 6年生 2012年2月
歴史の授業 6年生 2012年2月
茶行列 全学年の一部 2012年5月
インタビュー調査
観察調査
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調査対象 
今井小学文明舎（今井小学校）は 1874（明治 7）年今井町西光寺内に開設さ
れ、1956 年市制実施により橿原市立今井小学校と改称した。2010 年（平成 22
年）橿原市教育委員会指定研究学校のユネスコスクールに選定され、2011 年に
ユネスコスクールに認定された。2012 年 5 月現在全校生は 224 人いる。男子
123 名、女子 101 名である。 
このうち、今井町出身の生徒は 50 名程度で、全体の 2 割を占めるに過ぎない。
教育関係者は校長 1 名、職員 22 名が配置されている。 
 
6.2.2 総合的学習 
1）総合的学習の概念 
総合的学習の歴史については 3 段階に分類されている192。 
第 1 段階は創設の時期である。1900 年前後からドイツを中心とするヨーロッ
パに起こり、日本では 1920 年に木下竹次が「合科学習」の理論を出し、大正デ
モクラシーの動向の中でその実践を広がっている。 
第 2 段階は揺動期である。戦時下では、「総合的学習」が自由主義に基づくも
のとして排除される。戦後の民主化の中で、新教科社会科の発足と共にコア・
カリキュラムの理論や実践として復活したが、それもわずか数年間で、教科主
義、知識系統主義の教育の前に衰退する。 
第 3 段階は、再び重視され、定着しつつある時期である。1970 年代後半に入
って人間主義に基づく全人的な教育への波の中で、「合科学習」「二つ以上の教
科の目標を合わせて学習させる」、「合科的学習」（新しい教科を設けるまでには
いかないが、それぞれの教科の内容や方法を関連的、総合的に採用しながらそ
れぞれの教科の目標を効果的に達成させようとする）への試みとなって現れ始
める。 
一方、学校教育の現場では、2002 年度より総合的学習の時間が実施されてい
る193。各学校が独自な教育活動を展開できることや、「自ら学び」と「自ら考え
る力」などの「生きる力」を育むために教科の枠を超えた総合的な学習を実施
できる必要があることから創設されている。この学習は生徒の学びの場を地域
に広げて体験していくことも挙げられている。学校で学ぶ知識を生活の中で実
感を持って理解する機会を意図的・計画的に設けることや、完全学校週五日制
のもと、学校での学習と家庭や地域での学習の連携を図り、学びの場を学校か
ら地域に広げることが求められている。 
 
  
                                                  
192 東京都新教育研究編集「教育じほう」No.599 P26-33 
193 高浦勝義（2000）『総合的な学習のねらいと内容編成をめぐって』国立教育
研究所 P1 
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2）総合的学習のねらい 
総合的学習の時間のねらいは 2 点が挙げられる194。１つは自ら課題を見つけ
て、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する資質や能
力を育てること。もう一つは学び方や物の考え方を身に着け、問題の解決や探
求活動に主体的、創造的に取り組む態度を育て、自己のあり方、生き方を考え
ることができるようにすること。小学校の学習指導要領の中に書かれた。その
内容を表 6-2 で示す。 
 
表-6-2 新学習指導要領での教育内容 
 
 
身近な地域社会の調査、交通の様子、地域を守る人々への理解、地域活動の
へ参加など、いずれも社会と生活に直結する知識を幅広く学ぶ内容である。 
 
  
                                                  
194 文部科学省「総合的学習の時間」の狙い
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/sougou/main14_a2.htm（2012 年 9 月アクセス） 
身近な地域や市（区町村）の特色ある地形・土地利用などの調査
地域の人々の生活の変化や地域の発展につくした先人の動き
身近な地域や市（区町村）の交通の様子
地域の公共物や公共施設の存在と支える人の理解
学校の施設や通学路の様子などに関心を持ち、安心して生活できること
自分たちの生活は地域の人々や様々な場所とかかわっていることを理解
身近な集団に参加し、自分の役割を自覚し、協力して主体的に責任を果たす
学習指導要領に見られる関連した内容分野
地域社会における災害及び事故から、人々の安全を守るための機関と
そこに従事している人々や地域の工夫を理解防災
自分達の生活や地域の出来事を身近な人々と伝え合う活動を通じて交流
社会
参加
都市
インフラ
景観
意匠
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6.3 教育の場としての利活用実態 
6.3.1 今井小学校における総合的学習の取組 
今井小学校における総合的学習では、学年毎に今井町を対象にした取り組が
みられる。その内容を表 6-3 で示す。 
表-6-3 学年別の取り組み 
 
 
まず、生活科と今井タイムを設けて学年毎に学習課題を決め、実施している。
特に 3 年からは個人、またはグループでの取り組みが多く、社会科の地域学習
や歴史学習の発展的な学習として設定されている。6 年生の研究授業では、「見
つめる→調べる→深める→広げる」のサイクルで学習活動を行い、見つめる段
階では「今井町はどんな町か」を説明するため、個々の生徒が町を歩き回り、
住民と交流しながら、グループで考える。調べる段階では今井町を見学し町の
中にある施設へ行き、担当者に質問したり、来訪者に質問した上で、その内容
をまとめる。深める段階ではみつめたものと調べたものをまとめてからゲスト
の先生の話を聞く。最後の広げるとはこれまで学習した内容を今井町の双六を
制作する。 
 
6.3.2 観察事例 
観察した 4 事例を表 6-4 から表 6-7 にまとめた。また、その様子を写真 6-1、
写真 6-2、写真 6-3、写真 6-4 で示す。 
まず、表 6-4 に示されている内容は、事例 A 写生大会である。 
今井町が重要伝統的建造物群保存地区に選定された年は 1993 年であるが、写
対象 内容 学習ポイント
・学校のまわりの探検
・今井幼稚園児との交流
・地域のお年寄りとの交流
・レッツゴー町！町たんけん
・今井ＤＳのお年寄りとの交流
・地区のものを知ろう
・今井町の魅力を探ろう
・Enjoy the　むかし
・今井町調べ（グループで調べる）
・今井を守ってくれる人々（防災）
・保育所・幼稚園との交流
・今井町のポスター作り
・伝統を受け継ぐ
・ひまわりグループ活動・集団づくり
・今井の歴史について（社会の歴史）
・お茶粥の会
・今井写生大会
・町並み散歩の行列への参加
・今井灯火会の参加
全学年 今井タイム
今井タイム6年生
5年生 今井タイム
2年生 生活科
1年生 生活科
4年生 今井タイム
3年生 今井タイム
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生大会はそれより以前の 1982 年に取り始められた。一昨年までは、担任が描く
内容を指導したが、昨年からユネスコスクールから活動費が補助されたので、
芸術大学の先生及び学生 3 人が招待され、絵を描く注意点についてその場で指
導している。 
 
表-6-4  事例Ａ・写生大会          
 
 
写真 6-1 写生 
表 6-5 で示されている内容は、事例 B お茶粥体験である。このお茶粥体験は
今年で 4 回目となった。参加者は生徒と保護者及び教員である。協力者は今井
町並み保存会の関係者である。重要文化財である旧米谷家で火を起こす行為が
禁止されているが、市の消防局に申請を行い、特別使用許可を得た上で、実施
されるようになった。 
  
観察内容 今井写生大会 観察時期 2011年11月
今井町の町家・町並みを対象とする絵描き活動である
1982年から現在まで続いている。
1年生、2年生は、安全を考慮し写生場所を指定するが
3年生以上は各自が自分で好きな場所を決める。
その作品は毎年保護者会の折に体育館で展示する。
そして、一年生から六年までに描いた6枚を自分で
製本し、卒業時に本人に返す。
写生大会の
概要
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表-6-5   事例Ｂ・お茶粥体験 
 
 
表 6-6 で示されている内容は、事例 C 茶行列である。これは、今井町町並み
保存会のイベントとして行われる行事の中に生徒たちが参加し、行列に参加す
る。全部の生徒が参加できるわけではないが、一部の生徒の参加がみられる現
状である。行列に関わる歴史上の人物は公募を行い、参加者を募ることになっ
ている。 
 
表 6-6  事例 C・茶行列 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6-2 お茶粥        
 
 
観察内容 お茶粥体験 観察時期 2012年2月
重要文化財である旧米谷家で恒例として
毎年今井小学校卒業茶粥が開催される。
生徒と父兄及び教員を含め、40人ぐらいが集まる。
子供達が中心となり茶粥の準備からお膳の後の
片づけまでをする。
お茶粥の
概要
観察内容 茶行列の参加 観察時期 2012年5月
今井町並み散歩は毎年5月に開催するイベントで、
茶行列はそのイベントの一環として行列を組み、
限定の時間内に保存地区を周遊する。
その当時の服装にセッティングし
今井地区内を周遊する行事であるが、その際
今井小学校の生徒が行列に組まれ、参加する
茶行列の
概要
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写真 6-3 茶行列 
 
 表 6-7 に示されている内容は事例 D・ゲストの先生による講義である。 
これは昨年からの試みとして、実施され始めた。主に高学年での 5、6 年生を
対象に、今井町を数回の見回り、自ら課題を発見する歴史学習である。 
表 6-7 事例 D・ゲスト講師による講義 
 
     
写真 6-4 ゲスト先生による講義 
観察内容 ゲスト講師による講義 観察時期 2012年2月
歴史学習のため、一つの試みとして実施しはじめた
今井町の町並み・歴史に関する勉強を3回に分けて実施する。
①回目は学生たちを小グループに分け、今井町の現場を見回る。
②回目は見回った今井町の感想を教室で確認する。
③回目はゲスト講師が前2回の内容を基に今井町の歴史を話す。
特別講義の
概要
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この事例もユネスコスクールから活動費が補助され、その費用でゲスト先生
を招待し、歴史学習を深めるというねらいである。 
 
6.3.3 学習成果 
6 年生を対象とした研究授業では、生徒たちからの感想は 
「・いつも意識していなかったので、気付かないこと知らないことが
たくさんわかった。  
・古い町が残っているのは保存会・住んでいる人たちのおかげだ。 
・古い町並みを残していくように私たちも努力しないといけないと思
った。 
・これからもごみがないきれいな今井町でいてほしい 
・知らなかった今井町の歴史・保存の事がよくわかった。 
・保存会や住んでいる人たちの努力や思いを知った。 
・普段歩いている町なのに知らないこと、気づかないことが多かった。」
などである。 
 一方、Ｎ校長からは 
「今井タイム・生活科や教科の学習を通じて今井町の地域に触れ学ん
でいる。この取り組みをしている中で、町を通じてそこに住んでいる
人を知り、思いに触れることの大切さを感じた。人と人のつながりが
あればこそ、歴史が引き継がれ伝統ができる」という意見があった。 
担任 Y さん、K さんからは 
「地域学習は、その地域の昔・現在を知ることがスタートになる。そ
のことをベースに、地域の「これから」を話し合う中で、今井町の人
の思いに気づくことができるのではかと考える。今井町のような歴史
的な文化遺産は、日本の貴重な文化財として守らなければならない。
一方、その歴史的文化遺産を残すこと、また壊すことも人である。そ
う考えると、町を愛する人の素晴らしさを子供たちに気づかせ、考え
る機会を持たせることが大切である。その人たちの思いや行動が文化
遺産の保存につながっているということに気づかせたい」という意見
があった。 
 
6.3.4 近隣小学校の取組 
比較のために今井小学校近隣の 2 つの小学校（耳成南小学校と晩成小学校）
の総合的学習の取り組みをみると、在校生が 700 名である耳成南小学校では人
権総合学習に重点を置いて学習を進めている。在校生が 270 名である晩成小学
校では地域の歴史人物に重点を置いて学習を進めている。耳成南小学校と晩成
小学校の住所はともに今井小学校同じ橿原市内である。 
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表 6-8  3 校の総合的学習の取組テーマ 
 
  
6.4 考察 
6.4.1 総合的学習の現状 
今井小学校の総合的学習の内容は、町家・町並みを教材としつつも、全学年
での取り組みもあれば、5 年または 6 年の高学年のみの取り組みもみられる。全
学年で行われているものは年 1 回の写生大会があげられる。また、6 年生は写生
大会以外に歴史学習と関連した研究授業が実施されている。次に、事例Ａ・写
生大会を 1 年生から 6 年生まで描きき続けることで、町家建築の特徴（虫籠窓、
格子、屋根などの景観）に気づかせる方法が採用されている。また、写真で示
したように生徒がグループごとに絵を描きあげることになっている。次に、事
例 B・お茶粥体験をすることは、地域社会の人との関わりを理解し、将来地域
のために活動を継続していく人材になることが考えられる。そして、事例 C・
お茶行列は町並み保存活動の一環として実施されているが、生徒はその町並み
保存活動に参加することにより、町への関心をもつことに繋がると考えられる。
さらに、事例 D・歴史学習は生徒自ら課題を発見していく形式が採用されてお
り、特に歴史学習と関連させて、歴史上の人物をテーマにゲストによる講義が
行われている。 
こうした取り組みに対して、町家・町並みに取組んでいない市内の耳成南小
学校、晩成小学校が存在している。それらの 2 校は人権教育を基盤に据えた人
権総合教育に重点を置き、現時点においては、町家・町並み教育に重点を置い
ていない現状が明らかになった。2002 年以降の教育現場では、総合的な学習の
取り組みを各学校が独自な展開をできるようになった点が挙げられる。 
 
6.4.2 総合的な学習の展開 
写真 6-2 と写真 6-3 をみると、お茶粥を開催する際、保存会の関係者は全員同
じ服装をしている。また、茶行列でも普段では見られない服装をしている。伝
統的な儀式を意識しながら、生徒達がその環境を作り出していることがみられ
る。つまり、今井町町並保存会は伝統的な儀式と町づくりの教育活動を支援す
ることで、今井小学校の生徒が自分達の町に関する歴史を感じ、歴史の勉強に
関心を持つことにつながると考えられる。 
 今井町は江戸初期以来の町家・町並みがまとまって「群」をつくり、そこに
歴史学習の環境がある。学校関係者の実践から得られる学習成果や、歴史的環
学校名 生徒数
取り組み
テーマ 学校の住所
耳成南
小学校
700 人権総合
学習
橿原市常盤町
3番地
晩成
小学校
270 地域の歴史
人物
橿原市小房町
1-54
今井小学校 224 町家・町並み 橿原市今井町3-4-46
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境を対象とした取り組みが今井小学校の生徒の学習能力を引き出し伸ばすこと
につながると思われる。さらに、住民との触れ合いや、実践的な学習を通じて、
町並みに対する興味や関心を喚起させることも期待できるのである。 
  
6.5 本章のまとめ 
本章では、小学校の総合的学習に関する内容について、今井小学校とその周
辺 2 校から得た。参与観察調査とインタビュー調査を用いて、教育現場の取り
組みと実施の詳細な情報を把握し、今井小学校の総合的学習の取り組みの特徴
と町並み保存との関係を検討した。 
以上の内容を次の 3 点にまとめておく。 
1）今井小学校 6 年生を対象とする町家体験は、今井町町並み保存会と婦人会
の協力が得られてその取組が実現できた。こうした体験を通じて、生徒は学校
や家庭以外の人々に触れ合うことができ、地域の文化に気がつく機会が得られ、
自習性を養うことにつながったと考えられる。 
2）今井町近隣の 2 つの小学校は今井小学校と違った取り組みをしているが、
は文部科学省の「総合的学習の時間」の規定に添って行われた内容である。今
後、橿原市がその学習の機会を設けることによって、町家と町並みを教育の場
として展開することも考えられ、こうした機会を増やすことによって、町家と
町並みを小学校の総合的学習の教育の場としての効果が探求できる。 
3）今後、町家と町並みを総合的学習の教育の場として利活用していく際、県
内と県外の学生に学習機会をどのように与えるか、これまで実践してきた今井
小学校のノウハウをどう活かすかこれも検討することが必要であると思われる。
他方、このような学習機会を増やした場合、これまで協力してきた今井町町並
保存会や婦人会などの住民組織にどのような影響があるか、これも検討する必
要がある。 
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第七章 今井町の町家の利活用手法・イベントの場としての利活用（195） 
7.1 はじめに 
7.1.1 本章の背景と目的 
重伝建地区の保存地区では歴史的建造物・町並みを利用して新旧のイベント
が展開されている。例えば、岡山県「倉敷雛めぐり」、大阪府「富田林じないま
ち雛めぐり」、福岡県「筑後吉井おひなさまめぐり」などがある。これらの地域
では、町家を利用し、個人が所有するひな人形や手作り雛などが展示されて来
訪者が気軽に地区全体を巡る町並み観光がみられる。また、祭りの開催を通じ
て街路とその周辺を利用し、祭礼空間を演出するものもある。 
こうしたイベントや町家の空間利用及びその影響を検討する研究も多くみら
れる。例えば、増井（1994）196、碓田・他（2002）197、根田（2010）198、田世
（2012）199などの研究がある。増井は京都祇園祭を事例として、町空間と祇園
祭の関係を分析し、町空間を 9 つの空間に分類し、祭の演出に重要な役割を果
たしているのは、街路空間、建物の前面及び軒下、そして室内であることを明
らかにした。京都都心コミュニティの変容に伴う祭礼行事の運営形態の変化に
ついても明らかにしている。 
碓田・他は、福井県の小浜放生会の本陣飾りと富山県の城端曳山祭の山宿を
事例に、町家が祭りのお飾り場として利用され、祭による町家空間の影響を検
討し、祭を活かしたまちづくりの方向も考察した。 
田世は、古い町並みを有する 3 つの地方都市における文化的イベントを事例
として、地域協同のまちづくりを観察し、相互に比較しながら、イベントが地
域協同まちづくりに果たす役割について考察し①イベントと観光客及びマスコ
ミとの関係、②イベントを継続させるためにイベントの主体が必要であること
を明らかにした。 
根田は、今井町を取り上げ、社会実験及びアンケートを実施してイベント型
観光の可能性を探った。 
このように、一般市街地におけるイベントの開催と観光について考察したも
の、重伝建地区をイベント型観光として社会実験を行った研究がみられるが、
重伝建地区におけるイベントの開催効果、イベントと地縁組織の関係という視
点で歴史的建造物群をイベントの場として利活用する研究はみられなかった。 
                                                  
195 本章は「魏小娥（2013）「重要伝統的建造物群保存地区における年間イベン
トを活かした空間利用に関する研究―今井町を事例として」ものがたり観光行
動学会会誌 No.3,P47-63」を基に書き加えたものである 
196 増井正哉・1994「地域開発における伝統的環境の活用と保全に関する基礎的
研究」P215-285 博士論文 
197 碓田智子・他（2002）「富山県の城端曳山祭と福井県の勝山左義長祭にみる
空間演出の変容」日本建築学会北陸支部研究報告集 No45 
198 根田克彦（2010）「伝統的建造物群保存地区におけるイベント型観光の可能
性―橿原市今井町の事例」奈良教育大学 No59、第 1 号 
199 田代理恵（2012）「文化的イベントが地域協同のまちづくりに果たす役割に
関する研究―古い町並みを有する地方都市を事例にー」龍谷大学 
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そこで、本章では今井町の町家・町並みを活用しながら、開催するイベント
を分析し、開催する各イベントの実態を明らかにするとともに、今後の歴史的
建造物の利活用手法に関する知見を得る。 
 
7.1.2 本章の構成 
 本章は 5 節によって構成される。 
 7.1 本節では背景と目的を述べる。 
7.2 では文献資料からイベントに関する記述を整理しインタビュー調査の対
象、参与観察などの調査概要を述べる。 
7.3 では、イベントの場としての利活用経緯と参与観察の事例及びイベントの
場としての利活用空間とその利用の整理を通じて、イベントの場としての利活
用の実態を明らかにする。 
7.4 では、前項の内容を基づき、歴史的建造物を活かしたイベントの利活用の
効果と問題点及びその展開についての考察を行う。 
7.5 では、以上の内容を踏まえて本章の結論をまとめる。 
 
7.2 調査概要 
7.2.1 イベントの概要 
文献資料から今井町の年間イベントに関する記述と内容を整理した。それを
表 7-1 で示す。今井町では、7 つのイベントが開催されている。その中には一度
廃止したイベントを再度復活したものもあれば、昔から継続的に行っているイ
ベントもある。開催時期に伴い、こうしたイベントの広告紙を町内の数か所で
張り出す光景がみられる。 
表 7-1 年間イベントの内容 
 
 
7.2.2 調査方法 
文献調査の結果と合わせて、主催関係者（今井町防災会会長、今井町町並み
保存会会長、NPO 法人今井まちなみ再生ネットワーク理事長、副理事長、今井
地区自治委員会会長、担当者関係者）などの人々を対象に、インタビュー調査
を行った。インタビュー調査の概要を表 7-2 で示す。 
  
名称 開催時期 開始年 主催 備考
防災フィスティバル 3月第1・日曜 2002年 今井町防災会
今井町並み散歩 5月第3・土日 1996年 今井町町並み保存会 一部が復活したもの
行者まつり 7月7日 昔から 春日講 既存行事
大神宮 7月16日 昔から 町内会 既存行事
地藏尊 7月23日、24日 昔から 町内会 既存行事
今井灯火会 8月第1・日曜 2008年 今井町町並み保存会 新規イベント
秋祭り・だんじり 10月第3・日曜 1998年 自治会・町内会 復活したもの
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表 7-2 インタビュー調査の概要 
 
インタビュー調査の結果をもとに参与観察を行った。参与観察の結果を表 7-3
で示す。 
観察項目は次のような項目である。 
1、利用する空間（町家、街区） 
2、演出した空間（写真で記録する） 
3、参加者 
4、個別事例の追跡調査 
5、その他 
なお、参与観察を調査した期間は 2011 年 10 月から 2014 年 10 月までである。
その内訳は防災フェスティバル 2 回、今井町並み散歩 2 回、行者まつり 1 回、
地藏尊 2 回、今井灯火会 2 回、秋祭 2 回、その他の追跡調査 1 回）である。 
 
表 7-3 参与観察したイベントの内容 
 
 
7.2.3 調査対象 
 ここでは、各イベントの主催者とその活動内容を整理する。 
1）今井町防災会 
今井町防災会は、1995 年 12 月 9 日結成された住民組織である。本部役員（会
長・副会長 4 名）と各ブロックの役員（6 名）及び防災委員（10 世帯ごとに 1
名を選出する）によって構成されている。運営費は補助金と各世帯からの徴収
によって賄われている。橿原市は今井町防災会に対し補助金交付要領により年
間 18 万円の活動費を交付しており、自治会は各世帯から 300 円を徴収し防災会
に納付している。 
今井町防災会は年度ごとに防災活動を計画し推進する。活動内容は、次の 5
項目 今井町防災会
今井地区自治
委員会
調査日
2012年3月
2013年3月
（随時.2H程度）
2012年10月
2014年10月
（随時・2H程度）
対象者 会長 会長
インタビュー
内容 イベントの主催者、活動内容、イベント開催の準備に関する事前会議、補足、などである
今井町町並み
保存会
2012年5月、7月、8月
2013年8月、
2014年5月
（随時・2H程度）
会長
2012年5月、7月、8月
2013年8月、
2014年5月
（随時・2H程度）
NPO法人今井まちなみ再生
ネットワーク
理事長、副理事長
イベント名 防災フェスティバル 今井町まちなみ散歩 行者まつり 地蔵まつり 灯火会 秋祭り・だんじり
観察時期 2012年3月2013年3月
2012年5月
2014年5月 2012年7月
2012年7月
2014年7月
2012年8月
2013年8月
2012年10月
2014年10月
利用する空間 今井町小学校運動場地区内の防災広場
重要文化財・各種施設
地区内の一部街路 春日神社
地蔵前
不特定箇所
地区内の一部
街路・公園
地区内の街路、
春日神社
内容 各防災訓練 各種展示・体験 祈願行事 祈願行事 蝋燭展示・茶席の体験
ダンジリ車を曳き、
街区の巡回
参加者 地区住民 地区住民、来訪者 地区住民 地区住民 地区住民 地区住民、来訪者
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項目である。①住民の防災・防犯意識の向上、②各ブロックの連絡体制及び各
ブロック内の連絡体制の確立、③緊急事態に即対応できる体制の確立と要介護
者の把握、④防災器具の点検整備、⑤防災フェスティバルの開催である。 
それぞれの進め方は、①の内容を実施する際、橿原消防署内の施設を活用し
ながら訓練を実施するとともに、行政、消防署、警察署による学習会を実施す
る。②は自治会、民生委員会、消防署第 10 分団今井町担当者等との連絡を密に
行う。③は防災会と消防署第 10 分団今井町担当者と連携して定期的に高齢者の
情報を把握する。④は街頭消火器、防災小屋に収納している防災器具の整備・
点検を定期的に実施する。⑤は年 1 回の防災フェスティバルを実施する。この
他、防災総会、年末パトロール、防災危機管理に関する講演会の参加、イベン
トを開催する際に協力すること、などもある。 
 
2）今井町町並保存会 
称念寺の住職・今井博道氏は、いち早く町並み環境の価値に気付き、1971 年
3 月 18 日今井町を保存する会を発足させた。この組織は曲折を経て今井町町並
み保存会に引き継がれて現在に至る。2010 年 4 月現在の保存会の理事は 90 名
であり、その中に役員・常任理事が 23 名である。その活動内容は 9 項目に区分
されている。それぞれの項目の内容を表 7-4 に示す。今井町町並み保存会は町
並みボランティアガイドの育成や勉強会、イベントの開催、情報誌「いまいは
今」の作成・配布などを行っている。 
表 7-4 今井町町並保存会の活動内容 
 
  
No 項目 具体的な内容
1 文化財保存 市の町並み保存整備事業とともに、住民主体の保存を目標に住民との対話をしながら家屋の整備を行う
2 今井町並み散歩 イベントの一つとして今井町をふれあいの場として、毎年5月に開催する。今年で17回目を迎える
3 施設の管理運営 今井町まちづくりセンター、今井・まちや館、旧米谷家の三か所の管理・施設説明を保存会のスタッフが交代で行う
4 「いまいは今」の発刊 今井に関するまちづくりの身近な話題の提供を編集委員会が製作し、月1回発刊している
5 暮らしと文化の融合 町家の空間でかまど体験、落語会、コンサートを開催する場として利用する
6 共同イベントの開催 秋祭り、今井灯火会などの開催を通じ、町内他団体との連携を図る
7 メディアとの関わり 撮影と放映は住民の周知と協力を得ると共に実施する
8 隣接地区との調和 保存地区の景観を維持すると共に、隣接地区の調和も図るための要望を市に提出する
9 その他
講演会、他県現地視察研修会を実施する
学生の町家体験受け入れ
県外小学校の課外授業の受け入れ
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3）今井地区自治会・町内会 
 自治会・町内会は地域のつながりを維持するための自治組織である。今井町
自治委員会は今井町保存地区を始め、周辺の小綱町、他の町によって構成され
る。この委員会は 18 の町内会に区分されている。主な活動は 7 つである。①町
内会費の徴収、②閲覧板の対応、③市広報の対応、④不要ゴミの対応、⑤水槽
掃除、⑥行事随行（神宮さん、地藏尊、⑦区長・組長の選出といった活動であ
る。自治会は秋祭り開催を行うが、地蔵尊の開催は町内会が行う。 
 
4）春日講 
講とは、伊勢講や富士講など江戸時代に隆盛した参詣講を意味する。明治維
新期の神仏分離や修験道廃止の政策により、多くの行者講は廃止された。現在
では「行者まつり」として行われるようになっている。また、現代に続く講集
団は、構成員によって同族を主体とするパターンと組・村といった地域社会に
根ざしたパターンがある。講集団の中には、職人や商人という同業者によって
結ばれた講集団を職縁的講と呼んでいる。行う主体も、地縁や職業、性別に基
づき組織されたものから、組織によらず各家が個別に行うものまで、多種多様
な講が営まれており、庶民信仰や地域社会理解の素材として民族学や歴史学の
立場から数多くの研究や報告の対象となってきたと久保は指摘している200。 
今井町の春日講は、地縁に基づき組織してきたものであり、行者まつりを担
っている。 
 
7.3.イベントの場としての利活用実態 
7.3.1 イベントの場としての利活用の経緯 
1）今井町防災会 
今井町では昔から火災については最大の注意を払っていたという。惣年寄・
町年寄が責任者となる消防組織が各町にあった。1795 年の「火消役付諸印帳」
によると、町内の各家は家持、借家人にかかわらず所帯主 16 人と医者 1 人が火
消の役を割り振られていた。また火事が発生した時、火消しに遅れた、出なか
った者には、審議のうえ罰が加えられたという。さらに、町民生活を律した掟
にも消防に関して詳しい規定があった。 
そして、江戸時代今井町の町定には消防体制に関することが記載されていた。
町人は、火消し役として何らかの役割を担い、使用する道具ごとに係が決めら
れたという。また、重要文化財・上田家には火事が起こった際の「定」が保存
されていた。さらに、井戸水は江戸時代から現在まで残り、今井町では 226 か
所の井戸が確認されている。これは最も身近な初期消火の役目を持つ。 
 現在の防災フェスティバルは 1995 年 1 月に起きた阪神・淡路大震災と 2002
年 1 月末の全国文化財デーからの学びとして、いまい防災フェスティバルを実
施し始めたものである。 
                                                  
200 長谷部八郎（2013）『「講」研究の可能性』慶友社 P65-136 
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今井町防災会は、具体的な防災訓練を実施するとともに、独り暮らしの高齢
者・同居家庭に設置している警報装置の点検を行う。また、今井町の他の団体
による豚汁やおにぎりの炊き出しもある、非常時同様に行われる年毎の訓練メ
ニューは異なり、たとえば、2002 年 1 月 27 日では今井小学校体育館にて防災
関連競技が行われた、2003 年 1 月 26 日では今井小学校体育館にて担架の作り
方、心肺蘇生などの講習が行われた。また、2004 年 1 月 25 日では地区内の防
災小屋を予備集合場所として避難訓練が行われた。 
 
2）今井町町並み散歩 
1993 年今井町が重要伝建地区に選定後、町並み修景事業が本格的に展開した。
1996 年 10 月今井町町並み保存会藤根会長（当時）は、橿原市のボランティア
の方々からの重要文化財の公開意見を受けて、「今井・町並み散歩」を企画し、
年に一度、重要文化財を公開することとした。この企画の発想は、1991 年大和
まちづくりネットワークのリレーイベントとして今井青年会が実施した「わが
町、再発見展」での重要文化財の公開であった。また、五条市のフリーマーケ
ット（かげろう座）と江戸時代に開催されていた「六斎の遊び」を基に、商人
の町に相応しい行事として、「今井六斎市」を復活させたものである。さらに、
イベントを成功させるため、開催 20 日前に記者クラブに対しイベント報道を依
頼し、朝日新聞は近畿版に「町並み散歩」の記事を掲載した。イベントとして
の企画「今井町町並み散歩」は、翌年から 5 月の開催となり、市民の支持を得
て毎年恒例の年中行事となった。 
さらに第 13回までは開催期間が 2日間であった。その内容にを表 7-5に示す。  
表 7-5 第 13 回の開催内容 
 
 
3）春日講の行者まつり 
今井町の春日講の行者まつりは、春日神社の行事の一つとして毎年 7 月 7 日
夜 7 時から行われる。修験者が願い事を書いた護摩木を火に焼きながら、祈祷
する。最近では、屋台のようなものが少し並ぶようになってきている。  
 
  
5月17日 5月18日
語りの書展 スタンプウオーク
街角ギャラリー クイズラリー
今井の商い展 絵画展
その他
観光ガイドウォーク
開会セレモニー
茶行列
今井六斎市
名工の館
わかば会呈茶席
その他（各種演奏）
実
　
施
　
内
　
容
重要文化財及び伝統的
建造物の内部公開
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4）地蔵まつり 
地藏は仏教における菩薩に属するもので、大陸から日本にもたらされて、広く諸
宗の寺院にまつられ、多数の信者をひきつけてきた。大方の地藏の実態は仏教の教
義だけで説きつくされるようなものではなく、庶民の生活に即して取り上げるべき
であるという。地域ごとにきわめて様々な様相を示しており、各地の地藏の中には、
一つ所にとどまらず、いくつかの村や家をめぐり歩くもので、その像の軽重によっ
てものごとの吉凶を占うものもあるという201。 
一方、民俗行事として地藏盆は関西を中心に広がりを見せ、7 月または 8 月に行
われる地域が多い。例えば、滋賀県愛荘町の地藏盆は 8 月 23 日に近い土曜日、日
曜日に行われることが多い。地藏盆は愛荘町全域に分布しており、小学生、中学生
とその保護者が中心となって行事を行っており、社寺境内や広場、公民館を中心に
行う地域が多い202。 
 こうした地藏の由来と行事としての地藏盆を踏まえつつ、今井町の地藏まつりに
関する内容を整理しておく。今井町では 23 箇所の地蔵があり、地藏がある住居
表示番地と地藏がない番地の 2 エリアが見られる。地藏がない番地では、当番
制で地藏盆を開催する際、家の玄関を利用し地蔵まつりを行う。一方、地藏が
ある番地では、町内会単位で開催し、日常的な清掃も当番制で行う。今井町の
地蔵まつりは伝統的行事として毎年 7 月 23 日と 24 日に町内会単位で行われて
いる。 
 
5）今井灯火会 
光イベントは地域の経営戦略として取り込んでいるものが多く見られる。例
えば、神戸市のまちのデザイン室は 1995 年 1 月 17 日阪神淡路大震災の記憶を
次の世代に語り継ぐ、震災後神戸ルミナリエをイベントとして定着してきた。
神戸のまちと市民の夢と希望を象徴する行事として始まった。会期終了直後か
ら継続を求める市民や各界の声が寄せられ、翌年 1996 年の開催が決定し、市民
や来場者、趣旨に賛同した事業者と地元の方々により毎年継続している203。 
また、奈良県では、1998 年に始まった光のイベント「灯火会の会」がある。
このイベントは NPO 法人が中心になって運営している。その後、奈良県は民間
の活動をバックアップし、県条例で火の使用が禁じられている「なら公園」に
もライトアップイベントに限定して「ろうそくランタン」の使用を認めた。こ
うした官民一体となった活動が現在も継続している204。 
今井灯火会は、こうした動きを受けて、歴史的建造物と町並みを活かしなが
                                                  
201 大島建彦（1992）『民間の地藏信仰』渓水社 
202 愛荘町教育委員会（2007）『むらと組と家の地藏盆』愛荘町民族調査報告調
査書 
203 穐村薫・他（2000）「発光都市―神戸ルミナリエの都市戦略」日本建築学会
大会学術講演梗概集 P697-698 
204 米波信男・他（2004）「フォーラム・ツーリズムと地域経済・地域社会」経
済地理学年報 第 50 巻 P81-87 
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ら、灯火会を通じてまちの人々が光を点し、町の安全と繁栄を願い、町民の親
睦と団結を深める為に、2008 年より開始されたイベントである。 
 
6）秋祭り 
1998 年 10 月、春日神社の秋祭りで「だんじり」の町内巡行が 40 年ぶりに復
活した。この「だんじり」は 1998 年に行われた「奈良シルクロード博覧会」に
出展するため、橿原市の助成によって橿原「だんじり」保存会（1997 年 10 月
発足）が中心になって復元したものであり、現在の「だんじり」巡行は自治会
がその役目を負っている。 
 「だんじり」の開催当日は、町内を 2 巡回すると春日神社で 2 つの山車が合
流する。また、この「だんじり」巡回に合わせて、町内及び周辺の各世帯の軒
下にで提灯が吊られ、照らされる。 
 
7.3.2 参与観察の事例 
 ここでは、参与観察を通じて、各イベントの参加者への聞き取りの結果と記
録写真を基づき、イベント空間とその内容を整理する。 
1）防災フェスティバル開催当日 
2012 年 3 月 4 日に防災フェスティバルが実施されたが、当日、実際に火災が
起り、その緊急措置などの出来事を観察した。 
火災現場の様子を写真 7-1 で示す。同日午前 9 時 19 分ごろ、今井町 1 丁目に
ある（K さん 92 歳）木造 2 階建て住宅から火災が発生した。火災に気付き駆け
付けた住民ら（写真 7-1A）や消防団員・写真（7-1B、7-1C）が消火器をリレー
して消火にあたり、延焼を食い止めて、文化財指定されている近くの建物を火
の手から守った。1 階約 40 平方メートルと 2 階約 20 平方メートルのうち、（1・
2 階部分）各階約 10 平方メートルを焼き、約 1 時間後に鎮火した。また、1 週
間後の火災事故検証が終わった現場（写真 7-1D）では 2F 建ての建物が焼かれ、
住めない状態になった。 
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写真 7-1 火災現場 
 
次に、防災フェスティバルの内容を説明していく。当日の様子を写真 7-2 で
示す。 
防災フェスティバルでは、橿原市の消防署員と今井町防災会が今井町小学校
の運動場を利用し、今井町の居住者を対象として各種訓練を実施する。開催式
は写真 7-2A で示したように、橿原市市長をはじめ市会議員、消防署の方、今井
町防災会の方、住民の方々が今井小学校に集まり、防災フェスティバルの開催
式を行い、その後各種訓練を実施した。各種訓練は写真 7-2C から 7-2G までで
示した。まず消防署員は消防ボンプの使い方を説明しながら消火方法を指導し
た。火災時発生する煙の体験（写真 7-2D）、救急説明（写真 7-2E）、骨折の応急
処理（写真 7-2F、7-2G）などの内容がみられる。また、子供達には綿菓子作り
の機械（写真 7-2I）も用意されていた。さらに、婦人会のメンバーによる炊き
出しの豚汁（写真 7-2H）も用意されていた。 
7-1A 消火に駆けてきた町民 7-1B 駆けた消防員 
7-1C ポンブで消火 7-1D 消火後 
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写真 7-2 防災フェスティバルの様子 
 
 
2）今井町並み散歩開催の当日 
 2012 年今井町町並み散歩の開催日は 5 月 11 日から 5 月 19 日で、第 18 回目
となった。開催期間と開催内容及び利活用の町家と他の空間を表 7-6 と表 7-7
で示した。 
  
 7-2A 開会式  7-2B 参列者 
7-2G 怪我救済法 B・
 7-2C ポンブ訓練  7-2D 煙の経験 7-2E 救急説明 
7-2F 怪我救済法 A・脚 7-2H 炊き出しの配膳
 7-2I 綿飴作り  7-2J 参加した子供達  7-2K 訓練終了後の会場
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表 7-6 第 18 回の開催内容 
 
表 7-7 利活用の町家空間と街区 
 
 
また、参与観察した町の変化と利用する町家の様子を写真 7-3 で示した。5 月
11 日から 5 月 17 日までの開催内容は主に展示とクイズラリーを中心とするも
のである。また、5 月 19 日の茶行列コースを図 7-1 で示す。写真 7-3 で示した
ように、開催前と開催後の町家の空間と街区空間の違いがはっきりと見られた。
前項で説明したように第 13 回は開催日が 2 日だったが、第 14・15 回から開催
内容と開催期間に大幅な変化が見られた。 
 
5月11日 5月12日 5月13日 5月14日 5月15日 5月16日 5月17日 5月18日 5月19日
町かどアート 町かどアート
スタンプウオーク スタンプウオーク
クイズラリー クイズラリー
絵画展 絵画展
語りの書展 語りの書展
綿操り実演 綿操り実演
開会セレモニー
茶行列
今井六斎市
名工の館
わかば会呈茶席
その他（各種演奏）
実
　
施
　
内
　
容
重要文化財及び伝統的建造物の内部
公開
今井町衆市
大和今井の茶粥
観光ガイドウォーク
ギャラリー中井
開催内容 利用する町家・街区
町かどアート 地区内防災広場
スタンプウオーク 地区内数か所
クイズラリー 地区内数か所
絵画展 称念寺
語りの書展 華甍（国際交流センター）
綿操り実演 店舗内
今井町衆市 順明寺
大和今井の茶粥 今井まちや館
観光ガイドウォーク 今井町地区
ギャラリー中井 観光案内所
開会セレモニー 今井保育所
茶行列 衣装着換え（今井保育所2階）・ルート別紙で示す
今井六斎市 今井御堂筋
名工の館 旧米谷家
わかば会呈茶席 今井景観支援センター
その他（各種演奏） 各種小広場・公園
重要文化財及び伝統的建
造物の内部公開 重文9件・県指定3軒
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写真 7-3 今井町町並み散歩の様子 
 
図 7-1 茶行列のコース（今井町町並み保存会の資料より） 
 
  
7-3C 茶粥 7-3A 書道展示 7-3B 展示 
7-3D 町並見学の人々 7-3E 茶行列 7-3F 茶席 
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六歳市の出店エントリーリストから、第 18 回今井町町並み散歩の六斎市に出
店した方は 118 名である。118 名の出店回数と出店理由は以下のように整理で
きる。まず、10 回以上を出店している割合は 20％、5 回以上を出店している割
合は 15％、5 回未満を出店している割合は 60％以上を占めることがわかった。
また、六斎市に出店した理由は、「①今井町の伝統的な町並みへの出店は憧れが
あった。②今井町は昔の商家町であるからいつか今井町で店を開きたかった。
③友人から一緒に店を開こうという誘いがあった。」の 3 点が挙げられる。 
 
3）行者まつりの当日 
当日観察した様子を写真 7-4 で示した。まず写真 7-4A で示したように、今
井地区の住民は行者堂前に用意されている蝋燭を照らしながら参拝後に、持参
してきた護摩木を行者担当者に渡し、くべられる様子を見守る。写真 7-4B で示
したように、祈願護摩木は揃ってからくべられ始める。写真 7-4C で示したよう
に火の拡散を防ぐためコンクリート製のブロックで囲むような形を作り、そこ
で祈願を行う。写真 7-4D で示したように火災を防ぐために、地区の消防員たち
が常に巡回しながら、火が消えるまで見守る様子がみられる。 
 
写真 7-4 行者まつりの様子 
 当日は、家族連れや家族を代表して一人が参加する方もみられた。今井町の
住民を中心とする行事であるため、持ち込まれる護摩木を焚き尽くすまでに時
間がかかた。参与観察した日では、夜 7 時から夜 9 時過ぎまで行事が続けられ
た。行者まつりの参加者は主に今井町の方々が中心であるが、数十名の今井町
の近隣から訪れた方もみられる。 
  
7-4A 参拝 7-4B 祈願護摩木
7-4D 消防員 7-4C 護摩焚き 
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4）地藏まつりの当日 
今井町の地蔵まつりは毎年 7 月 23 日と 24 日の二日間開催されている。当日
の様子を写真 7-5 で示す。 
写真 7-5A で示したように、地藏があるところではその地藏前にテントを張り、
そこで地藏まつりを行う。これに対して、写真 7-5B で示したように地藏がない
ところでは、家の一室を利用し、地藏を安置して地藏尊を行う。まず、7 月 23
日の朝 8 時頃、事前に用意した粗品を地藏の前に供える。そして 17 時に各地藏
を巡回するお坊さんが祈願を行う。写真 7-5C で示したような祈願を行うものが
みられる。さらに、7 月 24 日午前用意した粗品を各家に配当することがみられ
る。 
吊り下げられた鮮やかな提灯には子供の名前が書かれている。参加者の話に
よると、成人まで提灯が飾られることになっているという。 
 
写真 7-5 地蔵尊の様子 
5）今井灯火会の当日 
まず、準備の概要を説明する。当日午前 9 時頃から 12 時までの間、開催委員
会は開催地区の代表者に蝋燭、入れ物、着火の器具などを分配した。代表者は
それらを配置箇所に運ぶ。また、茶席、竹の伐採、会場作りなどの準備作業も
ある。参与観察した際の様子を写真 7-6 で示す。 
1７時頃、各代表は住民の協力を得て蝋燭の配置をした。19 時、市の関係者、
今井町の各団体の関係者が集り、点灯式が行われた（写真 7-6A）。同時に、各
代表者と住民の協力を得ながら、蝋燭に火をつけた。主な地区の様子を 7-6B か
ら 7-6H で示す。例えば、今西家の横の堀では灯篭流しが行われ（写真 7-6B）、
街区内の道の両側や（写真 7-6C）、区外の道の片側（写真 7-6D）、春日神社の入
口の大きな灯篭にも火が灯された（写真 7-6G）。灯火会の前でその風景を眺め
る住民（写真 7-6F）、茶席の受付の様子（写真 7-6H）などである。同日、今井
町の住民を始め、近隣などからも 500 名以上がこの灯火会に参加した。 
7-5A 屋外地藏    7-5B 屋外地藏    7-5C 祈願の様子 
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写真 7-6 今井灯火会の様子 
6）秋祭りの当日 
当日の様子を写真 7-7 で示した。昼の町は写真 7-7A、7-7B で示したように、
提灯が掛けられ、ダンジリ車が街区の中で巡回をした。夜は街区外を通過する
様子（写真 7-7C）、子供による太鼓演芸（写真 7-7D）、ダンジリ車、がそれぞれ
街区の外側を通り春日神社の境内空間で合流している（7-7E）。その境内では秋
祭りカラオケ演芸が行われた。大勢の方（写真 7-7H）が祭りに参加しているこ
ととわかった。 
「だんじり」の開催を通じ、ダンジリ車を曳く方々の姿、各家が掛ける提灯
の佇まいなど、昼と夜の時間変化に応じて町家・町並みを共に演出する空間が
みられた。さらに、普通では交流がなかった住民同士がだんじり祭りの開催を
通じて交流する姿が多く見られた。春日神社の境内空間でカラオケ演芸大会も
開催された。 
 
7-6A 点灯式 
7-6D 歩道側 
7-6F 近隣住民 
7-6E 中尊蘇の入口  
7-6C 街区内の蝋燭の列 7-6B 灯篭流し 
7-6G 手作りの灯篭 7-6H 茶席の受付 
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写真 7-7 秋祭りの様子 
 
 
  
7-7B 地区内の巡回  7-7C 地区外の巡回 
7-7D 太鼓演芸 7-7F 夜の街区 
7-7G 夜の提灯 
7-7E 合流したダンジリ車 
7-7H 演芸を楽しむ人々 
7-7A 昼の提灯 
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7.4 考察 
7.4.1 イベントの場とその評価 
 ここでは参与観察した内容を基に各イベントの主催者、利活用の空間、主な
参加者、良い点、問題点といった項目から整理し、イベントの場としての利活
用の内容をを表 7-8 で示される。 
表 7-8 イベントの場としての利活用 
 
 
 表 7-7 からは、イベントの開催を通じて住民同士の交流ができることが指摘
できる。他方、行者まつりと秋まつり以外のイベントをみると、防災フェステ
ィバルの参加者の減少や、町並み散歩によって居住者の日常生活に来訪者が支
障を及ぼすこと、そして今井灯火会に開催しない地区の存在といった問題点が
みられる。 
 
7.4.2 イベントとその効果 
1）今井町防災会と防災 
今井町は木造建築が多いことから、定期的な防災フェスティバルの開催によ
って防災への意識を向上させる目的があると考えられる。各種訓練で見られた
ように、消防署の方による詳細な説明を聞きながら住民と一緒に訓練を行うや
り方が消防意識の向上につながると考えられる。参与観察の当日に、発生した
火災への迅速な対応もこれまで訓練を続けてきた効果と言える。 
今井町防災会は日常的防災活動と非日常的防災活動を推進することで、今井
町の町家を自分達の活動により、自分達の力で自分達の町を守ることに努めて
いる。今井町防災会の組織は防災上とても重要な役割を果たせているといえる。 
No イベント名 主催者 利活用の空間 主な参加者 良い点 問題点
1 防災フェスティバル 今井町防災会
今井地区公民館・
今井小学校運動場・
体育館、
地区内の防火広場
市の関係者
地区住民
消防士
・防災意識の強化
・住民同士の交流ができる
・救急対応方法の学習ができる
・災害に対する備えができる
参加者の減少
2 町並み散歩 今井町町並保存会
各施設、
御堂筋・街区
9箇所の重要文化
財、称念寺、
その他の街区、
各広場
今井小学校先生・生徒
出展者
地区住民
来訪者
・住民同士の交流ができる
・住民と来訪者の交流ができる
・町家・町並みの文化を多くの人
に知らせること
・無関心の住民もいる
・主催者の高齢化・若者の
参加が少ない
・大勢の来訪者のため、来
訪者が居住者の日常生活
に支障を及ぼす
3 行者まつり 春日講 春日神社 地区住民 住民同士の交流ができる 特にみられない
4 地蔵まつり 町内会 23箇所の地蔵の前 地区住民 住民同士の交流ができる 子供の姿がみられない番地がある
5 今井灯火会 今井町町並保存会 地区の施設 地区住民・周辺住民 住民同士の交流ができる 実施しない番地もみられる
6 秋祭り 自治会 街区、春日神社 地区住民・来訪者 住民同士の交流ができる 特にみられない
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2）重伝建地区と町並み散歩 
第 13 回と第 18 回を比較してみると、次のような変化がみられる。①開催期
間が変化している。当初の 1 日から 10 日間にも及ぶイベントとなっている。②
開催時期では各展示会場による記録した見学者のリストをみると、日本各地か
ら来訪者が訪れている。③六斎市の出店者のエントリーリストをみると、小規
模でありながら多種多様な店が揃っていること、また出店の回数については、
10 回以上と 5 回以上を合わせて、40％くらいの方が続けて出店しようとする傾
向がある。このような変化により、今井町の町並み散歩は経済的仕組みをイベ
ントの中に組み入れているとみられ、多くの人を呼び込む効果があるといえる。 
 
3）重伝建地区とまつり 
 町内会で開催されている地蔵まつりは伝承されているだけではなく、地域の
人々によって担われ、途切れず現在も行われていることが来訪者の注目を集め
始めている。地蔵盆は関西地域に広がっている民俗行事であるが、他の重伝建
地区では地蔵盆があるかどうか、今井町の地蔵まつりは同じかどうか今後追跡
調査することが必要である。 
 春日講が主催されている行者まつりは、祭礼として行われているのではなく、
地縁によって組織されたものである。こうしたイベントは地域社会理解の素材
として今後も進行していくと思われる。 
 自治会が主催している秋まつりは、一度廃止したものであるが、再び復活し
てきたイベントである。鮮やかな衣装と町並みが調和した風情が住民と来訪者
を双方の楽しいませるイベントとして注目され始めたとみられる。 
 このように、まつりの存在が、重伝建地区の町並みを変化させ、町の違うイ
メージを演出させる効果があると考えられる。 
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7.5. 本章のまとめ 
以上の内容を踏まると、次の 4 点にまとめられる。 
1）イベントの開催にみる経済的仕組みの形成 
参与観察した 6 イベントの中で、今井町町並み散歩のイベントを体験するた
めに、遠方から訪れてきた方々がいる。また、六斎市に出店した 100 名以上の
来訪者がいる。こうした参加を通じて、居住者と来訪者による六斎市の店の利
用や、有料のプログラムの参加などから、これまで継続してきた今井町町並散
歩は経済的仕組みを産み出す傾向がみられる。 
2）地域社会のコミュニティとイベントの関連性 
 地蔵まつり、行者まつり、今井灯火会といったイベントは周辺地域の方と今
井町の方の間に一種の交流が行われたとみられる。その交流は地域社会のコミ
ュニティの強化につながると考えられる。これらは近畿地方の文化圏の影響を
大きく受けたイベントとし構成されていることが明らかとなった。 
3）マスコミによる宣伝効果 
今井町町並散歩のようなイベントは開催される度、テレビによるイベント模様
の紹介、新聞記者によるイベントの開催時期とその内容の取材など、マスコミ
による宣伝が行われている。この宣伝を通じて町並みイベントをめぐる人が
年々増加している傾向がみられる。こうしたマスコミによる宣伝は多くの観光
客を引き入れる効果がみられる。 
4）イベント開催とその負の効果の対応 
今井町町並み散歩の開催は、住民に負の影響を及ぼすと考えられる。例えば、
主催者の高齢化のみならず、後継者が減少しつつある傾向がみられる。また、
今井町町並み散歩を開催する際、多くの来訪者が住民の日常生活空間に支障を
与える。今後、これら負の要素を解消する工夫が必要である。居住者に対する
配慮や注意喚起をどのように取り組んでいくか、来訪者に対する歓迎ムードを
どのように演出していくかなどの住民と来訪者の双方が満足し合える方法を構
築する必要があると思われる。 
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第八章 今井町の町家の利活用手法・交流の場としての利活用（205）  
8.1 はじめに 
8.1.1 本章の背景と目的 
重伝建地区の町づくり活動を促進するため、行政（市町村）は町づくりのた
めの施設を整備し始めている206。それらの施設は当初、地域の住宅様式を見学
する場所でありながら、体験学習を行う場所でもあった。しかし、最近は重伝
建地区の新規選定の増加に伴い、先に整備した重伝建地区を研修・視察する場
合の町づくりの交流の場として利用される傾向がみられる207。今後、重伝建地
区の施設空間において居住者と来訪者の交流の場をどう形成していくかという
課題があると思われる。さらに、重伝建地区で整備した施設は、町の質を高め
る空間でありつつ、居住者同士や居住者と来訪者の間を結ぶ「社会的居場所」
になると考えられる。 
一般市街地における地域施設に関する既往研究では、地域施設の利用のしや
すさの視点から社会的交流を分析した李らの研究208 、都市居住高齢者の余暇関
連施設の利用構造を分析した浅沼らの研究209 、地域施設を横断的に捉え、公共
施設と民間施設との比較を通じて地域公共施設のあり方を分析した木下らの研
究が挙げられる210。 
しかし、それら施設空間では地区外からの来訪者を想定した利活用手法に関
する研究はみられなかった。そこで、重伝建地区で整備された施設を対象に、
居住者のみならず来訪者も含む空間利用の実態を分析し、こうした地域施設の
利活用手法の検討を試みた。 
本章では、今井町の施設を対象にその利用実態を調査し、各施設の利用事例
を把握するとともに、施設ごとの交流の内容、対象、時期、などを分析するこ
とによって、重伝建地区における各施設を交流の場として利活用する手法の知
見を得ることを目的とする。 
まず、インタビュー調査と参与観察を通じて整備した施設利用パターンを明
らかにする。次に各施設を訪れた団体と個人に対して利用意識調査を行い、今
                                                  
205 本章は「魏小娥・加藤晃規（2014）「交流の場からみた町家の利活用に関す
る研究―奈良県橿原市今井町を事例としてー」日本建築学会地域施設計画研究
シンポジウム No32,P45-50」を基に書き加えたものである 
206 文化庁（2008）「伝統的建造物群保存地区制度のご案内」P.6 
207 文化庁・伝建地区 2013 年 5 月現在 104 か所 
208 李乙圭・高橋鷹志・鈴木毅（1997）「社会的交流からみた地域施設の利用し
やすさに関する研究―東京都の社会教育施設のケーススタディー」日本建築学
会計画系論文集 第 493 号,P145-152 
209 浅沼有紀・天野克也・谷口汎邦（1997）「都市居住高齢者の生活特性と余暇
関連施設の利用特性についてー都市居住高齢者の地域施設の利用構造に関する
研究・その 2」日本建築学会計画系論文集 第 492,pp.119-125 
210 木下誠一・矢部亮・今井正次（2008）「居場所としての地域公共施設のあり
方に関する研究―三重県における居場所選択特性と地域差」日本建築学会計画
系論文集 第 628 号,pp.1205-1212 
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後の施設利用動向を検討する。 
 
8.1.2 本章の構成 
 本章は 5 節によって構成される。 
 8.1 本節では本章の背景と目的及び構成を述べる。 
8.2 では調査対象、交流の場としての定義や、調査方法を説明する。 
8.3 では各施設の概要、利用実績、利用状況、利用パターンを整理する。 
8.4 では利用者の意識調査を通じてその利用動向を考察する。 
8.5 では結論をまとめる。 
 
8.2. 調査概要 
8.2.1 調査対象 
今井町の空き町家の利活用の調査報告では、2 軒の空き町家を市が購入して、
まちづくり施設や、見学・体験施設へ、2 軒の空き町家を NPO 法人が賃借して、
生活体験施設や、福祉施設に利用した整備経緯を報告している211。本研究では、
従来の今井まちなみ交流センターと、上記の文献で報告されている 4 施設（今
井まちづくりセンター、今井まちや館、今井庵、ゆうゆう今井）を調査対象と
し、その利用実態を参与観察し、ついで利用者（団体と個人）への意識調査を
行った。 
 
8.2.2 交流の場としての施設 
ここでは、施設を利用する居住者同士、居住者と来訪者、来訪者と来訪者の
交流活動からその実態を明らかにする。既往研究では、牧野（1999）は高齢期
に充実した生活を送るには既存の施設以外に、空き町家を利用して新たな施設
を整備する必要性があること、居住者間の交流を行う際、日常的に交流できる
ためのコレクティブハウスのような空間を整備する要望があることを指摘して
いる212。  
交流には自宅内と自宅外で行われるものがあり、自宅外は子の家、実家、親
戚の家、図書館、職場などの場を指す。そして、こうした交流は家を近くで行
われるケースが多い。本章では、施設で見学・研修をする来訪者、まちづくり
活動に参加する居住者、そして居住者と来訪者との交流といった視点からその
実態を分析する。 
 
  
                                                  
211 魏小娥・加藤晃規（2013）「空き町家の長期利用のための手法に関する研究
橿原市今井町の町家を事例として」日本建築学会地域施設計画研究論文 31 
212 牧野唯・今井範子（1999）「高齢期における交流からみた「精神的居場所」
の特徴と居住形態との関係―奈良県橿原市今井町の場合」日本建築学会計画系
論文集 No.522,pp.131-138 
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8.2.3 調査方法 
今井町における地域施設の利用者層を把握するため、今井町町並み整備事務
所、今井町町並み保存会、橿原市観光協会などの関係者へのインタビューを行
った。次に、今井町町並み保存会の情報紙「いまいは今」に記載された、2011
年度今井町を訪れた 3 団体213を対象に、今井に対する認識度合と利用意向のア
ンケート調査を行った。同様に、2012 年 3 月今井町を訪れた個人の来訪者を対
象に認識度合と利用意向のアンケート調査を行った。調査概要を表 8-1、表 8-2
に示す。なお、団体の来訪者へアンケートの調査は 3 地域を訪問し、その役場
担当者の協力を得て直接配布・郵送回収を行った。個別の来訪者は、施設での
調査用紙の留置方式で行った。個別利用者では、施設の見学利用に関するデー
タは得られたが、店舗・店を利用したか否かについてのデータがなかったため 
2011 年と 2012 の年アンケート調査から店舗・店の利用の状況を確認すること
にした。 
表 8-1 インタビュー調査概要 
 
 
表 8-2 来訪者に対するアンケート調査回答概要 
 
                                                  
213 愛媛県内子町は 2005 年 1 月 1 日旧内子町、旧五十崎町、旧小田町の 3 町が
合併して誕生した町である。その中に八日町護国の町並みが 1982 年重要伝統的
建造物群保存地区として選定された。福井県小浜西組は福井県小浜市に位置し、
2008 年重要伝統的建造物群保存地区として選定された。大阪府・喜連瓜破は大
阪府大阪市生野区に位置し、2010 年より町並み保存運動を開始した地区である。 
調査項目 今井町町並み保存整備事務所
今井町町並み
保存会
橿原市
観光協会
調査日 2011年9月1日 2011年10月9日 2012年5月8日
対象者 整備担当者 町づくり施設・見学施設の担当者 担当関係者
インタビュー内容 施設規模、利用規則の有無、利用現状、維持管理などの内容
地域 今井町への来訪日 訪問調査日 アンケート回答日 回答数 回答率
地区1・内子町 2011年3月13日 2012年2月15日 2012年2月 15/22 68%
地区2・小浜西組 2011年11月20日 2012年2月27日 2012年2月 15/22 68%
地区3・喜連瓜破 2011年11月6日 2012年3月3日 2012年3月 26/32 81%
今井町 2012年3月5日～3月20日
2012年3月5日～20日 58/150 39%
・属性（性別、職業、年代）
・交通手段（JR,近鉄、JRと近鉄、車、その他）
・お住まいのエリア（一般市街地、重伝建地区、重伝建地区の付近、その他）
・今井町、町家についての認識（知っている、知らない）
・今井町を訪問した回数と目的
・今井町を訪問したあとの印象（良いところ、よくないところ）
・町家が年々減少していること（知っている、知らない）
・今井町の空き町家の利用方法（居住、店、居住兼店、イベントの場、などの利用）
・今井町の店舗・店の利用について（利用した、利用しなかった）
・自由回答
アンケート項目
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8.3 施設の利活用実態 
8.3.1 施設の利用概要 
施設の設立時期、規模、利用規則、管理規定、スタッフの配置の有無などを
表 8-3 で示す。 
表 8-3 施設の概要 
 
 
今井まちなみ交流センター214は、1995 年 2 月から見学利用できる。1 階は今
井町の歴史を詳しく解説する資料・模型を展示している。2 階は講堂・会議室が
配置されている。1 階は自由に見学でき、2 階の講堂・会議室は使用許可と利用
料が必要である。配置されたスタッフが講堂・会議室の常時管理と利用料の管
理を担う。1 階の展示と 2 階会議室の利用模様を写真 8-1、8-2 で示す。 
今井まちや館は、町家の様式を持ち、1998 年 5 月より開館して見学利用して
いる。1 階で修理前後の経緯、窯の様式などを展示している。常駐のスタッフ 3
名が輪番制で当番をしながら、来訪者に館内の説明を行う。見学者は 2 階の屋
根裏を見学したい場合、置かれている木製梯子で上がって見ることができる。
さらに年 1 回のイベントを開催する際は、1 階を体験空間として利用する。その
体験利用とスタッフによる説明模様を写真 8-3、8-4 に示す。 
 今井町づくりセンターは、1 階と 2 階で構成され 2001 年 6 月から見学として
利用を開始した。当初、外観様式を保ちながら内部を新たにする整備手法が採
られた。1 階は事務室と展示空間及び会議・作業空間などが配置される。2 階は
屋根裏に新たな空間を設けて見学利用していたが、現在は見学不可となってい
る215。その後、今井町町並み保存会の活動拠点となりながら見学と講義・講習
                                                  
214 建物は明治 38 年（1903 年）旧高市郡教育博物館として建設されたもので、
昭和 4 年（1929 年）より今井町役場にも使用されていた。今井町を重伝建地区
として選定する際、準備室として使われた時期もあった。 
215 第 26 回町並みゼミ（2003 年）開催したとき、2 階を大会準備のため事務処
理の空間に変えた。それ以来、2 階を見学することができなくなった。 
 
施設 設立時期 延べ面積 利用規則の有無
管理規定の
有無 （常時）スタッフの配置
今井まちなみ交流センター 1995年2月 443㎡ 有 有 3人（1人常駐、2人輪番制）
今井まちや館 1998年5月 134㎡ 有 有 1人（3人で輪番制）
今井まちづくりセンター 2001年6月 147㎡ 有 有 1人（20人で輪番制）
ゆうゆう今井 2008年11月 40㎡ 有 有 無
今井庵 2010年8月 73.4㎡ 有 有 無
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会の場として利用されている。現在多数（20 名）のスタッフが当番制で施設に
ついての説明を行う。講義・会議に利用する場合は事前の申し込みと使用料が
必要である。スタッフによる説明と講習会の会場風景を写真 8-5、8-6 に示す。 
 
 
ゆうゆう今井は 2008年 11 月から障害者が活用しやすい施設として開設した。
2 室で構成され、1 室は障害者たちが手作りの作品を展示する空間である。他の
1 室は講習・実習を行うための空間である。 
今井庵は 2010 年 8 月から NPO 法人今井まちなみ再生ネットワークが所有者
から 10 年間の期間で借出し、生活体験施設として開設した。その管理も NPO
法人今井まちなみ再生ネットワークが行う。 
このように今井町は 1993 年重伝建地区に選定されてから、まちなみ交流施設、
まちづくり活動施設、体験・見学施設、福祉施設といった施設が設置されてきた。
それぞれの管理規定をみると、まちなみ交流施設の 2 階講堂・会議室の利用、まち
づくりセンターの会議室、福祉施設、生活体験施設は、事前申請が必要であるが、
利用目的に応じて自由に利用できる施設である。      
 
8.3.2 施設の利用実績 
3 施設（今井まちなみ交流センター、今井まちづくりセンター、今井まちや館）
では、スタッフや、来訪者自身による記録が残っており、1999 年からの統計デ
ータが得られる216。 
それらの施設の年度別（2010 年現在）の見学数の推移を図 8-1 に示す。 
                                                  
216 今井町町並み保存整備事務所（2012）3 施設の来訪者統計データ 
写真 8-1 見学     写真 8-2 会議    写真 8-3 体験 
写真 8-4 見学     写真 8-5 見学    写真 8-6 講習会 
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生活体験施設・今井庵の年間利用は 2011 年度に 31 組 111 人が宿泊している217。
そこでは、一泊の利用者が一番多く、二泊の利用者が次に続く。宿泊した方の
居住地は北海道から沖縄まで日本全国に広がっている。 
福祉施設・ゆうゆう今井の年間利用については、不特定多数の知的障害者を
中心とする講習会・練習会が年に 10 回以上開催されている実績がある。 
 
 
図 8-1 施設の来訪者推移 
(今井町町並保存整備事務所の資料を参考し筆者作成)  
                                                  
217 NPO 法人今井（2012）総会資料 
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8.3.3 施設の利活用の現状 
2011 年 11 月から 2012 年 11 月までの期間、各施設を訪れた来訪者・居住者
の活動に参与しその活動内容を観察した。参与観察した内容を表 8-4 に示し、
以下の概要を記す。 
「まちづくりの研修会」は、福井県小浜西組 30 名弱のまちづくり関係者が今
井町を視察したものである。視察の方々は 2011 年 11 月 20 日の午後 12 時から
午後 15 時まで今井町に滞在した。当日、今井町の町並み保存会会長とガイド役
の保存会関係者は作業衣姿で小浜西組の来訪者を迎えた。今井まちなみ交流セ
ンターの 2 階を利用し 30 分程度の歓迎の挨拶、今井町の重伝建地区選定前後の
経緯などを保存会会長が説明をした。次に重要文化財である旧米谷家の窯で炊
いたお茶と弁当で食事。その後、今井町の町並み見学、今井町づくりセンター
と今井まちや館の外観・内部についてガイドによる解説を行った。最後、今井
まちなみ交流センターに戻り、各自のまちづくりにおける現状と問題の意見交
換を行った。 
表 8-4 参与観察の内容 
 
 
「見学用の衣装づくり」は今井町町並保存会の女性会員が古い着物を利用し
作成している。例えば、上下 2 部式の衣装を作成したり、着物を作り直す作業
である。この作業は今井まちづくりセンターの作業空間で月に 2 回以上集まり、
6 人の女性会員で行う。作業時間は月曜 14 時から 17 時までである。この場合、
作業を行う場は、彼女たちが世間話をしたり、情報を共有する場でもある。 
 「まちづくり実習講習講義」は、奈良県地域づくり支援機構が地域プランナ
ー・コディネータ養成講座を行う際、今井町を講座の現地学習として利用した。  
人数 属性
2011年11月20日 まちづくりの研修会
今井まちなみ交流センター
今井まちづくりセンター
今井まちや館
30分
30分
20分
28名 居住者・2名来訪者・26名 今井町を視察する団体
2012年3月5・12日 見学者用の衣装つくり 今井町づくりセンター 3.5時間 6名 居住者・6名来訪者・0名
まちづくり活動の一種で
毎月2-4回
2012年4月21日 まちづくり実習研修講義 今井まちなみ交流センター今井まちづくりセンター
1時間
3時間 12名
居住者・1名
来訪者・11名
奈良県・地域プランナー・
コディネータ養成塾
2012年5月18日 イベントの際の体験 今井まちや館 45分 50名 居住者・10名来訪者・40名 茶粥の試食
2012年6月7日 空き町家の見学会 今井まちなみ交流センター今井まちや館
1時間
20分 14名
居住者・2名
来訪者・12名 年4回を行う会
2012年8月7日 まちなみ視察 今井まちなみ交流センター 30分 12名 居住者・2名来訪者・10名 外国からの視察
2012年10月20日 まちづくりの情報誌編集作  今井まちづくりセンター 1時間 3名 居住者・3名来訪者・0名
まちづくり活動の情報紙・
月毎に発行する
2012年11月22日 講習会 ゆうゆう今井 2時間 7名 居住者・0名来訪者・7名
知的障害者への支援
月に1～2回
備考利用者利用時間利用した施設参与観察内容参与観察日
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講師は今井町町並保存会会長で、当日、講師が今井まちなみ交流センターで受
講生 11 名を迎えた。受講生達は今井まちなみ交流センターの 2 階で講義の主旨
説明を受けてから 1 階の展示場で見学する。その後、今井まちづくりセンター
に移動し 11 時から 17 時までの講義を受けた。 
「イベント時の体験利用」は、毎年 5 月第 3 日曜の今井町並み散歩で、今井
まちや館で茶粥を体験するものである。今井まちや館を利用し、不特定多数の
来訪者・80 名の方に炊き立ての大和茶粥を有料で体験してもらう。体験者は初
回の方もいれば、数回以上の方もいる。当日、朝 8 時から総勢 15 名のスタッフ
が茶粥の炊き準備をここで行う。体験できる時間は 10 時から 15 時までであり、
座席の定員が 40 人程度である為、3 回（10 時、12 時、14 時）に分けて実施す
る。なお、茶粥は大和（奈良県）の食の見直しとして復元したものであり、町
家のかまどに火を入れることで茶粥文化を知る取り組みである。 
「空き町家の見学利用」は NPO 法人今井まちなみ再生ネットワークが空き町
家の紹介を開催する際、今井まちなみセンターの 2 階を利用する。当日、朝 10
時から今井まちなみ交流センターで NPO 法人の担当者 2 人が事前申し込みをし
た 12 名を迎え、主旨の説明、また見学する予定の空き町家資料を配布する。途
中、今井まちや館を修理モデルとして見学する。見学後、再び今井まちなみ交
流センターに戻り、30 分程度の時間を設けて空き町家に関する情報交換を行う。 
「まちなみ視察」は海外から来た外国人 7 人が橿原市を訪問した際、今井町
の町並みを見学したものである。その時間は 1 時間 30 分弱であった。外国政府
関係者であったため、橿原市の関係者 4 人と今井町町並保存会会長が接待した。
まず、保存会会長が今井まちなみ交流センターにて 30 分程度で町並み保存整備
の内容を説明して通訳がその内容を訳した。次に、町並みを見学した。今井町
に滞在する時間は僅かであり、意見を交換することができなかった。 
「まちづくりの情報紙編集」は今井町町並保存会が毎月発行する情報紙の編
集である。今井町の町に関する日々の出来事、人物紹介、行事などを編集する。
町並保存会の理事 3 名が編集作業を担っている。それぞれは自分達の仕事が終
わった後、18 時以降の 1 時間程度を利用し今井まちづくりセンターで情報紙の
内容を議論しながら決めている。 
「講習会」は橿原市の障害者支援を行う団体が 2 室の町家を利用し、福祉事
業を推進する講習である。参与観察した当日、講師 1 名とサポート 2 名が 4 名
の障害者を対象に、お茶会を開催していた。講師の方がお茶のたて方・敷紙の
敷き方・のみ方などを演じながら講習を行った。丁寧な教えもあって参加者は
楽しく講習を受けた様子である。 
 
8.3.4 各施設の利活用パターン 
まず、5 施設の利用実績と参与観察した内容からその利活用の現状を表 8-5 で
示す。次に、5 施設の利活用パターンを整理しておく。   
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表 8-5 各施設の利活用の現状 
 
表 8-5 より、4 施設（今井まちなみ交流センター、今井まちや館、今井まちづ
くりセンター、今井庵）の共通点は一般来訪者による利用であり、3 施設（今井
まちなみ交流センター、今井まちづくりセンター、今井まちや館）の共通点は
休館日以外にスタッフが常駐することが挙げられる。2 施設（今井まちなみ交流
センターと今井まちづくりセンター）の共通点は今井の居住者また団体による
利用が挙げられる。これに対して、異なる点をみると、ゆうゆう今井は橿原市
在住の方による利用、今井庵は体験施設として全棟を貸す利用が挙げられる。  
一方、3 施設（今井まちなみ交流センター、今井まちづくりセンター、今井ま
ちや館）来訪者の推移をみると（図 8-1）、今井まちなみ交流センターと今井ま
ちや館の来訪者数の増減があるが、いずれの年も統計始めた年より増加してい
た。今井まちづくりセンターの来訪者数は 2003 年以降減りつつある。この減少
要因は 2003 年、2F を見学利用から事務所利用に変更し、今井の居住者・団体
のまちづくり活動を行う空間に変えたことが挙げられる。 
以上より、今井まちなみ交流センターは、①1F は来訪者が見学・視察利用す
る、②2F を今井町の団体が交流の場として利用する、③2F を来訪者と居住者
による交流の場として利用するパターンになっている。今井まちづくりセンタ
ーは、①来訪者が見学・視察として利用する、②今井町の居住者・団体がまち
づくり活動を行う空間として利用するパターンになっている。今井まちや館は、
①来訪者による見学利用、②イベント時来訪者の交流を図るために利用するパ
ターンになっている。ゆうゆう今井は、①1 室を限定された方による利用、②他
の室を展示として利用するパターンになっている。今井庵は来訪者が体験する
一種のみの利用になっている。 
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8.4 アンケートの結果と考察 
前項の来訪者 3 団体と個人を対象にアンケート調査をおこなっており、その
結果をまとめ、施設利用の動向を検討する。 
 
8.4.1 アンケート回答者の概要 
 回答者の年代・性別をみると 114 人の中 10 代～30 代は 14 人で（男性 11、
女性 3 名）、40 代が 14 人（男性 10 名、女性 4 名、50 代は 19 名（男性 10 名、
女性 9 名）、60 代以上は 67 名（男性 37 名、女性 30 名）である。 
10 代から 30 代が一番少なく、40 代と 50 代がその次になり、60 代以上が一
番多い。 
 
8.4.2 交流の場としての展開 
 ここでは、地区内の店舗や店を団体と個人がどの程度利用したかを確認し、
施設を交流の場の展開を見てみる。 
1）店舗と店の利用の現状 
店舗・店の利用有無の結果を表 8-6 で示す。まず、団体 55 人中店舗を利用し
た人の割合は 18％、個人 59 人中店舗を利用した割合は 37％である。これによ
り、個人の利用率が高いといえる。その利用内容をみると、団体は酒屋を中心
に利用しているが、個人は酒屋以外、醤油屋、軽食・カフェ、ギャラリーなど
を利用している。これらから、来訪者は施設のみの見学で、また施設内での体
験を求めることが多いと考えられる。 
表 8-6 団体と個人の店舗・店の利用 
 
 
2）空き町家の利用選択 
空き町家の利用選択意向を表 8-7 で示す。団体 55 人中で居住利用と居住兼店
利用の割合が 83％を占め、個人 59 人中では居住利用と居住兼店利用の割合が
59％を占める。店としての利用は団体の割合が 5％、個人の割合は 14％である。
期間限定のイベントへの利用は団体が 2％、個人が 15％を占めている。団体や
個人の来訪者が居住または居住兼店として利用した意向が高い。 
また、今井町も全国と同様に人口減少による空き町家が増えつつあり、今後
居住利用の利用者は簡単に見つからないと思われる。そこで、増えつつある空
き町家を利用した来訪者はもちろん、居住者も気軽に利用できる交流の場前述
の施設も整備する必要があると考えられる。 
店舗利用状況 団体N=55
個人
N=59
利用した人数 18% 37%
利用しなかった人数 82% 63%
利用した人数/内容 酒屋 醤油屋 軽食・カフェ ギャラリー 豆腐屋 和菓子
個人（N＝22） 23% 9% 27% 18% 5% 0%
団体（N＝10） 80% 0% 0% 0% 0% 20%
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表 8-7 空き町家の利用選択 
 
 
8.4.3 町に対する来訪者のイメージ 
 1）来訪回数と来訪後の認識の結果を表 8-8、8-9 で示す。 
表 8-8 より、団体の 1 回の割合は 87％、2 回以上は 13％を占める。個人の 1
回の割合は 75％、2 回以上は 25％を占める。来訪者のリピータ率は団体より個
人の方が高いといえる。 
表 8-9 より、今井町の良い点を「そう思う」は No.1 について団体が 60％、
個人が 78％、No.2 について団体が 51％、個人が 25％、No.3 について団体が
58％、個人が 51％、No.4 について団体が 7％、個人が 51％、No.5 について団
体が 51％、個人が 17％、No.6 について団体が 25％、個人が 12％である。この
中で、団体と個人が町家と町並みを高く評価していることがわかった。また、
今井町の悪い点を「そう思う」は、No.7 について団体が 25％、個人が 19％、
No.8 について団体が 9％、個人が 12％、No.9 について団体と個人が同じ 27％、 
No.10 について団体が 24％、個人が 5％、 No.11 について団体が 9％、個人が
5％、 No.12 について団体が 13％、個人が 20％である。この中で、No.10 道幅
について、個人がそれほど問題にしていないことがかわった。 
  
表 8-8 団体と個人の来訪回数  
 
居住利用 店のみ利用
居住兼店と
する利用
期限限定の
イベント
利用
その他
3団体
N=55 58% 5% 25% 2% 9%
個人
N＝59 27% 14% 32% 15% 12%
来訪の回数 団体N＝55
個人
N=59
1回 87% 75%
2回 5% 17%
3回 2% 2%
4回以上 5% 7%
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 表 8-9 今井町に対する来訪者のイメージ
 
 
2）自由記述 
回答者 114 名の中、自由記述をした方は 19 名である。その内訳は団体の来訪
者が 12 名、個別の来訪者が 7 名である。回答を表 8-10、8-11 で示す。 
表 8-10 より、個人の来訪者は町並みの良さ、町並みの成果があるという意見、
来訪者が利用できる休憩所を整備してほしいという意見がある。 
表 8-11 より、団体の来訪者は滞在する時間が短かったこと、店舗を利用する
時間がなかったこと、まちづくりは人づくりと同じという意見、子供の姿が見
られないという意見などが挙げられる。以上の意見をどのように汲み上げ今後
施設の利用を含めた空き町家の利活用をどう対処していくか、交流の場をどう
整備していくか検討することが必要であると思われる。 
表 8-10 個人の自由回答内容 
 
  
そう思わない そう思う そう思わない そう思う
1 町並みがきれい 40% 60% 22% 78%
2 道路景観がきれい 49% 51% 75% 25%
3 町家建築がすごい 42% 58% 49% 51%
4 看板がわかり易かった 93% 7% 49% 51%
5 解説がわかりやすかった 49% 51% 83% 17%
6 出迎えの服装がよかった 75% 25% 88% 12%
7 崩壊しそうな家屋がある 75% 25% 81% 19%
8 車が地区内を走っている 91% 9% 88% 12%
9 販売機の概観が地区にふさわしくない 73% 27% 73% 27%
10 道路幅が狭い 76% 24% 95% 5%
11 店を利用できるくーポンがない 91% 9% 95% 5%
12 その他 87% 13% 80% 20%
No
No
 団体N=55  個人N=59良い点
悪い点
個人の自由回答　　　　　男性 女性
40代 ・町の歴史的背景を知ることからさらに
良さがわかる。
　30代 ・昔の街並みがそのまま残っている。
50代・ 気軽に立ち寄れる名物・名菓を集結し
た店舗がないので残念！観光地ではないが、
目の保養もできるキャラグッズなどのかわい
い店希望！
60代・観光化していないこと、実際に生活していることに
感心した。
60代  ・今回偶然この町の存在を知り訪れまし
た。町の手入れがいい、住んでいる方達の努
力を感じた。保存は大変だと思いますが、日
本の財産を次世代にも渡していっていただき
たいと思います。
60代・訪れたのは平日だったからかもしれないが、人通り
が少なすぎて寂しい感じがした。また、夏に訪れると暑さ
で観光どころではなくなる為、涼しい休憩場所がいくつか
必要だと思われる。また喫茶店などで、今井町関連のお菓
子等食べられるとよいと思う。
50代・次回は暖かい春に再度訪れたい。
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表 8-11 団体の自由回答内容 
 
  
団体の自由回答　　　　　男性 女性
企画の方・40代・研修に行ったからといって成果
があるわけではありませんが、参加者の中で、一
人でもいいから、何かを感じてもらえればと思っ
て続けている。
60代・伝統的な物を保存し守って生活していく事の難しさな
ど守るというという事の大変な事、町の人たちが支えあえな
いとできないことだと思います。町づくりは人づくりである
と思いました。
60代・町並みの保存について生活様式も変化して
いく中、居住しながら維持していくには不便さに
感じる。また防火・防災においては、道路の狭い
所は問題があると思う。
60代・町並み保存会の会長が話していた「この町は人が住む
町であり、観光の町ではない」を証明するように、お店があ
まりなかったように思います、お土産屋さんのようなものも
ありませんでした。レストラン風のお店が少しありました
が、利用する時間はありませんでした。
30代・どの地区でも、子供の姿があまり見られな
いと感じた。（偶然かもしれない）理想は町家を
居住空間として使用していくことが一番かと思い
ます
60代・日本の町や街には育った人の伝統と心が根強く引き継
がれています。地域や町並みを比較することは、人物、生き
てきた人々を比較することになるので、よき町を見ることが
大事であり、マネをすることでは町づくりは難しいと思いま
す。
60代・若者たちは生まれた町家を離れていくので
だんだんと衰退していくと思う、時代の衰勢では
ないかなと思う
60代・今井町を散策する時間がなかったので残念でした。
60代・これだけの古い文化財を維持管理するのは
大変な困難が伴っていると思われます。
50代・古い伝統的な中に新しく楽しく面白味が有って居心地
よい処があれば、再度訪れたいと思う。
60代・昔人の知恵・当時の自然と人との関係、人
と人の関係を想像すると現代社会と相当大きな異
なりがあると考えられ、感心させられることばか
りでした。
60代・町並みすべて電柱を地中に埋めれば、もっ
と景観がよくなるのでは？環濠跡をうまく残して
いる
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8.5 本章のまとめ 
本章では、施設の利用実態を、参与観察調査をした上で、来訪者によるアン
ケート回答で店舗・店の利用状況を確認しそれらの結果に基づき交流の場とし
ての施設の利活用のパターン、来訪者の利用目的と地区内の店舗及び店の利用
動向が明らかになった。以上の内容を踏まえて結論を次の 4 点で示す。 
1）今井町では 5 施設の利用事例から、居住者利用の施設と来訪者利用の施設
に分離していく傾向がみられる。このような施設の分離によって利用者の差が
生じることのみならず、施設として交流の機能が失われてしまう可能性がある
と考えられる。また、施設の分離をどう受け取るかを検討する必要がある。 
2）遠方から訪れた団体は施設を見学する以外には、地区内にある店舗・店を
利用する割合が低い。研修と視察で訪れた来訪者は研修時間の制限があり、こ
うした研修時間の制限に対して、研修側の企画に個別交流の時間を設ければ、
施設以外の店舗・店を利用する可能性が生じてくると思われる。 
3）来訪者の「地域や町並みを比較することは、・・・よき町をみることが大事
でありまねをすることでは難しい」と指摘されたように、今後も地域と地域の
交流を行うことが重要である。また、交流を行う施設を形成する際、「どの地区
にも子供の姿が少ない」「理想は居住空間として使用していくこと」などの意見
に対してどのような制度と支援があれば、子持ちの若い世代を増せるかを検討
する必要がある。 
 4）これからの施設は地域の方のみならず、他地域から訪れてくる方も含むすべ
ての人々が交流する施設として存在価値が高められると考えられる。また、これら
の地域施設の利活用を促進するために、既存施設と新設施設の空間利活用が融合し
ていく際、地域の人々による施設の利用計画を検討する必要があると思われる。今
後、来訪者の目線と地域の方の目線が併せることによって地域の現状を再度認識す
ることができ、すべての人々が気軽に使える施設の形成が期待できる。 
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第九章 結論 
本章では、以上述べてきた内容と得られた町家の利活用手法の成果を基に、
今後の歴史的建造物の利活用手法に関する知見を提示しておく。 
 
9.1.全体のまとめ 
9.1.1 歴史的建造物群の保存制度と利活用の関連性 
日中両国の保存制度の変遷を再整理すると、採られている施策に応じて表 9-1
に示すような傾向がみられる。 
 
表 9-1 歴史的建造物をめぐる日中の保存制度の変遷 
 
 
表 9-1 によると、日本の重伝建地区と中国の歴史文化名村の社会の動きと制
度に基づきそれぞれの利活用の動き及び課題を分けてまとめておく。 
 
1）重伝建地区 
日本の重伝建地区制度は 1970 年代後半からスタートした。それぞれの地域社
会では保存をめぐる論争が行われ、賛成派と反対派の対立を経て保存制度の合
意形成に至る地域もあれば、合意形成に至らなかった地域もある。また、選定
を受けた地区では保存制度による補助金制度を活かしながら、地区内の新たな
公共施設を整備したり、防災広場・公園なども整備したりするようになる。そ
して、2000 年代に入り、空き家問題に対しての利活用議論が行われるようにな
った。例えば、NPO 法人、有限会社、住民組織などを主体として空き家問題の
解決に向けての試みと取り組みが活発になっている。他方、重伝建地区でのイ
ベント開催が増え、それに伴い観光客が増加しつつある傾向がある。 
また、こうした歴史的環境を利用しながら教育の場としての利用する利活用
もみられた。 
2）歴史文化名村 
2002 年に歴史文化名城の改定版として歴史文化名村の選定がスタートした。
2003 年から現在までの十数年の間、日中の学識者の共同調査、中国の学識者、
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地元政府の個別調査などによって基本調査が行われてきた。その調査の結果と
して 275 カ所の村が歴史文化名鎮名村に選定されている。取り上げた 3 事例の
中で、筆者らが調査した事例では居住、展示、宿泊、居住兼宿泊といった利用
形態がみられた。その利活用は観光地としての利用が定着する傾向がみられる。 
3）歴史的建造物の共通の課題 
 これからも歴史的建造物をどのように伝承していくか、居住している住民の
意向をどのように反映していくか、これまで歴史的建造物の保存の為に努力し
てきた人々の成果をどのように活かすか、或いは歴史的建造物における保存制
度が施行されてから、今日に至るまで一貫した生活の場となっている地区をど
のように再評価するかなどの共通課題があると考えられる。 
 
9.1.2 事例の利活用現状とその効果 
1）今井町の保存制度の前後の動き 
今井町の形成と変遷、重伝建地区の選定をめぐる調査の経緯、選定後の動向、
などの整理を通じて、町に関する史料、町家の特性を示す資料、町の形成から
現在に至るまでの継続的な研究調査がなされていた。また、今井町の住民組織
は町家の保存を行政だけに頼らず、自ら保存意識を持ち、その保存活動を積極
的に展開してきた。その結果、1984 年から 2011 年までには 271 件の歴史的建
造物の保存整備の実績が得られた。2000 年以降は、行政の力を借りながら地区
の空き家問題に対して独自の組織を立ち上げ、解決に向けて取り組みを行って
いる。 
2）今井町の空き町家の取り組みの現状 
調査で 98 件の空き町家のうち 50 件弱の空き町家の所有者は NPO 法人今井
の空き町家バンクに登録し具体的な利用計画を検討していることが明らかにな
った。また、利活用できた事例の分析を通じて NPO 法人今井の利活用の仕組み
が機能し始めていること、さらに利活用できた事例の利用形態と利用者の意向
の関係に「今井町への憧れがある」人が多いことが明らかになった。他方、奈
良県と今井町の重伝建地区と周辺の非重伝建地区の空き家対策の連携を図るた
め、2011 年 2 月大和・町家バンクネットワーク協議会が設立され、このことに
よって、NPO 法人今井の活動は周辺の地域の住民団体に注目されるようになっ
ている。 
3）今井町の住民意識の現状 
今井町の住民意識に関して、空き町家の利活用手法、イベントの参加、地区
の店舗と施設の利用、現在の町と将来の町に対する認識といったことについて
次のようなことが明らかになった。 
①1960 年代の既往調査では空き町家の「宿泊・観光・文化施設としての利用」
の割合が 1 から 2 割であったことに対して、今回の調査では「観光宿泊の宿」
に対する住民の意向が 4 割であり、「映画上映・音楽会・展示など多機能の場」
に対する住民の意向が 5 割を占めること。 
②町全体のイベントに対して、60 代、70 代の参加者の割合が 3 割から 4 割を
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占めるが、丁単位のイベントに対しての参加者の割合は 6 割を占めること、ま
たは 20 代、30 代の参加者の割合が僅か 2％である。 
③店舗と店の利用頻度は店舗・店によって利用の差がみられるが、「0 回」利
用しなかった店舗、店の割合が高いこと、特に飲食店の利用率が低いこと；ま
た、施設の利用頻度では体験、宿泊施設に対する利用が僅か 3％であること、他
の施設の利用頻度は「年 1 回以上」の利用者は 60 代以上であり、それぞれの利
用率には差がある。 
④自由記述では「現在の町」に対する認識は「少子高齢化や若者の減少」に
よる「町内会の行事の開催への支障がある」や「規制が厳しくて自由にできな
い」などの意見がみられ、「将来の町」に対する意向は「居住としての町であっ
てほしい」「若者が住める町であってほしい」などの意見がみられる。 
 
4）今井町の町家の利活用の効果  
空き町家の利活用の効果 
活用できる空き町家について実践的な検討が行われてきたが、そこには利活
用の直接効果と情報発信効果が明らかになった。直接効果としては、NPO 法人
が 8 年近くの取り組みを通じて居住利用、店舗利用、体験施設の開設などの事
例を重ねることできたことである。一方、情報発信効果としては 30 回以上の「今
井まちあるき」の開催を通じてリアルな情報発信ができ、利用者と所有者間の
情報交換ができたと考えられる。 
教育の場としての利活用の効果 
今井小学校の総合的学習は町家体験を通じて、学校や家庭以外の地域の、人々
に触れ合うことができ、地域の文化に気づく機会が得られ、自習性を養うこと
にもつながる。また、橿原市が今井小学校以外の学校にもその学習の機会を設
けることによって、子供達に町家と町並みの理解をしてもらうことにつなげら
れる。こうした機会が増れれば、町家と町並みを小学校の総合的学習の場とし
て効果がさらに探求できる。 
イベントの場としての利活用の効果 
今井町町並散歩のようなイベントは、開催される度に、テレビによるイベン
ト模様の紹介、新聞によるイベントの開催時期とその内容の取材などのマスコ
ミによる宣伝が行われている。この宣伝を通じて町並みイベントをめぐる人が
年々増加している。こうしたマスコミによる宣伝は多くの観光客を引き入れる
効果がみられる。また、大勢の人々の参加を通じて、居住者と来訪者による六
斎市の店の利用や有料のプログラムへの参加などのことから、今井町町並散歩
は経済的仕組みを産み出そうとする傾向がみられる。 
 地蔵まつり、行者まつり、今井灯火会といったイベントで、周辺地域の人々
と今井町の町民の間に一種の交流が行われたとみられる。その交流は地域社会
のコミュニティの強化につながると考えられる。しかし、他方、主催者の高齢
化や、後継者の減少という問題がみられる。また、多くの来訪者が今井町を訪
れてくることが住民の日常生活空間に支障を与える場面もみられる。 
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今後、これら負の要素を解消する工夫が必要であり、居住者に対する配慮や
注意喚起をどのように取り込んでいくか、来訪者に対する歓迎ムードをどのよ
うに演出していくかなど、住民と来訪者の双方が満足できる具体的なイベント
開催方法を検討する必要がある。 
施設を交流の場としての利活用の効果 
今井町の 5 施設の利用事例から居住者の利用の施設と来訪者の利用の施設に
分かれていく傾向がみられる。また、来訪者の団体と個人では地区内にある店
舗・店を利用することに差異がある。さらに、来訪者の自由回答で、「地域や町
並みを比較することは、・・・よき町をみることが大事でありまねをすることで
は難しい」と指摘されたように、今後も他地域とお互いに高めあうための交流
を行うことは重要である。これからの施設は、その存在価値や利活用計画を検
討することによって、来訪者の目線と地域の住民の目線を併せることによって、
地域の現状を再度認識することができ、そのもとで、すべての人々が気軽に使
える施設が形成されることを期待できる。 
 
9.1.3 事例からみた利活用手法のパターン 
今井町の事例を通じて、歴史的建造物の利活用についてハード面の利活用と
ソフト面の利活用に区分してその利活用の実態を検証してきた。ここでは、今
井町の歴史的建造物の利活用事例を再度整理すると、歴史的建造物の利活用手
法に応じて表 9-2 のように利活用手法のパターンがみられる。 
 
表 9-2 今井町の事例検証からみた利活用のパターン 
 
  
 こうした利活用のパターンを重伝建地区、又は中国の歴史文化名村において、
それぞれの現状を再度照合してみると、次のような結論が得られる。 
 
1）重伝建地区 
岩井は、80 箇所の重伝建地区を対象としたアンケート調査で次のような現状
と今後に関する内容を報告している。現状では①47％の地区の空き家が増加し
ている、②70％の地区では観光客が増加している。今後は①22 地区は「住居と
して保存する」②33 地区は利活用できるものは保存し、合わせて観光開発を進
める」という回答がであった。 
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また、近畿地区の重伝建地区の事例では、美山町のかやぶきを維持するための
有限会社、空き町家の解決のために設立した NPO 法人今井や、五條市新町地区
の NPO 法人大和社中、地区の景観を維持するための湯浅の TMO、町家利活用
を促進するための富田林の LLP まちかつなど、独自の住民組織の取り組みがみ
られる。 
これらの地区では「空き家問題」と「観光客が増加」の現状が今井町事例と
共通している。他方、現状が同じでも、その地域の人々の現状に対する取り組
みの手法によってはそれぞれの今後の地域の「姿」は異なると考えられる。 
今後、こうした重伝建地区において、歴史的建造物の利活用の現状と利活用
手法の検討を行う検討委員会の設置、調査に関する内容、住民意識の形成、利
活用計画の策定などで、その地域に相応しい利活用手法が示唆でされると思わ
れる。それぞれ地区のこれまでの独自の取り組みと合わせ、新たな利活用手法
も示唆できると思われる。 
2）歴史文化名村 
 中国住房和城郷建設部によって、（2014 年現在）275 箇所の村または集落を歴
史文化名村として選定し、個々の調査も行われてきた。しかし 275 箇所すべて
の現状に関する総合的な統計資料が明らかになっていない。 
江西省の古村落、北京市の郊外の四合院住宅群、韓城市党家村四合院住宅の 3
事例の現状は、観光資源として村の居住人口を減少させる計画がなされた。ま
た、筆者らが調査した韓城市党家村の事例では住民意識調査がなされ、村と市
が共同して観光開発を進める動きもみられ、村の居住人口を新村に移住するこ
とを加速させる傾向がみられる。北京市郊外の四合院住宅群では、孫（2012）
が指摘したような「観光客の増加に対応するため四合院住宅の増築と改築行為」
がある。 
 このように、現在採られている歴史文化名村の「居住人口の減少政策」は村
の観光を「博物館」観光にしてしまう恐れがある。また、これまでの村の生活
様式は観光客のために大衆化して変化し、村の民俗文化を喪失させてしまう恐
れがある。今後、歴史文化名村を「博物館」観光にしない対策と民俗文化の喪
失を防ぐ利活用手法を検討すべきか、日本の重伝建地区である今井町の町家の
利活用手法を先行事例として着目すれば、新たな利活用手法が示唆されると思
われる。 
本研究の結論は、日本の重伝建地区と中国の歴史文化名村を問わず、歴史的
建造物の利活用を展開していく際、今井町の利活用手法のノウハウを参照しな
がら、その地域の利用者、行政関係者、などその地域に関わるすべての関係者
がその地域に応じた利活用手法を開発していくことが重要であると思われる。 
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9.2 今後の課題 
本研究で明らかにしてきた利活用手法のパターンを他地域に展開していく際
どのような課題があるのかを付しておきたい。 
9.2.1 歴史的建造物の利活用の全体像 
 日本の重伝建地区は 6 つのブロックに分けられ、それぞれのブロック地区に、
集落、宿場、港町、産業村群、寺内町、茶屋、武家屋敷群などがみられる。 
また、それらの重伝建地区は中山間地区、過疎地区、都市地区のいずれにも立
地している。 
近畿地区の 19 の重伝建地区の保存整備及び管理運営をみると、地域民間組織
と行政の協働が出来ているが、今後、こうした地区の歴史的建造物を「教育の
場」「イベントの場」「交流の場」とする利活用が可能かどうか、それぞれの地
区の利活用の現状について、その地域の住民組織と自治体行政が協働して明ら
かにしていくこと必要があると考えられ、その地区に応じた歴史的建造物の利
活用方法を創設することが求められる。 
他方、歴史文化名村の数は急増しつつあり、それらは観光資源として利用が
進められてきた。当該地域社会の住民は飲食業としてサービスを提供すること、
また増加しつつある観光客に宿を提供することでまちづくりに参加している。
しかし、これは一部の住民のみである。 
他方、韓城党家村の事例で明らかになった大学生による写生、四合院住宅に
関する建築知識の学習などもみられる。今後、歴史文化名村を「博物館」観光
利用以外の利活用を展開していくには、日本の住民参加の仕組みをどのよう参
照して、住民の積極的な参加が導き出せるか、また、大学生らの学習の場とし
てどのように提供していくことが求められる。 
 
9.2.2 歴史的建造物の利活用方法論の構築 
本研究は今井町の利活用手法の検証は一つの事例であるが、今後の日中の社
会の変化の中で、日本の重伝建地区、或いは中国の歴史文化名村において、利
活用の事例をさらに増やして比較する必要があると考えられるが、その際今後
の歴史的建造物の持続的な利活用の手法論の構築を行う必要がある。 
これらの点については今後の研究課題として理論と実証の両方から更に研究
を深めて努力していきたい。 
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中国陝西省韓城市党家村に関する調査資料（第二章） 
調査用紙 
1 家族構成＆職業 （  ）人 
 
 
 
2：四合院の形式（   ） 
  
 
 
3：平面図に各部屋に記号を記入してください、または各部屋の名称を付けてく
ださい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4：それぞれの家族の方が寝室に使う部屋の番号を記入してください。 
  
5：接客をする場合は、どの番号を使いますか？（    ）  
6：お客が宿泊する場合はどの番号を使いますか? （   ） 
7：あなたはこれまで改築＆増築をしたことがありますか？ 
 
7.1 あると回答した方は次の質問に答えてください。 
 改築＆増築の箇所はどこですか？ 
 
家族  
部屋番号  
①ある ②ない  
 
 
①一進式 ②二進式 ③三進式 ④その他 
 
平面図＆方位を書く欄 
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8：主な収入源を聞かせてください  
 
9：歴史文化名村に指定以来、何らかの影響がありましたか？ 
 
9.1 あると回答した方は次の質問に答えてください。 
  
 
 
 
10：あなたは住みたい住宅形式が次のどれですか? 
  
 
 
11：あなたは住宅に風水による影響を考えますか？ 
 
 
 
12 自由回答：（質問＆意見があれば、ご自由に書いてください） 
  
①農業 ②出稼ぎ ③その他（  ） 
① ある ②ない ③わからない 
① 現住所 ②集合住宅 ③その他（   ） 
①はい  ②いいえ  ③わからない 
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今井町・町家の利活用に関する住民の意識調査（第 5 章） 
Ⅰ.調査実施に関する説明 
1.この調査は、町家の利活用手法を探るための調査です。調査結果は、研究のみ
用いられ、個々のデータを公開することはありません。 
なお、この調査は重伝建地区今井町 1 丁目から 4 丁目の全世帯を対象とし、実
施しております。 
2.質問は全部で 10 問です。 
（各質問のあてはまる番号に○印を付けてください。質問によっては文章でご
記入していただくものもあります。） 
3．調査票の回収は、後日（1 週間以内）に再度お伺いさせていただきます。 
 
 
 
4．調査に関するご意見などのお問合せ先 
〒669－1337 兵庫県三田市学園 2-1 
関西学院大学大学院 博士課程後期課程 
総合政策研究科 加藤研究室 魏小娥 
 
無記名でご回答していただくため、ご回答いただいた方にご迷惑をおかけする
ことは一切ありません。 
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Ⅱアンケート回答用紙 
問 1．あなたご自身のことについてお伺い致します。 
家族（   ）人  
構成：（親、夫、妻、兄弟・姉妹、息子、娘、息子夫婦、娘夫婦、孫、その他 ） 
あなたの年齢 ＿＿＿＿ 性別     職業     
回答例：自営業、非自営業、無職、その他（  ） 
 
問 2．あなたの居住年数と居住形態及び今後の居住意識をお伺い致します。 
  今井町での居住年数（  ）年  
現在の住まいは ①持家 ②借家 ③その他（  ） 
将来の希望は  ①今井町で住み続けたい ②他地域に住みたい  
③わからない 
 
問 3．住民として参加したものに○、そうでないものに×を付けてください。        
  防災フェスティバル  
①各種訓練に参加した ②参加しなかった  ③興味がない        
  今井町町並み散歩  
①手伝いとした参加  ②参加しなかった ③興味がない  
  今井町・町内会の地藏まつり・行者まつり・その他  
①行事に参加した ②参加しなかった ③興味がない 
今井灯火会   
①準備に参加した ②参加しなかった  ③興味がない  
秋だんじりまつり  
①巡回に参加した ②参加しなかった ③興味がない 
その他（不定期の講習会・音楽会・コンサート）      
①参加した  ②参加しなかった ③興味がない 
 
問 4．今井町の住民として参加したい、または参加してもよいと思うものに○を
付けてください。 
 空き家の利活用研究会 ①参加したい ②どちらもいえない  
    ③参加したいと思わない 
まちづくり講習会 ①参加したい ②どちらもいえない  
    ③参加したいと思わない 
県外での勉強・研修会 ①参加したい ②どちらもいえない  
③参加したいと思わない   
 他地域との交流会 ①参加したい ②どちらもいえない  
③参加したいと思わない      
そう思われる理由をご記入ください。 
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問 5.今後「空き家」の利活用として次の方法についてどのように思われますか。 
 期間限定の中華・和・洋料理専門店として使う  
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
観光宿泊の宿として使う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
 映画上映、音楽会、写真展示など多機能な場として使う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
酒造り、農業などの経営に関する学習やセミナーの場として使う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
新たな取り組みは難しいと思う 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
 
問 6．空き家の今後の利用計画を立てる上で以下のことは必要だと思いますか 
行政が空き家の利用できる誘導制度を作る 
   ①必要だと思う ②どちらもいえない ③必要だと思わない 
 行政が所有者と不動産会社及び NPO の連携を促進し利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
所有者同士が連携し、利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
所有者が不動産会社と連携し、利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
所有者が NPO 法人と協力し、利用計画を立てる 
①そう思う ②どちらもいえない ③そう思わない 
 
問 7.前項の利用計画を実施する際どのような障害があると思いますか。 
自由にご記入ください。 
 
問 8．地区内の店舗をどの程度利用していますか。当てはまる番号に○を付けて
下さい。 
嘉雲亭        ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
今井庵        ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上  
古伊         ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上     
フランス料理店「TAMA」①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上④年 1 回以上 
めいぷる       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
粋庵         ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
大川コーヒー     ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
サガン井上      ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
恒岡醤油       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
やくぜん       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
夢咲長屋の店・店舗  ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
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カステラ店      ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
河合酒造       ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
その他（    ）  ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
この他に、利用したい・あってほしい店舗・店があれば自由にご記入ください。 
 
問 9．以下に挙げた「施設」をどの程度利用していますか、当てはまるものに○
を付けて下さい。 
 今井まちづくりセンター ①0 回②週 1 回以上③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 華甍（国際交流センター）①0 回②週 1 回以上③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 まちやかん     ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上  
今井町並み整備事務所・景観支援センター 
           ①0 回 ②週 1 回以上 ③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 その他         ①0 回②週 1 回以上③月 1 回以上 ④年 1 回以上 
 
問 10.現在と将来の今井町についてのご意見 
①現在の今井町について、今井町の住民としてお気づきの点をご記入ください。 
②これからの今井町がどうあってほしいかご希望をご記入ください。 
 
 
ご協力ありがとうございました。 
 
